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計画書の提出について
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＜地球温暖化対策計画書の提出書類＞

計画書ファイル
１事業者につき1ファイル作成し、提出してください。
様式第１号（計画作成報告書）と様式第３号（実施状況報告書）が
一体のファイルになっています。

算定資料ファイル

事業所ごと、年度ごとに作成し、提出してください。
事業所種別（A、Bテナント等、B、C事業所）により様式が異なります。
A事業所については、全事業所を合算し、1ファイルにまとめて記入します。
第４削画期間からは、その他ガス排出量は本様式で算定します。

再生可能エネルギー等
由来の証書等の利用届出

再生可能エネルギー等由来の証書等の利用量を計算する資料で、
事業所で証書等を使用した場合にのみ作成します。（事業所ごと、年度ごと）

その他必要な書類等 委任状、地球温暖化対策計画の非公表事項に関する請求書 他

令和８年度以降に初めて計画書を提出する場合のみ、以下のURLから様式をダウンロードしてください。
２回目以降の提出の場合は、県の審査後に返却されるファイルを使用してください。
※ 第３計画期間に計画書を作成している事業者につきましても、第４計画期間の初年度（令和７年度）は、以下のURLから様式をダウンロードしてください。

（埼玉県HP_計画書の作成・提出： https://www.pref.saitama.lg.jp/a0502/ontaikeikakusyo.html#tesyutuyousiki ）

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0502/ontaikeikakusyo.html#tesyutuyousiki
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計画書の構造

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課 6

A事業所
Bテナント
事業所

＜温暖化対策計画書の構造＞

算定資料
ファイル

A事業所

計画書
ファイル

…
B事業所 C事業所① C事業所②

…
算定資料
ファイル

B事業所

算定資料
ファイル

C事業所①

算定資料
ファイル

C事業所②

制度対象事業者

算定資料
ファイル

Bﾃﾅﾝﾄ



計画書の構造
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計画書
ファイル

＜計画書ファイルの構造＞

計画書
様式第１号

B,C事業所
シート

実績報告書
様式第３号

事業者
シート

A,Bﾃﾅﾝﾄ
事業所
シート

計画書ファイルは全ての特定事業者及び任意事業者が作成します。
  算定資料ファイルで集計した各事業所のエネルギー使用量等をとりまとめ、各事業所及び事業者

としての地球温暖化対策計画を記入するための様式です。

このシートに事業所ごとに
作成した算定資料ファイル
の数値等を転記するため、
算定資料から先に作成する

ことをお勧めしますB,C事業所
シート

A,Bﾃﾅﾝﾄ
事業所
シート



計画書の構造
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＜算定資料ファイル（A事業所、Bテナント事業所用）の構造＞

算定資料
ファイル

A事業所

事業所概要_
算定体制

シート

非化石燃料
シート

参考シート

燃料
シート

証書_森林吸
収量シート

電気・熱・
都市ガス

シート

エネルギーと
目標設定ガス

シート

再エネ電気・
熱シート

その他ガス
シート

A事業所、Bテナント等事業所を持つ事業者が作成、提出する様式です。
A事業所は、エネルギー使用量等を合算して１つの事業所（A事業所）として取りまとめて提出します。 

算定資料
ファイル

Bﾃﾅﾝﾄ



再エネ電気・
熱シート

計画書の構造
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算定資料
ファイル

C事業所

算定資料
ファイル

B事業所
床面積
シート

事業所概要_
算定体制

シート

エネルギーと
目標設定ガス

シート

事業所境界と
監視点図面

シート

燃料
シート

非化石燃料
シート

その他ガス
シート

参考シート
証書_森林吸
収量シート

電気・熱・
都市ガス

シート

監視点一覧
シート

＜算定資料ファイル（B事業所、C事業所用）の構造＞

B、C事業所を持つ事業者が作成、提出する様式です。 
事業所ごとに作成します。（例：県内に２か所のC事業所がある場合 → ２つの算定資料を作成する） 
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黄色

青色

白色

記入欄
情報や数値を、直接入力してください。

選択欄
プルダウンリストから選択してください。

自動計算欄
計算式により自動的に計算・表示されるセルです。
※入力不可

記載方法（全様式共通）
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作成手順
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手順 ① 算定資料ファイルの作成
事業所ごとに算定資料ファイル、
再生可能エネルギー等由来の証書等の利用届出を作成
（「A,Bﾃﾅﾝﾄ事業所」「B,C事業所」で様式が異なる）

手順 ② 事業所シートの作成
手順①の計算結果を計画書の事業所シートに手動転記し、
事業所ごとの削減目標や対策等も入力
（「A,Bﾃﾅﾝﾄ事業所」「B,C事業所」で様式が異なる）

手順 ③ 事業者シートの作成
事業者としての推進体制や基本方針等を入力
（手順②の内容は自動転記）

手順 ④ 様式第１号、第３号の作成
鏡作成（手順③の内容が自動転記）

算定資料
ファイル

A事業所
＆Bﾃﾅﾝﾄ

算定資料
ファイル

C事業所

算定資料
ファイル

B事業所

事業者
シート

計画書
様式第１号

実績報告書
様式第３号

計
画
書
フ
ァ
イ
ル

B,C事業所
シート

A,Bﾃﾅﾝﾄ
事業所
シート



作成手順
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手順 ① 算定資料ファイルの作成
事業所ごとに算定資料ファイル、
再生可能エネルギー等由来の証書等の利用届出を作成
（「A,Bﾃﾅﾝﾄ事業所」「B,C事業所」で様式が異なる）

手順 ② 事業所シートの作成
手順①の計算結果を計画書の事業所シートに手動転記し、
事業所ごとの削減目標や対策等も入力
（「A,Bﾃﾅﾝﾄ事業所」「B,C事業所」で様式が異なる）

手順 ③ 事業者シートの作成
事業者としての推進体制や基本方針等を入力
（手順②の内容は自動転記）

手順 ④ 様式第１号、第３号の作成
鏡作成（手順③の内容が自動転記）

算定資料
ファイル

A事業所
＆Bﾃﾅﾝﾄ

算定資料
ファイル

C事業所

算定資料
ファイル

B事業所

事業者
シート

計画書
様式第１号

実績報告書
様式第３号

計
画
書
フ
ァ
イ
ル

B,C事業所
シート

A,Bﾃﾅﾝﾄ
事業所
シート



A事業所は、Bテナント事業所、B事業所及びC事業所以外の全事業所のエネルギー使用量等を
 合算して１つの算定資料を作成します。
 Bテナント事業所は、事業所ごとに算定資料を作成します。

手順① 算定資料の作成（Ａ,Bテナ事業所）
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事業所概要_
算定体制

シート

非化石燃料
シート

参考シート

燃料
シート

証書_森林吸
収量シート

電気・熱・
都市ガス

シート

エネルギーと
目標設定ガス

シート

再エネ電気・
熱シート

その他ガス
シート

算定資料
ファイル

A事業所

算定資料
ファイル

Bﾃﾅﾝﾄ



A,Bテナント算定資料の第３計画期間からの変更点
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シート名

第３計画期間 第４計画期間

その１ 事業所概要_算定体制

その２

燃料

電気・熱_都市ガス

再エネ電気・熱

- 非化石燃料

- 証書_森林吸収量

その３ （削除）

その４ ｴﾈﾙｷﾞｰと目標設定ガス

- その他ガス

- 参考

概要

第３計画期間 第４計画期間

燃料等使用量を入力

化石燃料の使用量を入力

電気・熱_都市ガス使用量を入力

再エネ電気・熱使用量を入力

- 非化石燃料を入力

- 証書_森林吸収量を入力

低炭素電力による削減量を計算 （削除）

- その他ガス排出量等を入力

- 第３計画期間の係数による自動計算

事業所の基本情報・特殊条件を入力

ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量、目標設定ガスを自動計算



A事業所は、Bテナント事業所、B事業所及びC事業所以外の全事業所のエネルギー使用量等を
 合算して１つの算定資料を作成します。
 Bテナント事業所は、事業所ごとに算定資料を作成します。

手順① 算定資料の作成（Ａ,Bテナ事業所）

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課 16

事業所概要_
算定体制

シート

非化石燃料
シート

参考シート

燃料
シート

証書_森林吸
収量シート

電気・熱・
都市ガス

シート

エネルギーと
目標設定ガス

シート

再エネ電気・
熱シート

その他ガス
シート

算定資料
ファイル

A事業所

算定資料
ファイル

Bﾃﾅﾝﾄ



A,Bテナント等事業所算定資料１

令和 年度

資料作成日

１　事業所の概要

ｋＬ

ｋＬ

ｔ-ＣＯ２

ｔ-ＣＯ２

ｔ-ＣＯ２

ｔ-ＣＯ２

特殊条件の設定

（１）都市ガス・ＬＰＧ以外の気体化石燃料 （２）その他の化石燃料

単 位

① GJ/ t-C/GJ

② GJ/ t-C/GJ

排 出 係 数

転炉ガス

コークス炉ガス

高炉ガス_発電用以外

高炉ガス_発電用

単 位 発 熱 量

上 記 以 外 の 温 室 効 果 ガ ス

温 度 ( ℃ )

目 標 設 定 ガ ス 以 外 の CO2

その他可燃性天然ガス

燃 料 の 種 類 圧 力 (kPa) 燃 料 の 種 類

算定資料

（A事業所，Bテナント等事業所用）

名 称

規 模 判 定 エ ネ ル ギ ー 使 用 量

目 標 設 定 ガ ス 排 出 量

そ の 他 ガ ス 排 出 量

原 油 換 算 エ ネ ル ギ ー 使 用 量

所 在 地

事 業 所 番 号

第４計画期間

７ 事 業 所 種 別

手順① 算定資料の作成（Ａ,Bテナ事業所）

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課 17

＜事業所概要_算定体制＞

特殊条件

実績年度を記載内容
事業所名、所在地などの基本情報と算定体制、

特殊条件を入力します。

注意点

年度については、報告対象年度（実績年度）を
記載します。

例）令和８年度に令和７年度の実績を報告する。
⇒ 「令和７年度」と記載する。

特殊条件（都市ガス・LPG以外の気体化石燃料、
その他の化石燃料）を使用している場合等に
特殊条件を設定します。

使用がない場合、記載は不要です。

種別を選択



A事業所は、Bテナント事業所、B事業所及びC事業所以外の全事業所のエネルギー使用量等を
 合算して１つの算定資料を作成します。
 Bテナント事業所は、事業所ごとに算定資料を作成します。

手順① 算定資料の作成（Ａ,Bテナ事業所）
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事業所概要_
算定体制

シート

非化石燃料
シート

参考シート

燃料
シート

証書_森林吸
収量シート

電気・熱・
都市ガス

シート

エネルギーと
目標設定ガス

シート

再エネ電気・
熱シート

その他ガス
シート

算定資料
ファイル

A事業所

算定資料
ファイル

Bﾃﾅﾝﾄ



手順① 算定資料の作成（Ａ,Bテナ事業所）
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＜燃料＞

内容
報告対象年度（実績年度）における燃料の

使用量等のデータを入力します。

注意点

当該シートには、燃料の使用量を記入してくだ
さい。都市ガスは「電気・熱_都市ガス」シートに
記入し、非化石燃料は「非化石燃料」シートに
記入してください。

燃料使用量を特定計量器以外で実測する
場合、保守的算定を行ってください。

① 排出量に算定するもの
⇒ 実測値に1.05倍

② 排出量から除外するもの
⇒ 実測値に0.95倍

記入方法の詳細は次ページへ

A,Bテナント等事業所算定資料２ー１ 事業所番号

２ー１　燃料使用量 令和７年度

種類 検定

①　事業所内へ供給される燃料使用量

②　算定対象から除く燃料使用量

計量器

排出活動の種類 種類 把握方法 記入単位
CO２排出量

[t-CO2]

使用量(年度計:乗率反映）

[記入単位]

熱量

[GJ]

単位発熱量

[GJ/固有単位]

使用量(年度計)

[記入単位]

保守的

算定

（乗率）

排出係数

[t-C/GJ]



A,Bテナント等事業所算定資料２ー１ 事業所番号

２ー１　燃料使用量 令和７年度

種類 検定

①　事業所内へ供給される燃料使用量

燃料の使用 灯油 購買伝票等 kL 5,000.0 5,000.0 36.5 182,500.0 0.0187 12,513.4

燃料の使用 軽油 購買伝票等 kL 200.0 200.0 38.0 7,600.0 0.0188 523.9

②　算定対象から除く燃料使用量

事業所外利用の移動体への供給 軽油 購買伝票等 kL 40.0 40.0 38.0 1,520.0 0.0188 104.8

計量器

排出活動の種類 種類 把握方法 記入単位
CO２排出量

[t-CO2]

使用量(年度計:乗率反映）

[記入単位]

熱量

[GJ]

単位発熱量

[GJ/固有単位]

使用量(年度計)

[記入単位]

保守的

算定

（乗率）

排出係数

[t-C/GJ]

A,Bテナント等事業所算定資料２ー１ 事業所番号

２ー１　燃料使用量 令和７年度

種類 検定

①　事業所内へ供給される燃料使用量

燃料の使用 灯油 購買伝票等 kL 5,000.0 5,000.0 36.5 182,500.0 0.0187 12,513.4

燃料の使用 軽油 購買伝票等 kL 200.0 200.0 38.0 7,600.0 0.0188 523.9

②　算定対象から除く燃料使用量

事業所外利用の移動体への供給 軽油 購買伝票等 kL 40.0 40.0 38.0 1,520.0 0.0188 104.8

計量器

排出活動の種類 種類 把握方法 記入単位
CO２排出量

[t-CO2]

使用量(年度計:乗率反映）

[記入単位]

熱量

[GJ]

単位発熱量

[GJ/固有単位]

使用量(年度計)

[記入単位]

保守的

算定

（乗率）

排出係数

[t-C/GJ]
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燃料種類を選択

事業所外供給について
事業所外への供給を行っている場合等、算定から除くものがある場合、「②算定対象から除く燃料使用量」に記入します。
（例：事業所内の給油所からナンバープレートのある自動車に給油した場合）

なお、燃料を元に熱・電気を発生させ、他事業所へ供給する場合は、電気・熱_都市ガスシートの「⑫ 算定対象から除く電気・
熱・都市ガスの使用量」欄に記入します。

計量器の種類を選択
把握方法で計量器を選択した

場合、種類、検定の有無を入力。

使用量
使用量については、原則として、購買伝票等により把握し、

算定対象年度の４月～３月分の購買伝票等の合計値を使用量としてください。

把握方法を選択

保守的算定
把握方法で計量器の実測値を選択し、
検定「無」を選択した場合、乗率を選択



A事業所は、Bテナント事業所、B事業所及びC事業所以外の全事業所のエネルギー使用量等を
 合算して１つの算定資料を作成します。
 Bテナント事業所は、事業所ごとに算定資料を作成します。

手順① 算定資料の作成（Ａ,Bテナ事業所）

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課 21

事業所概要_
算定体制

シート

非化石燃料
シート

参考シート

燃料
シート

証書_森林吸
収量シート

電気・熱・
都市ガス

シート

エネルギーと
目標設定ガス

シート

再エネ電気・
熱シート

その他ガス
シート

算定資料
ファイル

A事業所

算定資料
ファイル

Bﾃﾅﾝﾄ
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＜電気・熱_都市ガス＞

内容
報告対象年度（実績年度）における電気・熱、

都市ガスの使用量等のデータを入力します。

注意点

当該シートには、事業所の範囲における電気・
熱、都市ガスの使用量を記入してください。

再生可能エネルギーの使用量は「再エネ電気
・熱」シートに記入し、非化石燃料は「非化石燃
料」シートに記入してください。

電気・熱、都市ガス使用量を特定計量器以外
で実測する場合、保守的算定を行ってください。

① 排出量に算定するもの
⇒ 実測値に1.05倍

② 排出量から除外するもの
⇒ 実測値に0.95倍

A事業所に限り、 異なる供給会社やメニューの
供給を受けた複数の事業所の電気、熱、都市ガ
スをそれぞれの使用量にまとめることが可能。

記入方法の詳細は次ページへ

A,Bテナント等事業所算定資料２ー２

2－２　再生可能エネルギー以外の電気・熱の使用量及び都市ガスの使用量

電気・熱

供給会社等

選択または入力可能

メニュー

有無

メニュー別

契約名称
メータ種

単位発熱量

[MJ/Nm3]

単位発熱量

[MJ/m
3

(SATP)]

一次エネルギー

換算係数

[GJ/固有単位]

設定根拠 種類 検定

①　事業所内へ供給される電気・熱・都市ガスの使用量

②　算定対象から除く電気・熱・都市ガスの使用量

排出活動の種類 種類

計量器

把握方法

契約情報 都市ガス 排出係数

排出係数

[t-CO2/固有単位]

単位
使用量（年度計:乗率反映）

[記入単位]

使用量（年度計）

[記入単位]

保守的

算定

（乗率）

事業所番号

令和７年度

熱量

[GJ]

CO２排出量

[t-CO2]
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 排出活動の種類を選択

 「排出活動の種類」を選択することで、詳細な「種類」を選択
することができるようになります。

電気の使用_一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電

・ 電気事業者からの買電
・ 自己託送_非燃料由来の非化石電気以外

⇒ 第４計画期間からは昼夜の区別はなし

電気の使用_一般送配電事業者の電線路以外

・ 「オンサイト型PPA、自家発電、非燃料由来の非化石電気」 以外
からの買電

熱の使用

・ 産業用蒸気
・ 産業用以外の蒸気
・ 温水
・ 冷水

都市ガスの使用

・ 都市ガス

第３計画期間から変更なし

第４計画期間から「燃料の使用」と
分けて報告するように変更

A,Bテナント等事業所算定資料２ー２

2－２　再生可能エネルギー以外の電気・熱の使用量及び都市ガスの使用量

供給会社等

選択または入力可能

メニュー

有無

メニュー別

契約名称

①　事業所内へ供給される電気・熱・都市ガスの使用量

電気の使用_一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電 電気_電気事業者からの買電 A0269:東京電力エナジーパートナー(株)

電気の使用_一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電 電気_自己託送_非燃料由来の非化石電気以外 A0269:東京電力エナジーパートナー(株)

電気の使用_一般送配電事業者の電線路以外 電気_「オンサイト型PPA、自家発電、非燃料由来の非化石電気」以外からの買電 A0269:東京電力エナジーパートナー(株)

熱の使用 熱_産業用蒸気

熱の使用 熱_産業用以外の蒸気

熱の使用 熱_温水

熱の使用 熱_冷水

都市ガスの使用 都市ガス

排出活動の種類 種類

契約情報
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B,C事業所算定資料５ー２

電気・熱 使用量

供給会社等

選択または入力可能

メニュー

有無

メニュー別

契約名称
メータ種

単位発熱量

[MJ/Nm3]

単位発熱量

[MJ/m3

(SATP)]

一次エネルギー

換算係数

[GJ/固有単位]

設定根拠 種類 検定 4月分 5月分 6月分 7月分 8月分 9月分 10月分 11月分 12月分 1月分 2月分 3月分

保守的

算定

（乗率）

①　事業所内へ供給される電気・熱・都市ガスの使用量

1-1-① 電気の使用_一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電 電気_電気事業者からの買電 A0269:東京電力エナジーパートナー(株) 有 メニューM 8.64 国公表値 0.452 t-CO2/千kWh 購買伝票等 千kWh 756.0 654.6 799.8 - - - - - - - - - 2,210.4 19,097.9 999.1

1-1-② 電気の使用_一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電 電気_電気事業者からの買電 A0064:東京ガス(株) 有 メニューF 8.64 国公表値 0.368 t-CO2/千kWh 購買伝票等 千kWh - - - 864.0 900.2 862.8 811.4 7,778.3 717.0 712.1 690.8 764.6 14,101.2 121,834.4 5,189.2

1-3 電気の使用_一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電 電気_電気事業者からの買電 A0269:東京電力エナジーパートナー(株) 有 メニューM 8.64 国公表値 0.452 t-CO2/千kWh 購買伝票等 kWh 1,254.0 998.0 1,547.0 1,887.0 1,925.0 1,749.0 1,560.0 1,198.0 1,224.0 1,201.0 1,185.0 1,238.0 16,966.0 146.6 7.7

2-1 都市ガスの使用 都市ガス A0020:東京ガス(株)_13A 有 残差 中間圧以上用 45.00 40.00 国公表値 2.05 t-CO2/千m3(SATP) 購買伝票等 千m3 140.1 130.5 152.6 186.8 220.4 208.5 165.9 152.5 160.1 162.9 145.5 137.0 1,962.8 83,110.0 4,259.4

2-2 都市ガスの使用 都市ガス A0020:東京ガス(株)_13A 有 残差 低圧用 45.00 40.00 国公表値 2.05 t-CO2/千m3(SATP) 購買伝票等 m3 5,801.0 5,182.0 5,724.0 6,431.0 7,212.0 6,788.0 6,235.0 5,707.0 6,096.0 5,847.0 5,841.0 5,884.0 72,748.0 3,111.0 159.4

事業所番号

CO２排出量

[t-CO2]

５－２　再生可能エネルギー以外の電気・熱の使用量及び都市ガスの使用量 令和７年度

都市ガス 排出係数

排出係数

[t-CO2/固有単位]

監視点番号 排出活動の種類 種類

計量器

把握方法

契約情報

単位

使用量

（年度計）

[記入単位]

熱量

[GJ]

契約情報（供給会社、メニュー有無、メニュー別契約名称）
供給会社等

契約している供給会社等を選択して下さい。選択肢にない場合は直接入力して下さい。

メニュー有無

国が公表する事業者別の排出係数一覧において、該当するメニューがある場合
（残差のメニューを含む）は「有」を、ない場合は「無」を選択。
どのメニューに該当するかは、供給業者に確認してください。

メニュー別契約名称

契約しているメニューがある場合、選択する。選択肢にない場合は空欄として下さい。

都市ガス
メーター種

「中間圧以上用」、「低圧用」のいずれかを選択してください。 

単位発熱量 [MJ/Nm3]

自動入力されます。

単位発熱量 [MJ/m3(SATP)]

都市ガスを選択した場合、自動で「40.00」の数値が記入されます。
標準環境状態（25℃、1bar）における単位発熱量の数値が把握
できる場合は、「40.00」をその数値で上書きしてください。
把握できない場合は「40.00」のままにしてください。

一次エネルギー換算係数
選択した「電気・熱、都市ガス」の
種類によって自動入力されます。

※ A事業所で複数の事業所を
  まとめる場合は スライド28 

を参照してください。 
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 排出係数について

 「設定根拠」を選択することで、「供給会社等」と「メニュー別契約名称」に応じた
排出係数が自動で入力されます。

国公表値

メニュー有無で「有」を選択した場合は「国公表値」を選択してください。
選択した 「供給会社等」と「メニュー別契約名称」に応じて、国が公表する事業者別排出係数
の一覧を基に排出係数が自動で入力されます。

国代替値

メニュー有無で「無」を選択し、国が公表する事業者別排出係数一覧にない小売電気事業者
（小売事業者）から供給を受けている場合等、対象年度の事業者等ごとの排出係数が把握
できない場合は、国が公表する代替値を選択します。排出係数が自動で入力されます。

自己作成値

上記２つ以外の場合で、小売電気事業者（小売事業者）以外の者から供給を受けた電気・熱
については排出係数を作成して使用することができます。

設定根拠

国公表値 0.452 t-CO2/千kWh

国代替値 0.416 t-CO2/千kWh

自己作成値 要記入 t-CO2/千kWh

自己作成値 0.352 t-CO2/千kWh

排出係数

排出係数

[t-CO2/固有単位]

※ 国が公表する排出係数は毎年度更新されるため、必ず報告する年度に対応した算定資料を使用してください。
※ 審査終了後に翌年度提出用の排出係数に更新したファイルを返却しますので、それを使用してください。
※ ただし、排出係数の公表時期の都合により、電気の排出係数については暫定値、熱・都市ガスについては
※ 前年度提出用の排出係数が組み込まれています。
※ 県の審査時に、提出された算定資料中の電気・熱・都市ガスの排出係数を更新します。

（電気は確定値に、熱・都市ガスは提出年度の排出係数に更新）
※ その場合、再計算により使用量、排出量等が提出時から変化する場合があります。

自動入力されるセルを上書きした場合、
セルの背景色が橙色になり、自動入力が
できなくなります。
元に戻す場合は県にご連絡ください。



設定根拠 種類 検定

国公表値 0.452 t-CO2/千kWh 購買伝票等 千kWh 1,876,201.0 1,876,201.0 16,210,376.6 848,042.9

国代替値 2.05 t-CO2/千m3(SATP) 購買伝票等 Nm3 142,301.0 142,301.0 6,295.3 322.6

計量器

把握方法

排出係数

排出係数

[t-CO2/固有単位]

単位
使用量（年度計:乗率反映）

[記入単位]

使用量（年度計）

[記入単位]

保守的

算定

（乗率）

事業所番号

令和７年度

熱量

[GJ]

CO２排出量

[t-CO2]
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計量器の種類を入力
把握方法で計量器を選択した

場合、種類、検定の有無を入力。

把握方法を入力

使用量について

① 購買伝票等に書かれた使用量をそのまま記入してください。
（四捨五入や端数処理等は行わず、小数点以下全ての値を正確に記入してください。） 
第４計画期間からは、保守的な算定をする場合、乗率の選択によって行います。使用量の欄には実測値を記入し てください。

保守的算定
把握方法で計量器の実測値を選択し、
検定「無」を選択した場合、乗率を選択



A,Bテナント等事業所算定資料２ー２

2－２　再生可能エネルギー以外の電気・熱の使用量及び都市ガスの使用量

電気・熱

供給会社等

選択または入力可能

メニュー

有無

メニュー別

契約名称
メータ種

単位発熱量

[MJ/Nm3]

単位発熱量

[MJ/m3

(SATP)]

一次エネルギー

換算係数

[GJ/固有単位]

設定根拠 種類 検定

②　算定対象から除く電気・熱・都市ガスの使用量

住宅用途への供給 電気_電気事業者からの買電 A0269:東京電力エナジーパートナー(株) 有 メニューM 8.64 国公表値 0.452 t-CO2/千kWh 計量器の実測値 積算電力計 無 千kWh 8,489.0 0.95 8,064.6 69,677.7 3,645.2

排出活動の種類 種類

計量器

把握方法

契約情報 都市ガス 排出係数

排出係数

[t-CO2/固有単位]

単位
使用量（年度計:乗率反映）

[記入単位]

使用量（年度計）

[記入単位]

保守的

算定

（乗率）

事業所番号

令和７年度

熱量

[GJ]

CO２排出量

[t-CO2]

A,Bテナント等事業所算定資料２ー２

2－２　再生可能エネルギー以外の電気・熱の使用量及び都市ガスの使用量

電気・熱

供給会社等

選択または入力可能

メニュー

有無

メニュー別

契約名称
メータ種

単位発熱量

[MJ/Nm3]

単位発熱量

[MJ/m3

(SATP)]

一次エネルギー

換算係数

[GJ/固有単位]

設定根拠 種類 検定

②　算定対象から除く電気・熱・都市ガスの使用量

住宅用途への供給 電気_電気事業者からの買電 A0269:東京電力エナジーパートナー(株) 有 メニューM 8.64 国公表値 0.452 t-CO2/千kWh 計量器の実測値 積算電力計 無 千kWh 8,489.0 0.95 8,064.6 69,677.7 3,645.2

排出活動の種類 種類

計量器

把握方法

契約情報 都市ガス 排出係数

排出係数

[t-CO2/固有単位]

単位
使用量（年度計:乗率反映）

[記入単位]

使用量（年度計）

[記入単位]

保守的

算定

（乗率）

事業所番号

令和７年度

熱量

[GJ]

CO２排出量

[t-CO2]
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算定対象から除く電気・熱・都市ガスの使用量について
事業所外への供給を行っている場合等、算定から除くものがある場合、「②算定対象から除く電気・熱・都市ガスの使用量」に記入します。
（例：社宅などの住宅用途の建屋への供給、事業所内の充電器からナンバープレートのある電気自動車に充電した場合）

なお、「他事業所への熱や電気の供給」は、自らの事業所で発電や熱製造を行い、それを他事業所へ供給している場合に選択します。
（排出係数欄に自己作成値を設定する必要があります）
熱供給事業者及び電気供給事業者など、本来業務として供給している場合の外部供給は、 この項目に該当しません。
算定対象活動として排出量を算定してください。
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契約情報（供給会社等、ﾒﾆｭｰ有無、ﾒﾆｭｰ別契約名称） 

・ 供給会社等（選択または入力可能）

代表的な 1 社を選択。選択肢にない場合は直接入力してください。

・ メニュー有無

原則、「無」を選択してください。

・ メニュー別契約名称

原則、空白としてください。

都市ガス（メーター種、単位発熱量（SATP））

・ メーター種

原則、「低圧用」を選択してください。

・ 単位発熱量[MJ/m3 (SATP)]

原則、自動で記入される「40.00」のままとしてください

 把握方法
原則、「購買伝票等」を選択してください。

 単位
購買伝票等に書かれたものを選択してください。
事業所間で書かれた単位が異なる場合は、使用量が一番多い事業所の単位を選択。

 使用量
事業所の使用量を合算して記入してください。
購買伝票等で書かれた単位が異なる場合は、選択した単位に変換して合算。

A事業所算定資料における複数の事業所のまとめ方

複数の事業所において、異なる供給会社、メニューの供給を受けている場合、まとめて報告することができます。
 また、一部の事業所で排出係数の小さいメニューの供給を受けている場合などは、そのメニュー分だけをまとめることもできます。
 一部の契約が排出係数がゼロのメニューの場合はできる限り、別の行で報告してください。

 排出係数（設定根拠、排出係数）
・ 設定根拠

 電 気 ： 原則 、「国公表値」を選択してください。 

 熱・都市ガス ： 原則 、「国代替値」を選択してください。

・ 排出係数[t-CO2/固有単位]

 電  気 ： 国が公表する事業者の別排出係数一覧に記載された、提出年度の
 全国平均係数を記入。 

 熱・都市ガス： 自動で記入される値のままとしてください。



A事業所は、Bテナント事業所、B事業所及びC事業所以外の全事業所のエネルギー使用量等を
 合算して１つの算定資料を作成します。
 Bテナント事業所は、事業所ごとに算定資料を作成します。
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事業所概要_
算定体制

シート

非化石燃料
シート

参考シート

燃料
シート

証書_森林吸
収量シート

電気・熱・
都市ガス

シート

エネルギーと
目標設定ガス

シート

再エネ電気・
熱シート

その他ガス
シート

算定資料
ファイル

A事業所

算定資料
ファイル

Bﾃﾅﾝﾄ
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＜再エネ電気・熱＞

内容
報告対象年度（実績年度）における再生可能

エネルギー由来の電気・熱の使用量等のデータ
を入力します。

注意点

当該シートには、事業所の範囲における
再生可能エネルギー由来の電気・熱の使用量
を記入してください。

電気や温水、冷水及び蒸気を発生させずに
バイオマスを使用した場合は、「非化石燃料」
シートに記入してください。

再生可能エネルギー由来の電気・熱の使用量
を特定計量器以外で実測する場合、保守的算
定を行ってください。
（電気・熱・都市ガス使用量の考え方と同様）

記入方法の詳細は次ページへ

A,Bテナント等事業所算定資料２ー３ 事業所番号

2－3　再生可能エネルギー由来の電気・熱の使用量

再エネの種類 (バイオマス燃料種）
(バイオマス燃料の持

続可能性の有無）
設定根拠

排出係数

t-CO2/固有単位
種類 検定

①　事業所等で再生可能エネルギー等により発電した電気及び発生させた熱の自家消費

②　事業所外から供給される再生可能エネルギー等により発電した電気及び発生させた熱

③　算定対象から除く再生可能エネルギー由来の電気・熱

CO２排出量

[t-CO2]

熱量

[GJ]

令和７年度

排出活動の種類

一次エネルギー

換算係数

[GJ/固有単位]

排出係数 計量器

種類 把握方法
環境価値

の有無

再エネの種類

単位

保守的

算定

（乗率）

使用量

（年度計）

[記入単位]

使用量

（年度計:乗率反映）

[記入単位]



A,Bテナント等事業所算定資料２ー３

2－3　再生可能エネルギー由来の電気・熱の使用量

再エネの種類 (バイオマス燃料種）
(バイオマス燃料の持

続可能性の有無）

①　事業所等で再生可能エネルギー等により発電した電気及び発生させた熱の自家消費

②　事業所外から供給される再生可能エネルギー等により発電した電気及び発生させた熱

③　算定対象から除く再生可能エネルギー由来の電気・熱

排出活動の種類 種類

再エネの種類

手順① 算定資料の作成（Ａ,Bテナ事業所）
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再エネ由来の電気・熱使用量の記載方法

 再エネ由来の電気・熱の供給方法等によって、記載する項目が
異なります。

① 事業所等で再生可能エネルギー等により発電した電気及び発生させた
熱の自家消費

事業所内で再生可能エネルギー等により発生させた電気・熱について
記入します。

例１ ： オンサイト型PPAによる電力供給をしている場合
例２ ： 自家発電により電力供給をしている場合

② 事業所外から供給される再生可能エネルギー等により発電した電気
及び発生させた熱

事業所外から再生可能エネルギー等により発生させた電気・熱を受け
入れた場合に記入します。

例 ： オフサイト型PPAによる電力供給を受けている場合

③ 算定対象から除く再生可能エネルギー由来の電気・熱

事業所外供給を行っている場合等、算定から除くものがある場合に記入
します。

例 ： 事業所内の充電器からﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄのある電気自動車に充電した場合

①

②

③
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排出活動の種類を選択

 「排出活動の種類」を選択することで、詳細な「種類」を選択することができます。

① 事業所等で再生可能エネルギー等により発電した電気及び発生させた熱の自家消費

電気の使用_一般送配電事業者の電線路以外

・ オンサイト型PPA
・ 自家発電（太陽光・風力・ 地熱・水力）
・ 非燃料由来の非化石電気

熱の使用

・ 産業用蒸気
・ 産業用以外の蒸気
・ 温水
・ 冷水

② 事業所外から供給される再生可能エネルギー等により発電した電気及び発生させた熱

電気の使用_一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電

・ オフサイト型PPA
・ 自己託送_非燃料由来の非化石電気
・ 自己託送_非燃料由来の非化石電気以外
・ 仮想電力購入契約

熱の使用

①と同様

A,Bテナント等事業所算定資料２ー３

2－3　再生可能エネルギー由来の電気・熱の使用量

①　事業所等で再生可能エネルギー等により発電した電気及び発生させた熱の自家消費

電気の使用_一般送配電事業者の電線路以外 電気_オンサイト型PPA

電気の使用_一般送配電事業者の電線路以外 電気_自家発電

電気の使用_一般送配電事業者の電線路以外 電気_非燃料由来の非化石電気

熱の使用 熱_産業用蒸気

熱の使用 熱_産業用以外の蒸気

熱の使用 熱_温水

熱の使用 熱_冷水

②　事業所外から供給される再生可能エネルギー等により発電した電気及び発生させた熱

電気の使用_一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電 電気_オフサイト型PPA

電気の使用_一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電 電気_自己託送_非燃料由来の非化石電気

電気の使用_一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電 電気_自己託送_非燃料由来の非化石電気以外

電気の使用_一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電 電気_仮想電力購入契約

熱の使用 熱_産業用蒸気

熱の使用 熱_産業用以外の蒸気

熱の使用 熱_温水

熱の使用 熱_冷水

排出活動の種類 種類
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B,C事業所算定資料５ー３

再エネの種類 (バイオマス燃料種）
(バイオマス燃料の持

続可能性の有無）
設定根拠

排出係数

t-CO2/固有単位

①　事業所等で再生可能エネルギー等により発電した電気及び発生させた熱の自家消費

4 電気の使用_一般送配電事業者の電線路以外 電気_オンサイト型PPA 太陽光 有 3.6 目標設定ガスの算定対象外 0

電気の使用_一般送配電事業者の電線路以外 電気_自家発電 太陽光 無 3.6 国代替値 0.416

電気の使用_一般送配電事業者の電線路以外 電気_非燃料由来の非化石電気 バイオマス バイオエタノール 有 有 3.6 目標設定ガスの算定対象外 0

熱の使用 熱_産業用蒸気 バイオマス バイオエタノール 無 無 1.17 国代替値 0.0532

環境価値

の有無

再エネの種類

種類

５－3　再生可能エネルギー由来の電気・熱の使用量

監視点番号 排出活動の種類

一次エネルギー

換算係数

[GJ/固有単位]

排出係数

再エネの種類

再エネの種類

電気・熱の由来となる再生可能エネルギーを選択してください。

バイオマス燃料種

「再エネの種類」で「バイオマス」を選択した場合は、その燃料種を選択してください。

バイオマス燃料の持続可能性の有無

「再エネの種類」で「バイオマス」を選択した場合は、バイオマス燃料の持続可能性の有
無を選択してください。

持続可能性の有無は資源エネルギー庁が公表する「事業計画策定ガイドライン（バイオ
マス発電）」に準じて判断してください。

環境価値の有無
環境価値を保有している（移転していない）場合は「有」を選択し、

保有していない（移転している）場合は「無」を選択してください。
なお、バイオマス燃料の持続可能性が「無」の場合は、環境価値は

「無」となります。

排出係数（設定根拠、排出係数）
設定根拠

「環境価値の有無」で「有」を選択した場合は、「目標設定ガスの算定
対象外」を選択。「無」 を選択した場合、「国代替値」を選択。

排出係数
自動入力されます。



事業所番号

種類 検定

購買伝票等 千kWh 8,489.0 8,489.0 30,560.4 0.0

CO２排出量

[t-CO2]

熱量

[GJ]

令和７年度

計量器

把握方法 単位

保守的

算定

（乗率）

使用量

（年度計）

[記入単位]

使用量

（年度計:乗率反映）

[記入単位]
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計量器の種類を入力
把握方法で計量器を選択した

場合、種類、検定の有無を入力。

把握方法を入力

使用量について

① 購買伝票等に書かれた使用量をそのまま記入してください。
（四捨五入や端数処理等は行わず、小数点以下全ての値を正確に記入してください。） 
第４計画期間からは、保守的な算定をする場合、乗率の選択によって行います。使用量の欄には実測値を記入し てください。

保守的算定
環境価値「無」を選択、かつ把握方法で
計量器の実測値を選択し、検定「無」を

選択した場合、乗率を選択



A事業所は、Bテナント事業所、B事業所及びC事業所以外の全事業所のエネルギー使用量等を
 合算して１つの算定資料を作成します。
 Bテナント事業所は、事業所ごとに算定資料を作成します。
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事業所概要_
算定体制

シート

非化石燃料
シート

参考シート

燃料
シート

証書_森林吸
収量シート

電気・熱・
都市ガス

シート

エネルギーと
目標設定ガス

シート

再エネ電気・
熱シート

その他ガス
シート

算定資料
ファイル

A事業所

算定資料
ファイル

Bﾃﾅﾝﾄ



A,Bテナント等事業所算定資料２ー４

２－４　非化石燃料使用量

kg 18.00 GJ/t 1.07 t-CO2/t

kg 26.90 GJ/t 1.64 t-CO2/t

kg 33.20 GJ/t 1.64 t-CO2/t

kg 29.30 GJ/t 2.76 t-CO2/t

kg 29.30 GJ/t 2.57 t-CO2/t

L 40.20 GJ/kL 2.64 t-CO2/kL

L 38.00 GJ/kL 2.62 t-CO2/kL

m3 21.20 GJ/千m3

kg 17.10 GJ/t

kg GJ/kg t-CO2/kg

kg GJ/kg t-CO2/kg

kg 13.60 GJ/t

kg 13.20 GJ/t

kg 17.10 GJ/t

L 23.40 GJ/kL

L 35.60 GJ/kL

m3 21.20 GJ/千m3

kg 13.20 GJ/t

L GJ/L

kg GJ/kg

kg 142.00 GJ/t

kg 22.50 GJ/t

kg GJ/kg

kg GJ/kg

使用量

(年度計）
単位発熱量

温室効果ガス

排出係数

非

化

石

燃

料

使

用

量

ご み 固 形 燃 料 （ RDF ）

ご み 固 形 燃 料 （ RPF ）

廃 タ イ ヤ

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 （ 一 般 廃 棄 物 ）

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 （ 産 業 廃 棄 物 ）

廃油（植物性のもの及び動物性のものを除

く。）、廃油（植物性のもの及び動物性のも

のを除く。）から製造された燃料炭化水素油

廃プラスチック類から製造された燃料炭化水

素 油

廃 棄 物 ガ ス

廃 棄 物 原 燃 料

（燃料とし て使

用する廃棄 物及

び廃棄物由 来の

燃 料 ）

上記以外の 非化

石 燃 料

バイオマス燃料

そ の 他 バ イ オ マ ス

混 合 廃 材

黒 液

非化石燃料の種類 区  分 単  位

令和７年度

事業所番号

日本産業規格Ａ列４番

ア ン モ ニ ア

水 素

木 材

木 質 廃 材

バ イ オ エ タ ノ ー ル

バ イ オ デ ィ ー ゼ ル

バ イ オ ガ ス
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＜非化石燃料＞

内容
報告対象年度（実績年度）における非化石燃料

の年間における使用量等のデータを入力します。

注意点

当該シートには、事業所の範囲における
非化石燃料の使用量を記入してください。

バイオマス燃料を電気や温水、冷水及び蒸気
に変換して使用した場合は、「再エネ電気・熱
シー ト」に記入してください。 

使用量については、原則として、購買伝票等
により把握し、算定対象年度の４月～３月分の
購買伝票等の合計値を使用量としてください。

区分の欄に該当する非化石燃料がない場合、
その燃料名を記入してください。

燃料名を記入した場合は、その単位発熱量、
温室効果ガス排出係数を記入してください。



A事業所は、Bテナント事業所、B事業所及びC事業所以外の全事業所のエネルギー使用量等を
 合算して１つの算定資料を作成します。
 Bテナント事業所は、事業所ごとに算定資料を作成します。
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事業所概要_
算定体制

シート

非化石燃料
シート

参考シート

燃料
シート

証書_森林吸
収量シート

電気・熱・
都市ガス

シート

エネルギーと
目標設定ガス

シート

再エネ電気・
熱シート

その他ガス
シート

算定資料
ファイル

A事業所

算定資料
ファイル

Bﾃﾅﾝﾄ



A,Bテナント等事業所算定資料２ー５ 事業所番号

２－５　再生可能エネルギー等由来の証書等の利用 令和７年度

証書等の種類 単位 使用量
排出係数

t-CO2/固有単位

証書等による削減量

t-CO2

日本産業規格Ａ列４番

手順① 算定資料の作成（Ａ,Bテナ事業所）
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＜証書_森林吸収量＞

内容
証書等を利用している場合に証書等の利用量

等を入力します。

注意点

自身で証書等を調達し、年度排出量の算定に
使用する場合のみ、記載が必要になります。

証書が既に充てられている電力メニュー等を
使用する場合、当該シートの記載は不要です。 

県制度で利用可能な証書等は種類が決まって
います。使用可能な証書等であるかは、算定ガ
イドラインを参照の上、判断してください。

県制度に利用できる証書は、環境価値を使用
する事業所等が明確なものに限ります。

使用する事業所等が明確になっていない証書
の場合、利用できません。

記入方法の詳細は次ページへ



A,Bテナント等事業所算定資料２ー５ 事業所番号

２－５　再生可能エネルギー等由来の証書等の利用 令和７年度

手順① 算定資料の作成（Ａ,Bテナ事業所）
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証書等の利用について

B,C事業所算定資料５ー５ 事業所番号

５－５　再生可能エネルギー等由来の証書等の利用 令和７年度

証書等の種類 単位 使用量
排出係数

t-CO2/固有単位

証書等による削減量

t-CO2

グリーン電力証書 千kWh 1,000 0.423 423

FIT非化石証書 千kWh 500 0.423 212

非FIT非化石証書_再生可能エネルギー指定 千kWh 800 0.423 338

森林吸収量_埼玉県森林CO2吸収量認証制度 削減量を入力

森林吸収量_Jクレジット制度 600

グリーン熱証書 GJ 1,000 0.0532 53

証書等の種類

利用する証書等の種類を選択します。
電気・熱_都市ガスシートで電気又は熱についての使用が記載されて
いない場合、該当する排出活動に関連する証書は選択できません。 

単位

証書に記載された発電量等の単位を選択します。 
「証書等の種類」で「森林吸収量_埼玉県森林CO2吸収量認証制度」、
「森林吸収量_Jクレジット制度」を選択した場合は選択できません。

使用量

証書に記載された発電量等の内、当該事業所で使用する量を記入します。
「森林吸収量_埼玉県森林CO2吸収量認証制度」、「森林吸収量_Jクレジット制度」を
選択した場合は選択できません。

証書等による削減量

 「証書等の種類」で証書を選択し、「単位」、「使用量」を記入した場合は、自動で表示
されるため、入力不要です。

「証書等の種類」で「森林吸収量_埼玉県森林CO2吸収量認証制度」、「森林吸収量_J
クレジット制度」を選択した場合は、当該事業所で使用する削減量を記入します

自動入力されるセルを上書きし
た場合、セルの背景色が橙色に
なり、自動入力ができなくなります。

元に戻す場合は県にご連絡くだ
さい。



A事業所は、Bテナント事業所、B事業所及びC事業所以外の全事業所のエネルギー使用量等を
 合算して１つの算定資料を作成します。
 Bテナント事業所は、事業所ごとに算定資料を作成します。

手順① 算定資料の作成（Ａ,Bテナ事業所）
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事業所概要_
算定体制

シート

非化石燃料
シート

参考シート

燃料
シート

証書_森林吸
収量シート

電気・熱・
都市ガス

シート

エネルギーと
目標設定ガス

シート

再エネ電気・
熱シート

その他ガス
シート

算定資料
ファイル

A事業所

算定資料
ファイル

Bﾃﾅﾝﾄ



A,Bテナント等事業所算定資料３ 事業所番号

令和７年度

熱　量

原油換算

エネルギー

使用量

規模判定

エネルギー

使用量

二酸化炭素

排　出　量

GJ kL kL t-CO2

kL

kL

kL

kL

5,000 kL 182,500 4,709 4,709 12,513

160 kL 6,080 157 157 419

kL

kL

t

t

t

千ｍ3 (SATP)

t

千ｍ3 (SATP)

t

t

t

t

t

t

t

t

千ｍ3 (SATP)

千ｍ3 (SATP)

千ｍ3 (SATP)

千ｍ3 (SATP)

kL

157 千ｍ3 (SATP) 6,295 162 162 323

194,875 5,028 5,028 13,255

GJ

GJ

GJ

GJ

自 家 消 費 量 GJ

事 業 所 外 か ら の 供 給 量 GJ

自 家 消 費 量 GJ

事 業 所 外 か ら の 供 給 量 GJ

GJ

再エネ

以外
1,868,136 千kWh 16,140,699 416,430 416,430 844,398

自 家 消 費 量 8,489 千kWh 30,560 788 0

事 業 所 外 か ら の 供 給 量 千kWh

自 家 消 費 量 千kWh

事 業 所 外 か ら の 供 給 量 千kWh

千kWh

千kWh

16,171,259 417,218 416,430 844,398

日本産業規格Ａ列４番

６．燃料等使用量及び目標設定ガス排出量（自動計算）続き

熱　量

原油換算

エネルギー

使用量

規模判定

エネルギー

使用量

二酸化炭素

排　出　量

GJ kL kL t-CO2

GJ

千kWh

16,366,135 422,246 421,458 857,653

熱　量

原油換算

エネルギー

使用量

GJ kL

ｔ

ｔ

ｔ

ｔ

ｔ

kL

kL

千m3

t

kg

kg

t

t

t

kL

kL

千m3

t

L

kg

t

t

kg

kg

422,246 kL

421,458 kL

857,653 t-CO2

80,255 t-CO2

日本産業規格Ａ列４番

種類

使　用　量

（端数処理後）

Ｂ ・ Ｃ 重 油

石 油 ア ス フ ァ ル ト

目

標

設

定

ガ

ス

燃

料

原 油 （ コ ン デ ン セ ー ト を 除 く ）

原 油 の う ち コ ン デ ン セ ー ト （ Ｎ Ｇ Ｌ ）

揮 発 油 （ ガ ソ リ ン ）

ナ フ サ

灯 油

軽 油

Ａ 重 油

一

般

炭

輸 入 一 般 炭

国 産 一 般 炭

輸 入 無 煙 炭

石 炭 コ ー ク ス

電

気

一般送配電事業者の電線路および自営線を介して供給された電気

持 続 可 能 性 を 確 認 で き な い

バ イ オ マ ス 燃 料 に よ る も の

熱

再

エ

ネ

以

外

石 油 コ ー ク ス

石 油 ガ ス

３燃料等使用量及び目標設定ガス排出量

小 計

コ ー ル タ ー ル

ジ ェ ッ ト 燃 料 油

都 市 ガ ス

液 化 石 油 ガ ス （ Ｌ Ｐ Ｇ ）

石 油 系 炭 化 水 素 ガ ス

可 燃 性 天 然 ガ ス

液 化 天 然 ガ ス （ Ｌ Ｎ Ｇ ）

そ の 他 可 燃 性 天 然 ガ ス

原

料

炭

輸 入 原 料 炭

コ ー ク ス 炉 用 原 料 炭

吹 込 用 原 料 炭

温 水

環 境 価 値 を 有 す る 電 気

環 境 価 値 を 移 転 し た 電 気

小 計

その他燃料

その他燃料①

その他燃料②

コ ー ク ス 炉 ガ ス

高 炉 ガ ス （ 発 電 用 以 外 ）

発 電 用 高 炉 ガ ス

転 炉 ガ ス

小 計

産 業 用 蒸 気

産 業 用 以 外 の 蒸 気

冷 水

再

エ

ネ

環 境 価 値 を

有 す る 熱

環 境 価 値 を 移 転 し た 熱

非化石燃料の種類 区  分

使　用　量

（端数処理後）

グ リ ー ン 電 力 証 書

グ リ ー ン 熱 証 書

FIT 非 化 石 証 書

非 FIT 非 化 石 証 書 （ 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 指 定 ）

目

標

設

定

ガ

ス

合 計

埼 玉 県 森 林 CO2 吸 収 量 認 証 制 度

に お い て 認 証 さ れ た CO2 吸 収 量

小 計

自 ら 生 成 し た 熱 の 供 給

自 ら 生 成 し た 電 力 の 供 給

J- ク レ ジ ッ ト 制 度 に お い て 認 証 ・ 発 行 さ れ た

ク レ ジ ッ ト （ ① 森 林 経 営 活 動 、

② 植 林 活 動 、 ③ 再 造 林 活 動 ）

非

化

石

燃

料

使

用

量

ご み 固 形 燃 料 （ RDF ）

ご み 固 形 燃 料 （ RPF ）

廃 タ イ ヤ

バ イ オ エ タ ノ ー ル デ ィ ー ゼ ル

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 か ら 製 造 さ れ た

燃 料 炭 化 水 素 油

廃 棄 物 ガ ス

混 合 廃 材

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 （ 一 般 廃 棄 物 ）

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 （ 産 業 廃 棄 物 ）

廃油（植物性のもの及び動物性のものを除く。）、廃油（植物性のもの及び動物

性 の も の を 除 く 。 ） か ら 製 造 さ れ た 燃 料 炭 化 水 素 油

ア ン モ ニ ア

目標設定ガス排出量　合計

排出係数改善及び証書等利用による削減量

合 計

原油換算エネルギー使用量　合計

バ イ オ ガ ス

非 化 石 燃 料 自 由 記 入 2

そ の 他 の 燃 料

水 素

そ の 他 の 非 化 石 燃 料 自 由 記 入 2

バイオマス燃料

黒 液

木 材

木 質 廃 材

バ イ オ エ タ ノ ー ル

規模判定エネルギー使用量　合計

そ の 他 の 非 化 石 燃 料 自 由 記 入 1

そ の 他 バ イ オ マ ス

非 化 石 燃 料 自 由 記 入 1

種類

使　用　量

（端数処理後）

外

部

供

給

持 続 可 能 性 を 確 認 で き な い

バ イ オ マ ス 燃 料 に よ る も の

仮 想 電 力 契 約 に よ り

環 境 価 値 を 取 引 し た も の

廃 棄 物 原 燃 料

（ 燃 料 と し て

使 用 す る

廃 棄 物 及 び

廃 棄 物 由 来 の

燃 料 ）

廃 棄 物 原 燃 料 自 由 記 入 1

廃 棄 物 原 燃 料 自 由 記 入 2

再

エ

ネ

小 計

証

書

等

手順① 算定資料の作成（Ａ,Bテナ事業所）
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＜エネルギーと目標設定ガス＞

内容
年度ごとの燃料等使用量、エネルギー使用量、

CO2排出量を、これまでの算定資料ファイルの
入力結果から自動計算します。

注意点

燃料シート、電気・熱_都市ガスシート、再エネ
電気・熱シート、非化石燃料シートを記入する
ことにより、原油換算エネルギー使用量、規模
判定エネルギー使用量、目標設定ガス排出量、
排出係数改善及び証書等利用による削減量等
が自動計算されます。

本シートに入力や修正はできません。

A,Bテナント等事業所算定資料３ 事業所番号

令和７年度

熱　量

原油換算

エネルギー

使用量

規模判定

エネルギー

使用量

二酸化炭素

排　出　量

GJ kL kL t-CO2

kL

kL

kL

kL

5,000 kL 182,500 4,709 4,709 12,513

160 kL 6,080 157 157 419

kL

kL

t

t

t

千ｍ3 (SATP)

t

千ｍ3 (SATP)

t

t

t

t

t

t

t

t

千ｍ3 (SATP)

千ｍ3 (SATP)

千ｍ3 (SATP)

千ｍ3 (SATP)

kL

157 千ｍ3 (SATP) 6,295 162 162 323

194,875 5,028 5,028 13,255

GJ

GJ

GJ

GJ

自 家 消 費 量 GJ

事 業 所 外 か ら の 供 給 量 GJ

自 家 消 費 量 GJ

事 業 所 外 か ら の 供 給 量 GJ

GJ

再エネ

以外
1,868,136 千kWh 16,140,699 416,430 416,430 844,398

自 家 消 費 量 8,489 千kWh 30,560 788 0

事 業 所 外 か ら の 供 給 量 千kWh

自 家 消 費 量 千kWh

事 業 所 外 か ら の 供 給 量 千kWh

千kWh

千kWh

16,171,259 417,218 416,430 844,398

日本産業規格Ａ列４番

６．燃料等使用量及び目標設定ガス排出量（自動計算）続き

熱　量

原油換算

エネルギー

使用量

規模判定

エネルギー

使用量

二酸化炭素

排　出　量

GJ kL kL t-CO2

GJ

千kWh

16,366,135 422,246 421,458 857,653

熱　量

原油換算

エネルギー

使用量

GJ kL

ｔ

ｔ

ｔ

ｔ

ｔ

kL

kL

千m3

t

kg

kg

t

t

t

kL

kL

千m3

t

L

kg

t

t

kg

kg

422,246 kL

421,458 kL

857,653 t-CO2

80,255 t-CO2

日本産業規格Ａ列４番

種類

使　用　量

（端数処理後）

Ｂ ・ Ｃ 重 油

石 油 ア ス フ ァ ル ト

目

標

設

定

ガ

ス

燃

料

原 油 （ コ ン デ ン セ ー ト を 除 く ）

原 油 の う ち コ ン デ ン セ ー ト （ Ｎ Ｇ Ｌ ）

揮 発 油 （ ガ ソ リ ン ）

ナ フ サ

灯 油

軽 油

Ａ 重 油

一

般

炭

輸 入 一 般 炭

国 産 一 般 炭

輸 入 無 煙 炭

石 炭 コ ー ク ス

電

気

一般送配電事業者の電線路および自営線を介して供給された電気

持 続 可 能 性 を 確 認 で き な い

バ イ オ マ ス 燃 料 に よ る も の

熱

再

エ

ネ

以

外

石 油 コ ー ク ス

石 油 ガ ス

３燃料等使用量及び目標設定ガス排出量

小 計

コ ー ル タ ー ル

ジ ェ ッ ト 燃 料 油

都 市 ガ ス

液 化 石 油 ガ ス （ Ｌ Ｐ Ｇ ）

石 油 系 炭 化 水 素 ガ ス

可 燃 性 天 然 ガ ス

液 化 天 然 ガ ス （ Ｌ Ｎ Ｇ ）

そ の 他 可 燃 性 天 然 ガ ス

原

料

炭

輸 入 原 料 炭

コ ー ク ス 炉 用 原 料 炭

吹 込 用 原 料 炭

温 水

環 境 価 値 を 有 す る 電 気

環 境 価 値 を 移 転 し た 電 気

小 計

その他燃料

その他燃料①

その他燃料②

コ ー ク ス 炉 ガ ス

高 炉 ガ ス （ 発 電 用 以 外 ）

発 電 用 高 炉 ガ ス

転 炉 ガ ス

小 計

産 業 用 蒸 気

産 業 用 以 外 の 蒸 気

冷 水

再

エ

ネ

環 境 価 値 を

有 す る 熱

環 境 価 値 を 移 転 し た 熱

非化石燃料の種類 区  分

使　用　量

（端数処理後）

グ リ ー ン 電 力 証 書

グ リ ー ン 熱 証 書

FIT 非 化 石 証 書

非 FIT 非 化 石 証 書 （ 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 指 定 ）

目

標

設

定

ガ

ス

合 計

埼 玉 県 森 林 CO2 吸 収 量 認 証 制 度

に お い て 認 証 さ れ た CO2 吸 収 量

小 計

自 ら 生 成 し た 熱 の 供 給

自 ら 生 成 し た 電 力 の 供 給

J- ク レ ジ ッ ト 制 度 に お い て 認 証 ・ 発 行 さ れ た

ク レ ジ ッ ト （ ① 森 林 経 営 活 動 、

② 植 林 活 動 、 ③ 再 造 林 活 動 ）

非

化

石

燃

料

使

用

量

ご み 固 形 燃 料 （ RDF ）

ご み 固 形 燃 料 （ RPF ）

廃 タ イ ヤ

バ イ オ エ タ ノ ー ル デ ィ ー ゼ ル

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 か ら 製 造 さ れ た

燃 料 炭 化 水 素 油

廃 棄 物 ガ ス

混 合 廃 材

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 （ 一 般 廃 棄 物 ）

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 （ 産 業 廃 棄 物 ）

廃油（植物性のもの及び動物性のものを除く。）、廃油（植物性のもの及び動物

性 の も の を 除 く 。 ） か ら 製 造 さ れ た 燃 料 炭 化 水 素 油

ア ン モ ニ ア

目標設定ガス排出量　合計

排出係数改善及び証書等利用による削減量

合 計

原油換算エネルギー使用量　合計

バ イ オ ガ ス

非 化 石 燃 料 自 由 記 入 2

そ の 他 の 燃 料

水 素

そ の 他 の 非 化 石 燃 料 自 由 記 入 2

バイオマス燃料

黒 液

木 材

木 質 廃 材

バ イ オ エ タ ノ ー ル

規模判定エネルギー使用量　合計

そ の 他 の 非 化 石 燃 料 自 由 記 入 1

そ の 他 バ イ オ マ ス

非 化 石 燃 料 自 由 記 入 1

種類

使　用　量

（端数処理後）

外

部

供

給

持 続 可 能 性 を 確 認 で き な い

バ イ オ マ ス 燃 料 に よ る も の

仮 想 電 力 契 約 に よ り

環 境 価 値 を 取 引 し た も の

廃 棄 物 原 燃 料

（ 燃 料 と し て

使 用 す る

廃 棄 物 及 び

廃 棄 物 由 来 の

燃 料 ）

廃 棄 物 原 燃 料 自 由 記 入 1

廃 棄 物 原 燃 料 自 由 記 入 2

再

エ

ネ

小 計

証

書

等



A事業所は、Bテナント事業所、B事業所及びC事業所以外の全事業所のエネルギー使用量等を
 合算して１つの算定資料を作成します。
 Bテナント事業所は、事業所ごとに算定資料を作成します。
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事業所概要_
算定体制

シート

非化石燃料
シート

参考シート

燃料
シート

証書_森林吸
収量シート

電気・熱・
都市ガス

シート

エネルギーと
目標設定ガス

シート

再エネ電気・
熱シート

その他ガス
シート

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課

算定資料
ファイル

A事業所

算定資料
ファイル

Bﾃﾅﾝﾄ
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＜その他ガスシート＞

内容

事業所内で焼却したプラスチック等の量やセメ
ント製造量、メタン、一酸化二窒素等の排出量

などを入力します。

注意点

当該シートには、事業所範囲におけるその他
ガスの排出量（焼却量・製造量等）を記入してく
ださい。

報告対象の事業者及びその他ガスの種類は、
以下のとおりです。

 ① 県内の全ての事業所の合計排出量がCO2

換算で 3,000 t 以上となる種類のその他ガス
がある事業者にあっては、当該その他ガス

 ② 県内の事業所で廃棄物原燃料を使用する
事業者にあっては、当該活動によるCO2

廃棄物原燃料の利用については、
非化石燃料シートに記入してください。

その他ガスの算定方法等については、その他
ガス排出算定ガイドラインを参照してください。

A,Bテナント等事業所算定資料４ 事業所番号

４その他の温室効果ガス排出量 令和７年度

t-CO2

kg 2.93 t-CO2/t

kg 1.02 t-CO2/t

kg 2.31 t-CO2/t

kg 1.64 t-CO2/t

kg 2.56 t-CO2/t

kg 2.27 t-CO2/t

kg 2.76 t-CO2/t

kg 0.144 t-CO2/t

kg 1.22 t-CO2/t

kg 1.07 t-CO2/t

kg 1.64 t-CO2/t

kg 1.64 t-CO2/t

kg 2.76 t-CO2/t

kg 2.57 t-CO2/t

L 2.64 t-CO2/kL

L 2.62 t-CO2/kL

kg t-CO2/kg

kg t-CO2/kg

kg 0.515 t-CO2/t

kg 0.428 t-CO2/t

kg 0.449 t-CO2/t

kg 0.440 t-CO2/t

kg 0.471 t-CO2/t

kg 0.413 t-CO2/t

kg 0.415 t-CO2/t

kg 0.22 t-CO2/t

kg 0.32 t-CO2/t

kg 0.30 t-CO2/t

kg 0.60 t-CO2/t

kg 1 t-CO2/t

kg 0.440 t-CO2/t

kg 0.471 t-CO2/t

kg 0.413 t-CO2/t

kg 0.415 t-CO2/t

kg 2.33 t-CO2/t

kg 3.06 t-CO2/t

L 2.27 t-CO2/kL

kg 2.79 t-CO2/t

m3 1.96 t-CO2/千m3

kg 2.3 t-CO2/t

kg 0.76 t-CO2/t

kg 1.09 t-CO2/t

kg 1.43 t-CO2/t

kg 1.34 t-CO2/t

日本産業規格Ａ列４番

t-CO2

kg 1.56 t-CO2/t

kg 2.06 t-CO2/t

kg 0.86 t-CO2/t

kg 0.94 t-CO2/t

kg 0.96 t-CO2/t

kg 1.56 t-CO2/t

kg 0.065 t-CO2/t

kg 0.33 t-CO2/t

kg 0.73 t-CO2/t

kg 2.1 t-CO2/t

kg 0.37 t-CO2/t

kg 1.1 t-CO2/t

Nm3 0.00085 t-CO2/Nm3

kg 3.38 t-CO2/t

kg 3.667 t-CO2/t

kg 0.440 t-CO2/t

kg 0.471 t-CO2/t

m3 0.313 t-CO2/千m3

m3 1.16 t-CO2/千m3

L 0.587 t-CO2/kL

kg 0.150 t-CO2/t

kg 0.598 t-CO2/t

kg 2.35 t-CO2/t

kg 1 t-CO2/t

kg 1 t-CO2/t

kg 1 t-CO2/t

kg 1 t-CO2/t

kg t-CO2/kg

kg t-CO2/kg

kg t-CO2/kg

t-CH4 28 t-CO2/t-CH4

t-N2O 265 t-CO2/t-N2O

t- t-CO2/t-

t- t-CO2/t-

t- t-CO2/t-

t- t-CO2/t-

t-SF6 23500 t-CO2/t-SF6

t-NF3 16100 t-CO2/t-NF3

日本産業規格Ａ列４番

使用量

合 計

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

小 計

そ

の

他

の

温

室

効

果

ガ

ス

メ タ ン

一 酸 化 二 窒 素

ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン

六 ふ っ 化 硫 黄

鉄 鋼 の製 造に おい

て 生 じる ガス の燃

焼 （ フ レ ア リ ン

グ ）

高 炉 ガ ス

転 炉 ガ ス

潤 滑 油 等 の 使 用

潤 滑 油

グ リ ー ス

パ ラ フ ィ ン ろ う

無 水 フ タ ル 酸

無 水 マ レ イ ン 酸

非 メ タ ン 揮 発 性 有 機 化 合 物 （ NMVOC) を 含 む 溶 剤 の 焼 却

ド ラ イ ア イ ス の 製 造

ド ラ イ ア イ ス の 使 用

炭 酸 ガ ス の ボ ン ベ へ の 封 入

炭 酸 ガ ス の 使 用 に 伴 い 排 出 さ れ た CO2 の 量

三 ふ っ 化 窒 素

小 計

温室効果ガス排出量

目

標

設

定

ガ

ス

以

外

の

C

O

2

エ チ レン 等の 製造

エ チ レ ン （ ナ フ サ か ら の 製 造 ）

エ チ レ ン （ 軽 油 か ら の 製 造 ）

エ チ レ ン （ エ タ ン か ら の 製 造 ）

エ チ レ ン （ プ ロ パ ン か ら の 製 造 ）

エ チ レ ン （ ブ タ ン か ら の 製 造 ）

エ チ レ ン （ そ の 他 原 料 か ら の 製 造 ）

排出活動の種類 区  分 単  位

排出係数

（その他の温室効果ガス欄は

地球温暖化係数）

水 素

カ ル シ ウ ム カ ー バ イ ド を 原 料 と し た ア セ チ レ ン の 使 用

電 気 炉 に お け る 炭 素 電 極 の 使 用

鉄 鋼 の製 造に おけ

る 鉱 物 の 使 用

石 灰 石

ド ロ マ イ ト

ク ロ ロ エ チ レ ン

酸 化 エ チ レ ン

ア ク リ ロ ニ ト リ ル

カ ー ボ ン ブ ラ ッ ク

二 酸 化チ タン の製

造

二酸化チタンをルチルから分離させる方法

塩化チタンと酸素を化 学反 応さ せる 方法

ア ン モニ アの 製造

石 炭

石 油 コ ー ク ス

ナ フ サ

液 化 天 然 ガ ス （ LNG)

天 然 ガ ス

（ 液 化 天 然 ガ ス （ LNG) を 除 く ）

ソ ー ダ 灰 の 製 造

そ の 他用 途・ プロ

セ ス での 炭酸 塩の

使 用

石 灰 石

ド ロ マ イ ト

ソ ー ダ 灰 （ 国 内 産 ）

ソ ー ダ 灰 （ 輸 入 ）

炭 化 け い 素 の 製 造

炭 化 カル シウ ムの

製 造

製造された生石灰を炭化カルシウムの原料

と し て 使 用 し た 場 合 の 生 石 灰 の 製 造

炭 化 カ ル シ ウ ム の 製 造

ソ ー ダ 石 灰 ガ ラ ス

の 製 造

石 灰 石

ド ロ マ イ ト

ソ ー ダ 灰 （ 国 内 産 ）

ソ ー ダ 灰 （ 輸 入 ）

炭 酸 バ リ ウ ム

炭 酸 カ リ ウ ム

炭 酸 ス ト ロ ン チ ウ ム

炭 酸 リ チ ウ ム

排出活動の種類 区  分 単  位

排出係数

（その他の温室効果ガス欄は

地球温暖化係数）

温室効果ガス排出量
使用量

目

標

設

定

ガ

ス

以

外

の

C

O

2

廃 棄 物 の 焼 却

廃油（植物性のもの及び動物性のもの並びに特定有

害 産 業 廃 棄 物 を 除 く ）

廃 油 （ 特 定 有 害 産 業 廃 棄 物 に 限 る 。 ）

合 成 繊 維

廃 タ イ ヤ

合 成 繊 維 及 び 廃 ﾀ ｲ ﾔ 以 外 の 廃 ﾌ ﾟ ﾗ ｽ ﾁ ｯ ｸ 類

（ 産 業 廃 棄 物 ）

ポ リ エ チ レ ン テ レ フ タ レ ー ト 製 の 容 器

廃プラスチック類（合成繊維、廃タイヤ、

廃プラスチック類（産業廃棄物であるもの

に限る。）及びポリエチレンテレフタレー

ト 製 の 容 器 を 除 く 。 ）

紙 く ず

紙 お む つ

ご み 固 形 燃 料 （ RDF ）

ご み 固 形 燃 料 （ RPF ）

廃 タ イ ヤ

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 （ 一 般 廃 棄 物 ）

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 （ 産 業 廃 棄 物 ）

廃 油 （ 植 物 性 の も の 及 び 動 物 性 の も の を 除

く。）、廃油（植物性のもの及び動物性のもの

を 除 く 。 ） か ら 製 造 さ れ た 燃 料 炭 化 水 素 油

廃プラスチック類から製造された燃料炭化

水 素 油

セ メ ン ト ク リ ン カ ー の 製 造

生 石 灰 の 製 造
石 灰 石

ド ロ マ イ ト

廃 棄 原 燃 料

の 利 用

A,Bテナント等事業所算定資料４ 事業所番号

４その他の温室効果ガス排出量 令和７年度

t-CO2

kg 2.93 t-CO2/t

kg 1.02 t-CO2/t

kg 2.31 t-CO2/t

kg 1.64 t-CO2/t

kg 2.56 t-CO2/t

kg 2.27 t-CO2/t

kg 2.76 t-CO2/t

kg 0.144 t-CO2/t

kg 1.22 t-CO2/t

kg 1.07 t-CO2/t

kg 1.64 t-CO2/t

kg 1.64 t-CO2/t

kg 2.76 t-CO2/t

kg 2.57 t-CO2/t

L 2.64 t-CO2/kL

L 2.62 t-CO2/kL

kg t-CO2/kg

kg t-CO2/kg

kg 0.515 t-CO2/t

kg 0.428 t-CO2/t

kg 0.449 t-CO2/t

kg 0.440 t-CO2/t

kg 0.471 t-CO2/t

kg 0.413 t-CO2/t

kg 0.415 t-CO2/t

kg 0.22 t-CO2/t

kg 0.32 t-CO2/t

kg 0.30 t-CO2/t

kg 0.60 t-CO2/t

kg 1 t-CO2/t

kg 0.440 t-CO2/t

kg 0.471 t-CO2/t

kg 0.413 t-CO2/t

kg 0.415 t-CO2/t

kg 2.33 t-CO2/t

kg 3.06 t-CO2/t

L 2.27 t-CO2/kL

kg 2.79 t-CO2/t

m3 1.96 t-CO2/千m3

kg 2.3 t-CO2/t

kg 0.76 t-CO2/t

kg 1.09 t-CO2/t

kg 1.43 t-CO2/t

kg 1.34 t-CO2/t

日本産業規格Ａ列４番

t-CO2

kg 1.56 t-CO2/t

kg 2.06 t-CO2/t

kg 0.86 t-CO2/t

kg 0.94 t-CO2/t

kg 0.96 t-CO2/t

kg 1.56 t-CO2/t

kg 0.065 t-CO2/t

kg 0.33 t-CO2/t

kg 0.73 t-CO2/t

kg 2.1 t-CO2/t

kg 0.37 t-CO2/t

kg 1.1 t-CO2/t

Nm3 0.00085 t-CO2/Nm
3

kg 3.38 t-CO2/t

kg 3.667 t-CO2/t

kg 0.440 t-CO2/t

kg 0.471 t-CO2/t

m3 0.313 t-CO2/千m3

m3 1.16 t-CO2/千m3

L 0.587 t-CO2/kL

kg 0.150 t-CO2/t

kg 0.598 t-CO2/t

kg 2.35 t-CO2/t

kg 1 t-CO2/t

kg 1 t-CO2/t

kg 1 t-CO2/t

kg 1 t-CO2/t

kg t-CO2/kg

kg t-CO2/kg

kg t-CO2/kg

t-CH4 28 t-CO2/t-CH4

t-N2O 265 t-CO2/t-N2O

t- t-CO2/t-

t- t-CO2/t-

t- t-CO2/t-

t- t-CO2/t-

t-SF6 23500 t-CO2/t-SF6

t-NF3 16100 t-CO2/t-NF3

日本産業規格Ａ列４番

使用量

合 計

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

小 計

そ

の

他

の

温

室

効

果

ガ

ス

メ タ ン

一 酸 化 二 窒 素

ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン

六 ふ っ 化 硫 黄

鉄 鋼 の製 造に おい

て 生 じる ガス の燃

焼 （ フ レ ア リ ン

グ ）

高 炉 ガ ス

転 炉 ガ ス

潤 滑 油 等 の 使 用

潤 滑 油

グ リ ー ス

パ ラ フ ィ ン ろ う

無 水 フ タ ル 酸

無 水 マ レ イ ン 酸

非 メ タ ン 揮 発 性 有 機 化 合 物 （ NMVOC) を 含 む 溶 剤 の 焼 却

ド ラ イ ア イ ス の 製 造

ド ラ イ ア イ ス の 使 用

炭 酸 ガ ス の ボ ン ベ へ の 封 入

炭 酸 ガ ス の 使 用 に 伴 い 排 出 さ れ た CO2 の 量

三 ふ っ 化 窒 素

小 計

温室効果ガス排出量

目

標

設

定

ガ

ス

以

外

の

C

O

2

エ チ レン 等の 製造

エ チ レ ン （ ナ フ サ か ら の 製 造 ）

エ チ レ ン （ 軽 油 か ら の 製 造 ）

エ チ レ ン （ エ タ ン か ら の 製 造 ）

エ チ レ ン （ プ ロ パ ン か ら の 製 造 ）

エ チ レ ン （ ブ タ ン か ら の 製 造 ）

エ チ レ ン （ そ の 他 原 料 か ら の 製 造 ）

排出活動の種類 区  分 単  位

排出係数

（その他の温室効果ガス欄は

地球温暖化係数）

水 素

カ ル シ ウ ム カ ー バ イ ド を 原 料 と し た ア セ チ レ ン の 使 用

電 気 炉 に お け る 炭 素 電 極 の 使 用

鉄 鋼 の製 造に おけ

る 鉱 物 の 使 用

石 灰 石

ド ロ マ イ ト

ク ロ ロ エ チ レ ン

酸 化 エ チ レ ン

ア ク リ ロ ニ ト リ ル

カ ー ボ ン ブ ラ ッ ク

二 酸 化チ タン の製

造

二酸化チタンをルチルから分離させる方法

塩化チタンと酸素を化 学反 応さ せる 方法

ア ン モニ アの 製造

石 炭

石 油 コ ー ク ス

ナ フ サ

液 化 天 然 ガ ス （ LNG)

天 然 ガ ス

（ 液 化 天 然 ガ ス （ LNG) を 除 く ）

ソ ー ダ 灰 の 製 造

そ の 他用 途・ プロ

セ ス での 炭酸 塩の

使 用

石 灰 石

ド ロ マ イ ト

ソ ー ダ 灰 （ 国 内 産 ）

ソ ー ダ 灰 （ 輸 入 ）

炭 化 け い 素 の 製 造

炭 化 カル シウ ムの

製 造

製造された生石灰を炭化カルシウムの原料

と し て 使 用 し た 場 合 の 生 石 灰 の 製 造

炭 化 カ ル シ ウ ム の 製 造

ソ ー ダ 石 灰 ガ ラ ス

の 製 造

石 灰 石

ド ロ マ イ ト

ソ ー ダ 灰 （ 国 内 産 ）

ソ ー ダ 灰 （ 輸 入 ）

炭 酸 バ リ ウ ム

炭 酸 カ リ ウ ム

炭 酸 ス ト ロ ン チ ウ ム

炭 酸 リ チ ウ ム

排出活動の種類 区  分 単  位

排出係数

（その他の温室効果ガス欄は

地球温暖化係数）

温室効果ガス排出量
使用量

目

標

設

定

ガ

ス

以

外

の

C

O

2

廃 棄 物 の 焼 却

廃油（植物性のもの及び動物性のもの並びに特定有

害 産 業 廃 棄 物 を 除 く ）

廃 油 （ 特 定 有 害 産 業 廃 棄 物 に 限 る 。 ）

合 成 繊 維

廃 タ イ ヤ

合 成 繊 維 及 び 廃 ﾀ ｲ ﾔ 以 外 の 廃 ﾌ ﾟ ﾗ ｽ ﾁ ｯ ｸ 類

（ 産 業 廃 棄 物 ）

ポ リ エ チ レ ン テ レ フ タ レ ー ト 製 の 容 器

廃プラスチック類（合成繊維、廃タイヤ、

廃プラスチック類（産業廃棄物であるもの

に限る。）及びポリエチレンテレフタレー

ト 製 の 容 器 を 除 く 。 ）

紙 く ず

紙 お む つ

ご み 固 形 燃 料 （ RDF ）

ご み 固 形 燃 料 （ RPF ）

廃 タ イ ヤ

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 （ 一 般 廃 棄 物 ）

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 （ 産 業 廃 棄 物 ）

廃 油 （ 植 物 性 の も の 及 び 動 物 性 の も の を 除

く。）、廃油（植物性のもの及び動物性のもの

を 除 く 。 ） か ら 製 造 さ れ た 燃 料 炭 化 水 素 油

廃プラスチック類から製造された燃料炭化

水 素 油

セ メ ン ト ク リ ン カ ー の 製 造

生 石 灰 の 製 造
石 灰 石

ド ロ マ イ ト

廃 棄 原 燃 料

の 利 用

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課



A事業所は、Bテナント事業所、B事業所及びC事業所以外の全事業所のエネルギー使用量等を
 合算して１つの算定資料を作成します。
 Bテナント事業所は、事業所ごとに算定資料を作成します。

手順① 算定資料の作成（Ａ,Bテナ事業所）
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事業所概要_
算定体制

シート

非化石燃料
シート

参考シート

燃料
シート

証書_森林吸
収量シート

電気・熱・
都市ガス

シート

エネルギーと
目標設定ガス

シート

再エネ電気・
熱シート

その他ガス
シート

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課

算定資料
ファイル

A事業所

算定資料
ファイル

Bﾃﾅﾝﾄ
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＜参考＞

内容
年度ごとの燃料等使用量、エネルギー使用量、

CO2排出量を、これまでの算定資料ファイルの入力
結果から第３計画期間の係数で自動計算します。

注意点

燃料シート、電気・熱_都市ガスシート、再エネ
電気・熱シート、非化石燃料シートを記入すること
により、第３計画期間の排出係数により算出した
目標設定ガス排出量が自動計算されます。

本シートに入力や修正はできません。

(参考） 事業所番号

令和７年度

熱量
二酸化炭素

排　出　量

GJ t-CO2

kL

kL

kL

kL

5,000 kL 183,500 12,447

160 kL 6,032 414

kL

kL

t

t

t

千Nｍ
3

t

千Nｍ
3

t

t

t

t

t

千Nｍ3

千Nｍ3

千Nｍ
3

kL

142 千Nｍ
3 6,404 319

195,936 13,180

GJ

GJ

GJ

GJ

自 家 消 費 量 GJ

事 業 所 外 か ら の 供 給 量 GJ

自 家 消 費 量 GJ

事 業 所 外 か ら の 供 給 量 GJ

GJ

再エネ

以外
1,868,136 千kWh 924,728

自 家 消 費 量 8,489 千kWh 0

事 業 所 外 か ら の 供 給 量 千kWh

自 家 消 費 量 千kWh

事 業 所 外 か ら の 供 給 量 千kWh

千kWh

千kWh

924,728

日本産業規格Ａ列４番

６．燃料等使用量及び目標設定ガス排出量（自動計算）続き

熱　量
二酸化炭素

排　出　量

GJ t-CO2

GJ

千kWh

937,908合 計

目

標

設

定

ガ

ス

種類

使　用　量

（端数処理後）

外

部

供

給

自 ら 生 成 し た 熱 の 供 給

自 ら 生 成 し た 電 力 の 供 給

小 計

電

気

一般送配電事業者の電線路および自営線を介して供給された電気

再

エ

ネ

環 境 価 値 を 有 す る 電 気

環 境 価 値 を 移 転 し た 電 気

持 続 可 能 性 を 確 認 で き な い

バ イ オ マ ス 燃 料 に よ る も の

仮 想 電 力 契 約 に よ り

環 境 価 値 を 取 引 し た も の

小 計

小 計

熱

再

エ

ネ

以

外

産 業 用 蒸 気

産 業 用 以 外 の 蒸 気

温 水

冷 水

再

エ

ネ

環 境 価 値 を

有 す る 熱

環 境 価 値 を 移 転 し た 熱

持 続 可 能 性 を 確 認 で き な い

バ イ オ マ ス 燃 料 に よ る も の

小 計

都 市 ガ ス

その他燃料

その他燃料①

その他燃料②

石 炭 コ ー ク ス

コ ー ル タ ー ル

コ ー ク ス 炉 ガ ス

高 炉 ガ ス

転 炉 ガ ス

石 油 系 炭 化 水 素 ガ ス

可 燃 性 天 然 ガ ス

液 化 天 然 ガ ス （ Ｌ Ｎ Ｇ ）

そ の 他 可 燃 性 天 然 ガ ス

ジ ェ ッ ト 燃 料 油

石 油 コ ー ク ス

第3計画期間の排出係数で算定した目標設定ガス排出量（基準排出量用）

種類

使　用　量

（端数処理後）

目

標

設

定

ガ

ス

燃

料

原 油 （ コ ン デ ン セ ー ト を 除 く ）

原 油 の う ち コ ン デ ン セ ー ト （ Ｎ Ｇ Ｌ ）

揮 発 油 （ ガ ソ リ ン ）

ナ フ サ

石 炭

原 料 炭

一 般 炭

無 煙 炭

石 油 ガ ス

液 化 石 油 ガ ス （ Ｌ Ｐ Ｇ ）

灯 油

軽 油

Ａ 重 油

Ｂ ・ Ｃ 重 油

石 油 ア ス フ ァ ル ト

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課
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電気・熱_都市ガス、再エネ電気・熱シートにおける排出係数について、基本的には設定根拠に基づいて、
自動入力が行われます。特殊な場合を除いて、自己作成値を使用することはありません。
自動入力されるセルを上書きした場合、セルの背景色が橙色になり、自動入力ができなくなります。
元に戻す場合は県にご連絡ください。

使用量の入力について、左側から順に入力してください。

燃料等使用量は、必ず購買伝票等の単位と数値をそのまま記載してください。
単位の変更（ L を kL に変換）や、数値の端数の四捨五入や切り上げ等はしないでください。
また、保守的算定の入力方法が変わっておりますので気をつけてください。

燃料等の種類の「液化石油ガス_LPG」は、プロパン、ブタン、混合、その他の４種類があります。
LPG＝プロパンガスとは限りませんので、購買伝票で成分を確認してから選択してください。

＜注意点＞

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課
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手順 ① 算定資料ファイルの作成
事業所ごとに算定資料ファイル、
再生可能エネルギー等由来の証書等の利用届出を作成
（「A,Bﾃﾅﾝﾄ事業所」「B,C事業所」で様式が異なる）

手順 ② 事業所シートの作成
手順①の計算結果を計画書の事業所シートに手動転記し、
事業所ごとの削減目標や対策等も入力
（「A,Bﾃﾅﾝﾄ事業所」「B,C事業所」で様式が異なる）

手順 ③ 事業者シートの作成
事業者としての推進体制や基本方針等を入力
（手順②の内容は自動転記）

手順 ④ 様式第１号、第３号の作成
鏡作成（手順③の内容が自動転記）

算定資料
ファイル

A事業所
＆Bﾃﾅﾝﾄ

算定資料
ファイル

C事業所

算定資料
ファイル

B事業所

事業者
シート

計画書
様式第１号

実績報告書
様式第３号

計
画
書
フ
ァ
イ
ル

B,C事業所
シート

A,Bﾃﾅﾝﾄ
事業所
シート

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課
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＜事業所シート（A,Bﾃﾅ）の構成＞

１ 事業所の概要

（１）事業所種別
（２）事業所及び事業内容

２ 事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

（１）第4計画期間の削減目標
（２）第5計画期間の削減目標

事業所リスト

３ 事業所の温室効果ガス排出量

（１）計画期間のエネルギー使用量の推移
（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移
（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（目標設定ガス）
（４）目標設定ガス排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

４ 温室効果ガス排出の抑制等に関する措置の計画
及び実施状況

５ 事業者として実施した対策の内容
及び対策実施状況に関する自己評価

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

（１）第4計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

11 年 度

削

減

目

標

目標設定ガス

（必須）

基 準 と な る

排 出 量
t-CO2

基 準 と な る

原 単 位

目標設定ガス

（必須）

基 準 と な る

排 出 量

8 事業者番号 事業所番号

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

市 区 町 村

字 ・ 地 番

当 該 事 業 所 を 含 む 事 業 所 の 名 称

（ ※ B テ ナ ン ト 等 の 場 合の み記 入）

事業所種別

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ）

分 類 番 号 （ 中 分 類 ）

事 業 活 動 の 概 要

計 画 期 間 7

t-CO2
基 準 と な る

原 単 位

その他ガス

その他ガス

（２）第5計画期間の削減目標

削

減

目

標

年 度 ～

計 画 期 間 12 年 度 ～ 16 年 度

t-CO2/

事業所リスト

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6

7

4

5

3

番号 事業所名 所 在 地

1

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

※　年度の途中で開設又は閉鎖された事業所も、それぞれ１件として計上します。

2

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）計画期間のエネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（目標設定ガス）

日本産業規格Ａ列４番

活 動 規 模 の 指 標 単 位

目標設定ガス排出量原単位

基準となる原単位に対する削減率

（ ％ ）

前 年 度 か ら の 増 減 （ ％ ） －

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ７ 年 度

(2025 年 度 )

令 和 ８ 年 度

(2026 年 度 )

令 和 ９ 年 度

(2027 年 度 )

令 和 10 年 度

(2028 年 度 )

令 和 11 年 度

(2029 年 度 )

温 室 効 果 ガ ス の 合 計

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 硫 黄

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ

の

他

ガ

ス

目 標 設 定 ガ ス 以 外 の CO2

メ タ ン

基 準 と な る 排 出 量 に 対 す る

削 減 率 （ ％ ）

ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン

前 年 度 か ら の 増 減 （ ％ ） －

目 標 設 定 ガ ス

計 画 期 間

基準
令 和 ７ 年 度

(2025 年 度 )

令 和 ８ 年 度

(2026 年 度 )

令 和 ９ 年 度

(2027 年 度 )

令 和 10 年 度

(2028 年 度 )

令 和 11 年 度

(2029 年 度 )

原油換算エネルギー使用量(kL)

事業所番号

計 画 期 間

令 和 ７ 年 度

(2025 年 度 )

令 和 ８ 年 度

(2026 年 度 )

令 和 ９ 年 度

(2027 年 度 )

令 和 10 年 度

(2028 年 度 )

令 和 11 年 度

(2029 年 度 )

CO2換算（ｔ-CO2）

規模判定エネルギー使用量(kL)

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

（４）目標設定ガス排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 10 年度

(2028 年 度 )

令 和 11 年度

(2029 年 度 )

令 和 ７ 年 度

(2025 年 度 )

令 和 ８ 年 度

(2026 年 度 )

令 和 ９ 年 度

(2027 年 度 )

事業所番号

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（A,Bテナント事業所用）　

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

※　「業務部門」は11から18番台、「産業部門」は31から49番台から選択してください。

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

実施

した

年度

推計

削減量(t)

 (１年度

  当たり)

区分

番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要

実施

予定

年度

事業所番号

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課
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＜１ 事業所の概要＞

内容
事業所名、所在地などの基本情報と
温室効果ガス排出量の削減目標を入力します。

注意点

事業所概要について、事業所数及び事業活動の
概要（従業員数等）は毎年度更新をお願いします。

第４計画期間（R7～R11）の削減目標は入力必須
です。

基準となる排出量又は原単位の記入漏れに注意
してください。

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

（１）第4計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

11 年 度

削

減

目

標

目標設定ガス

（必須）

基 準 と な る

排 出 量
t-CO2

基 準 と な る

原 単 位

目標設定ガス

（必須）

基 準 と な る

排 出 量

8 事業者番号 事業所番号

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

市 区 町 村

字 ・ 地 番

当 該 事 業 所 を 含 む 事 業 所 の 名 称

（ ※ B テ ナ ン ト 等 の 場 合の み記 入）

事業所種別

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ）

分 類 番 号 （ 中 分 類 ）

事 業 活 動 の 概 要

計 画 期 間 7

t-CO2
基 準 と な る

原 単 位

その他ガス

その他ガス

（２）第5計画期間の削減目標

削

減

目

標

年 度 ～

計 画 期 間 12 年 度 ～ 16 年 度

t-CO2/

事業所種別

事業所番号

事業所概要

＜２ 事業所の温室効果ガス
排出量の削減目標＞

第５期間（R12～16）の
削減目標

第４期間（R7～11）の削減目標
前年度の記載内容に同じ
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事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

（１）第4計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

11 年 度

削

減

目

標

目標設定ガス

（必須）

基 準 と な る

排 出 量
t-CO2

基 準 と な る

原 単 位

目標設定ガス

（必須）

基 準 と な る

排 出 量

8 事業者番号 事業所番号

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

市 区 町 村

字 ・ 地 番

当 該 事 業 所 を 含 む 事 業 所 の 名 称

（ ※ B テ ナ ン ト 等 の 場 合の み記 入）

事業所種別

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ）

分 類 番 号 （ 中 分 類 ）

事 業 活 動 の 概 要

計 画 期 間 7

t-CO2
基 準 と な る

原 単 位

その他ガス

その他ガス

（２）第5計画期間の削減目標

削

減

目

標

年 度 ～

計 画 期 間 12 年 度 ～ 16 年 度

t-CO2/

手順② 事業所シートの作成（Ａ,Bテナ事業所）
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（例）排出量
・ 平成25年度の排出量(644t-CO2)を基準として、令和11年度の排出量を46％削減する。
・ 令和６年度の排出量(644t-CO2)を基準として、省エネによる削減を毎年2%とするとともに、電気の排出係数改善による削減を16%と見込み、令和11年度の排出量を26%削減する。 

（例）原単位
・ 令和６年度の原単位(3.02t-CO2/人)を基準として、省エネによる改善を毎年2%とするとともに、電気の排出係数改善による改善を16%と見込み、令和11年度の原単位を26％改善する。 

（例）Bテナント等事業所
・ オーナー施設（○○○○ショッピングモール）の削減目標を参考に、オーナー施設の基準年度の平均排出量(3,831t-CO2)を基準として、削減計画期間の平均排出量を50％削減します。 

目標の記載例

第４計画期間の削減目標の記載について

排出量か原単位の
いずれかを基準とする。

目標設定の基準となる年度（基準年度）の
CO2排出量又はCO2排出原単位（基準排出
量）に対する削減の量（○ｔ）や割合（○％）
として設定してください。

該当する場合
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手順② 事業所シートの作成（Ａ,Bテナ事業所）
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＜事業所リスト＞

内容 A事業所の名称及び所在地を一覧表に記入します。

注意点

行の挿入は行わないでください。

記入欄が足りない場合は、別ファイルで作成してください。

年度途中で閉鎖された事業所や開設された事業所も、
それぞれ１件として数えてください。

事業所の開設・閉鎖があった場合、リストへの記載順は
変更せず、削除を行った場合、上へ詰めて、新規は最後
尾に追記してください。

リスト１番目の事業所名及び所在地は、A事業所(1)で
記入した代表事業所名及び代表事業所所在地が自動的
に表示されます。

事業所リスト

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6

7

4

5

3

番号 事業所名 所 在 地

1

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

※　年度の途中で開設又は閉鎖された事業所も、それぞれ１件として計上します。

2
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＜３ 事業所の温室効果ガス排出量＞

内容
削減計画期間のエネルギー使用量、温室効果ガス

排出量及び排出量原単位の実績値を入力します。

注意点

算定資料ファイルで算出したエネルギー使用量、
温室効果ガス排出量を手動で転記します。

次年度以降は、各年度の欄に入力されているこれ
までの実績に、対象年度の実績を追加してください。 

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）計画期間のエネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（目標設定ガス）

日本産業規格Ａ列４番

活 動 規 模 の 指 標 単 位

目標設定ガス排出量原単位

基準となる原単位に対する削減率

（ ％ ）

前 年 度 か ら の 増 減 （ ％ ） －

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ７ 年 度

(2025 年 度 )

令 和 ８ 年 度

(2026 年 度 )

令 和 ９ 年 度

(2027 年 度 )

令 和 10 年 度

(2028 年 度 )

令 和 11 年 度

(2029 年 度 )

温 室 効 果 ガ ス の 合 計

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 硫 黄

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ

の

他

ガ

ス

目 標 設 定 ガ ス 以 外 の CO2

メ タ ン

基 準 と な る 排 出 量 に 対 す る

削 減 率 （ ％ ）

ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン

前 年 度 か ら の 増 減 （ ％ ） －

目 標 設 定 ガ ス

計 画 期 間

基準
令 和 ７ 年 度

(2025 年 度 )

令 和 ８ 年 度

(2026 年 度 )

令 和 ９ 年 度

(2027 年 度 )

令 和 10 年 度

(2028 年 度 )

令 和 11 年 度

(2029 年 度 )

原油換算エネルギー使用量(kL)

事業所番号

計 画 期 間

令 和 ７ 年 度

(2025 年 度 )

令 和 ８ 年 度

(2026 年 度 )

令 和 ９ 年 度

(2027 年 度 )

令 和 10 年 度

(2028 年 度 )

令 和 11 年 度

(2029 年 度 )

CO2換算（ｔ-CO2）

規模判定エネルギー使用量(kL)

指標・単位
原単位の状況

その他ガス排出量

エネ起ＣＯ２排出量

エネルギー使用量

算定資料
ファイルから
手動で転記
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内容
目標設定ガス排出量の増減に影響を及ぼしていると

考えられる要因の分析を記入します。 

注意点

省エネ対策の場合は燃料等使用量の増減について、
 電力メニュ―などの取組は排出量の増減について
 具体的に記入してください。

分析のポイント
1. 記載は具体的に書きましょう。
2. 実際の排出増減、規模感と整合させましょう。
3. 当該年度の分析をしましょう。

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

（４）目標設定ガス排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 10 年度

(2028 年 度 )

令 和 11 年度

(2029 年 度 )

令 和 ７ 年 度

(2025 年 度 )

令 和 ８ 年 度

(2026 年 度 )

令 和 ９ 年 度

(2027 年 度 )

事業所番号

手順② 事業所シートの作成（Ａ,Bテナ事業所）
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《よくない例》

・新型コロナの影響のため。

記入漏れ注意
必ず記入

記入例１
事業所数が5増加したため、全体のエネルギー使用量が
前年度から約 12 ％ 増加した。

記入例２
空調機の更新と同時に BEMS システムを導入、
エネルギー使用量の見える化・最適化による運営改善を進めて
電気使用量が前年度から約 ８ ％ 削減した。

記入例３
電気の使用量は前年度と同水準であるが、一部の事業所で
カーボンフリー電力を導入したことによりCO2排出量は
約 20 ％ 減少した。

※ 増減の表記については、「約○○」 ％ 程度の標記を推奨します。

《良い例》

・新型コロナ対策により営業時間を
○％ 程度短縮したため、排出量が
減少した。

＜３ 事業所の温室効果ガス排出量＞
（4）目標設定ガス排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析
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内容

事業所で実施または計画した温室効果ガスの削減
対策を入力します。

過年度の計画書で記入した対策の予定は、実施後の
計画書提出時に実施年度を記入します。

注意点

対策の区分は、「削減対策に係る点検表」から選択
してください。
(http://www.pref.saitama.lg.jp/a0502/ontaikeikakusyo.html)

対策が所定の行に収まるように、実施から年数が
経ったものの削除や規模が小さな対策の統合を行って
ください。

実施した年度の記入を忘れないでください。

手順② 事業所シートの作成（Ａ,Bテナ事業所）
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＜４ 温室効果ガス排出の抑制等に
関する措置の計画及び実施状況＞

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（A,Bテナント事業所用）　

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

※　「業務部門」は11から18番台、「産業部門」は31から49番台から選択してください。

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

実施

した

年度

推計

削減量(t)

 (１年度

  当たり)

区分

番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要

実施

予定

年度

事業所番号
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内容

計画書に記載する事項以外の対策内容等で対外的
に公表を希望する事項を入力します。

アピールしたい事項は積極的に記入してください。

注意点

公表されるため、非公表事項は記入しないようにして
ください。

目標設定ガス排出量原単位以外の排出量原単位
（非エネルギー起源CO2排出量原単位、温室効果ガス
全体に対する排出量原単位等）を削減目標として設定
する場合には、その算定方法等をこのシートに記入して
ください。この際、シート「A、B テナント等事業所(1)」の
削減目標と整合するよう、注意してください。

手順② 事業所シートの作成（Ａ,Bテナ事業所）
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＜５ 事業者として実施した対策の内容
及び対策実施状況に関する自己評価＞

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号

自由記述欄

これまでに事業所内外で事業者として実施した
地球温暖化対策や環境対策、温室効果ガス排出量
の少ない製品の開発、森林・みどりの保全対策等

について、その内容と実施状況に関する
自己評価を記入してください。

（例：環境報告書、CSRレポートの公表内容
HPアドレスなどが考えられます）

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課



手順② 事業所シートの作成（Ａ,Bテナ事業所）
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「排出量等推移」ページの、活動規模の指標名、単位、数値は必ず入力してください。

「排出量増減影響分析」ページの要因分析は必ず行ってください。

また、要因分析は報告対象年度（R７）とその前年度（R６）の差を分析してください。

増減がない場合であっても、対策の有無、生産量の増減などを記載してください。

「削減対策」ページの対策概要は、具体的に、かつ必ず記載してください。

また、前年度に実施予定年度令和７年度として報告した対策は、実施した年度欄等を更新してください。

＜注意点＞
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作成手順

57

手順 ① 算定資料ファイルの作成
事業所ごとに算定資料ファイル、
再生可能エネルギー等由来の証書等の利用届出を作成
（「A,Bﾃﾅﾝﾄ事業所」「B,C事業所」で様式が異なる）

手順 ② 事業所シートの作成
手順①の計算結果を計画書の事業所シートに手動転記し、
事業所ごとの削減目標や対策等も入力
（「A,Bﾃﾅﾝﾄ事業所」「B,C事業所」で様式が異なる）

手順 ③ 事業者シートの作成
事業者としての推進体制や基本方針等を入力
（手順②の内容は自動転記）

手順 ④ 様式第１号、第３号の作成
鏡作成（手順③の内容が自動転記）

算定資料
ファイル

A事業所
＆Bﾃﾅﾝﾄ

算定資料
ファイル

C事業所

算定資料
ファイル

B事業所

事業者
シート

計画書
様式第１号

実績報告書
様式第３号

計
画
書
フ
ァ
イ
ル

B,C事業所
シート

A,Bﾃﾅﾝﾄ
事業所
シート
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作成手順
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手順 ① 算定資料ファイルの作成
事業所ごとに算定資料ファイル、
再生可能エネルギー等由来の証書等の利用届出を作成
（「A,Bﾃﾅﾝﾄ事業所」「B,C事業所」で様式が異なる）

手順 ② 事業所シートの作成
手順①の計算結果を計画書の事業所シートに手動転記し、
事業所ごとの削減目標や対策等も入力
（「A,Bﾃﾅﾝﾄ事業所」「B,C事業所」で様式が異なる）

手順 ③ 事業者シートの作成
事業者としての推進体制や基本方針等を入力
（手順②の内容は自動転記）

手順 ④ 様式第１号、第３号の作成
鏡作成（手順③の内容が自動転記）

算定資料
ファイル

A事業所
＆Bﾃﾅﾝﾄ

算定資料
ファイル

C事業所

算定資料
ファイル

B事業所

計画書
様式第１号

実績報告書
様式第３号

計
画
書
フ
ァ
イ
ル

A,Bﾃﾅﾝﾄ
事業所
シート

B,C事業所
シート

事業者
シート
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再エネ電気・
熱シート

59

算定資料
ファイル

C事業所

算定資料
ファイル

B事業所

事業所境界と
監視点図面

シート

事業所概要_
算定体制

シート

その他ガス
シート

監視点一覧
シート

燃料
シート

非化石燃料
シート

証書_森林吸
収量シート

参考シート
エネルギーと
目標設定ガス

シート

電気・熱・
都市ガス

シート

床面積
シート

手順① 算定資料の作成（B,C事業所）

各事業所の前年度の実績から算定資料を作成します。 算定資料は事業所ごとに作成します。
（例：県内に１か所のB事業所、２か所のC事業所がある場合 → ３つの算定資料を作成する） 
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算定資料の第３計画期間からの変更点

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課 60

シート名

第３計画期間 第４計画期間

その１ 事業所概要_算定体制

その２
事業所境界と監視点図面

監視点一覧

その３ 床面積

その４

燃料

電気・熱_都市ガス

再エネ電気・熱

- 非化石燃料

- 証書_森林吸収量

その５ （削除）

その６ ｴﾈﾙｷﾞｰと目標設定ガス

- その他ガス

- 参考

概要

第３計画期間 第４計画期間

事業所範囲、監視点を図示
事業所境界と監視点を図示

監視点番号や名称等を入力

燃料等使用量を入力

化石燃料の使用量を入力

電気・熱_都市ガス使用量を入力

再エネ電気・熱使用量を入力

- 非化石燃料を入力

- 証書_森林吸収量を入力

低炭素電力による削減量を計算 （削除）

- その他ガス排出量等を入力

- 第３計画期間の係数による自動計算

事業所の基本情報・特殊条件を入力

ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量、目標設定ガスを自動計算

延床面積を入力



再エネ電気・
熱シート

61

事業所境界と
監視点図面

シート

事業所概要_
算定体制

シート

その他ガス
シート

監視点一覧
シート

燃料
シート

非化石燃料
シート

証書_森林吸
収量シート

参考シート
エネルギーと
目標設定ガス

シート

電気・熱・
都市ガス

シート

床面積
シート

手順① 算定資料の作成（B,C事業所）

各事業所の前年度の実績から算定資料を作成します。 算定資料は事業所ごとに作成します。
（例：県内に１か所のB事業所、２か所のC事業所がある場合 → ３つの算定資料を作成する） 

算定資料
ファイル

C事業所

算定資料
ファイル

B事業所

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課
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B,C事業所算定資料１～２

令和 年度

資料作成日

１　事業所の概要

ｍ
２

ｋＬ

ｋＬ

ｔ-ＣＯ２

ｔ-ＣＯ２

ｔ-ＣＯ２

ｔ-ＣＯ２

２　算定体制

特殊条件の設定

（１）都市ガス・ＬＰＧ以外の気体化石燃料 （２）その他の化石燃料

単 位

① GJ/ t-C/GJ

② GJ/ t-C/GJ

第４計画期間

７ 検 証

事 業 所 種 別

所 在 地

事 業 所 番 号

延 床 面 積 （ 年 度 末 ）

算定資料

（Ｂ事業所，Ｃ事業所用）

名 称

規 模 判 定 エ ネ ル ギ ー 使 用 量

目 標 設 定 ガ ス 排 出 量

そ の 他 ガ ス 排 出 量

目 標 設 定 ガ ス 以 外 の CO2

原 油 換 算 エ ネ ル ギ ー 使 用 量

電 話 番 号

電話番号(任意)

メールアドレス

その他可燃性天然ガス

燃 料 の 種 類 圧 力 (kPa) 燃 料 の 種 類 単 位 発 熱 量

転炉ガス

コークス炉ガス

高炉ガス_発電用以外

高炉ガス_発電用

上 記 以 外 の 温 室 効 果 ガ ス

温 度 ( ℃ )

算 定 責 任 者
所 属

職 名 ・ 氏 名

所 属

職 名 ・ 氏 名

排 出 係 数

算 定 担 当 者

＜事業所概要_算定体制＞

特殊条件

実績年度を記載

内容
事業所名、所在地などの基本情報と算定体制、

特殊条件を入力します。

注意点

年度については、報告対象年度（実績年度）を
記載します。

例）令和８年度に令和７年度の実績を報告する。
⇒ 「令和７年度」と記載する。

特殊条件（都市ガス・LPG以外の気体化石燃料、
その他の化石燃料）を使用している場合等に
特殊条件を設定します。

使用がない場合、記載は不要です。

第三者検証の結果、検証機関から修正指導を
受けた場合は、作成日についても修正を行った
日付に修正してください。

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課



再エネ電気・
熱シート

63

事業所境界と
監視点図面

シート

事業所概要_
算定体制

シート

その他ガス
シート

監視点一覧
シート

燃料
シート

非化石燃料
シート

証書_森林吸
収量シート

参考シート
エネルギーと
目標設定ガス

シート

電気・熱・
都市ガス

シート

床面積
シート

手順① 算定資料の作成（B,C事業所）

各事業所の前年度の実績から算定資料を作成します。 算定資料は事業所ごとに作成します。
（例：県内に１か所のB事業所、２か所のC事業所がある場合 → ３つの算定資料を作成する） 

算定資料
ファイル

C事業所

算定資料
ファイル

B事業所

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課
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64

内容
事業所の範囲と燃料等使用量監視点の位置を

図示します。

注意点

監視点について、燃料の種類が分かるよう図示
してください。

事業所境界を明示してください。また境界の外側
に事業所範囲とすべき建物等がないことを図示し
てください。

監視点番号は、原則として、第３計画期間と同じ
監視点番号を継続して使用してください。

第３計画期間以前に撤去・閉栓等があった監視点
は記載しないでください。 

撤去、閉栓等した監視点番号は再利用せずに
そのままとしてください。 

第４計画期間に撤去・閉栓等があった監視点は
削除しないでください。 

B,C事業所算定資料３

３　事業所境界及び燃料等使用量監視点の図面

事業所番号

令和７年度

B,C事業所算定資料　その２

３　事業所境界及び燃料等使用量監視点の図面

監視点一覧

事業所番号 00##02
平成31年度

社員食堂用ボンベ

積算電力計

低圧ガスメーター

燃料の種類

電気（昼夜）

電気（昼夜不明）

電気（昼夜不明）

都市ガス（１３A)

備考（設置時期等）

H19.4更新

H12～

H12～

H9～

運送トラック専用軽油タンク対象外２

H20～

H12～H21.9（基準年度のみ算定）

H22.3～

H12～

H12～

都市ガス（１３A)

LPG

太陽光（自家消費）

LPG

軽油

社員寮用ボンベ

監視点番号 監視点の位置

４

対象外１

２－２

３

１－３

２－１

１－１

１－２

特高変電所

社員寮電力計

低圧用電力計

工場専用メーター

水処理

施設

社員食堂

他社工場

他社工場

1-3 電気対象外2 軽油

3 LPG（H21.9月まで使用）

1-1 電気

1-2 電気

2-1 都市ガス

対象外1 LPG

4 再エネ電気

2-2 都市ガス

社員寮B

社員寮A

ボイラー室

工場
製品検査室

（（株）埼玉食検）

製品倉庫

（東京食料運送（株））
守衛室

特高

コンビニ

軽油タンク

運送車両駐車場

他社駐車場

他社店舗

事業所範囲

他社店舗

算定から除く排出活動

社員寮C
（近接していな

い）

他社店舗

＜事業所境界と監視点図面＞

監視点 とは

 受電点や都市ガスメーター、
燃料タンク等の使用量を
把握する箇所のこと

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課



再エネ電気・
熱シート

65

事業所境界と
監視点図面

シート

事業所概要_
算定体制

シート

その他ガス
シート

監視点一覧
シート

燃料
シート

非化石燃料
シート

証書_森林吸
収量シート

参考シート
エネルギーと
目標設定ガス

シート

電気・熱・
都市ガス

シート

床面積
シート

手順① 算定資料の作成（B,C事業所）

各事業所の前年度の実績から算定資料を作成します。 算定資料は事業所ごとに作成します。
（例：県内に１か所のB事業所、２か所のC事業所がある場合 → ３つの算定資料を作成する） 

算定資料
ファイル

C事業所

算定資料
ファイル

B事業所

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課
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＜監視点一覧＞

内容
事業所境界と監視点図面シートに記載した

監視点について、一覧に入力します。

注意点

事業所境界と監視点図面シートに記載した
監視点について、番号等を入力してください。

監視点番号は、原則として、第３計画期間と
同じ監視点番号を使用してください。

監視点を設置、開栓、撤去、閉栓等した場合
はその年月を備考欄に記入してください。

監視点ごとに燃料の種類を選択します。
燃料の種類は、燃料シート等の排出活動の
種類や燃料等の種類と整合するように選択
してください。

第３計画期間以前に撤去・閉栓等があった
監視点は記載しないでください。 

B,C事業所算定資料３（続き）

監視点一覧

対象外1 社員寮用ボンベ H12～

対象外2 運送トランク専用軽油タンク H12～

3 社員食堂用ボンベ H12～R8.2（閉栓）

4 太陽光発電（積算電力系） H22.3～

1-1-② 特高変電所 H19.4更新　B社（R7.7から）

1-2

2-1 工場専用メーター H9～

2-2 低圧ガスメーター H20～

社員寮電力系 H12～

1-3 低圧用電力系 H12～

事業所番号

令和７年度

監視点番号 監視点の名前 燃料等の種類 設置、開栓等年月日、撤去、閉栓等年月日

1-1-① 特高変電所 H19.4更新　A社（R7.6まで）電気

電気

電気

電気

都市ガス(中間圧以上用)

都市ガス(低圧用)

液化石油ガス_LPG

再エネ_電気

液化石油ガス_LPG

軽油

※ 同一の監視点で年度の途中で契約先が変わった場合や
契約メニューが変わった場合、複数のメニューを使用している
場合には枝番を付けて別の行としてください。
 （枝番は年度ごとに付けてください。）

例） 監視点１−１の特高変電所で電力会社が年度途中で変わった場合
 １−１−① 特高変電所 電気 H19.4 更新 A 社（R7.6 まで）
 １−１−② 特高変電所 電気 H19.4 更新 B 社（R7.7 から） 

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課



再エネ電気・
熱シート
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事業所境界と
監視点図面

シート

事業所概要_
算定体制

シート

その他ガス
シート

監視点一覧
シート

燃料
シート

非化石燃料
シート

証書_森林吸
収量シート

参考シート
エネルギーと
目標設定ガス

シート

電気・熱・
都市ガス

シート

床面積
シート

手順① 算定資料の作成（B,C事業所）

各事業所の前年度の実績から算定資料を作成します。 算定資料は事業所ごとに作成します。
（例：県内に１か所のB事業所、２か所のC事業所がある場合 → ３つの算定資料を作成する） 

算定資料
ファイル

C事業所

算定資料
ファイル

B事業所

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課
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＜床面積＞

内容
事業所範囲内の各建物ごとの延床面積を

入力します。

注意点

床面積は検証の対象になるため、正確に
記載してください。

過年度の記載ミスや根拠資料の変更による
面積値の変更など、実質の増減がない場合、
当該シートで数値上の調整を行うことはできま
せん。提出前に一度、県に相談してください。

この集計表は、基準排出量の変更事由が
発生したときの基礎資料となります。
ＣＯ２排出量に直接影響しない場合もあります
が、根拠資料等のとおりに内容を埋めるように
してください。 

記入行が足りない場合、４６行目以降に記入し
てください。その場合、ﾍﾟｰｼﾞﾚｲｱｳﾄﾀﾌﾞで印刷範
囲を調整してください。

B,C事業所算定資料４

４　床面積入力

４月末 ５月末 ６月末 ７月末 ８月末 ９月末 １０月末 １１月末 １２月末 １月末 ２月末 ３月末

ｍ２ 13,958.20 13,958.20 13,958.20 13,958.20 13,958.20 13,958.20 13,958.20 13,958.20 14,603.20 14,603.20 14,603.20 14,603.20 14,603.20 14,603.20 14,173.20

４月末 ５月末 ６月末 ７月末 ８月末 ９月末 １０月末 １１月末 １２月末 １月末 ２月末 ３月末

工場棟 建築確認書類 ｍ２ 2,815.20 変更なし 2,815.20 2,815.20

製品検査室棟 建築確認書類 ｍ２ 1,395.60 変更なし 1,395.60 1,395.60

倉庫 建築確認書類 ｍ２ 9,268.40 変更なし 9,268.40 9,268.40

守衛室 登記簿 ｍ２ 92.00 変更なし 92.00 92.00

ボイラー室 登記簿 ｍ
２ 387.00 変更なし 387.00 387.00

社員食堂 建築確認書類 ｍ
２ 0.00 右記のとおり変更 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 645.00 645.00 645.00 645.00 645.00 645.00 215.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ
２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ
２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ
２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ
２ 0.00 0.00

ｍ
２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

　※　翌月適用平均　…　床面積の増減について、変更があった日を含む月の翌月から変更後の床面積になったものとして、月を単位として年度の平均をとった面積

参考（把握方法が「その他」である場合、その他特殊な事情についての参考情報）

事業所番号

令和７年度

合　　計

建物名称 把握方法 単位
床面積

前年度末

年度内における

変更の有無

床面積
年度末 翌月適用平均

※

床面積
年度末 翌月適用平均

※建物名称 把握方法 単位
床面積

前年度末

年度内における

変更の有無

行が足りない場合は４６行目以降に記入してください。

その場合、ページレイアウトタブて印刷範囲を調整してくたざい。

記入方法の詳細は次ページへ

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課
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B,C事業所算定資料４

４　床面積入力

４月末 ５月末 ６月末 ７月末 ８月末 ９月末 １０月末 １１月末 １２月末 １月末 ２月末 ３月末

ｍ２ 13,958.20 13,958.20 13,958.20 13,958.20 13,958.20 13,958.20 13,958.20 13,958.20 14,603.20 14,603.20 14,603.20 14,603.20 14,603.20 14,603.20 14,173.20

４月末 ５月末 ６月末 ７月末 ８月末 ９月末 １０月末 １１月末 １２月末 １月末 ２月末 ３月末

工場棟 建築確認書類 ｍ２ 2,815.20 変更なし 2,815.20 2,815.20

製品検査室棟 建築確認書類 ｍ２ 1,395.60 変更なし 1,395.60 1,395.60

倉庫 建築確認書類 ｍ２ 9,268.40 変更なし 9,268.40 9,268.40

守衛室 登記簿 ｍ２ 92.00 変更なし 92.00 92.00

ボイラー室 登記簿 ｍ２ 387.00 変更なし 387.00 387.00

社員食堂 建築確認書類 ｍ
２ 0.00 右記のとおり変更 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 645.00 645.00 645.00 645.00 645.00 645.00 215.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ
２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ
２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ
２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

　※　翌月適用平均　…　床面積の増減について、変更があった日を含む月の翌月から変更後の床面積になったものとして、月を単位として年度の平均をとった面積

参考（把握方法が「その他」である場合、その他特殊な事情についての参考情報）

事業所番号

令和７年度

合　　計

建物名称 把握方法 単位
床面積

前年度末

年度内における

変更の有無

床面積
年度末 翌月適用平均

※

床面積
年度末 翌月適用平均

※建物名称 把握方法 単位
床面積

前年度末

年度内における

変更の有無

行が足りない場合は４６行目以降に記入してください。

その場合、ページレイアウトタブて印刷範囲を調整してくたざい。

B,C事業所算定資料４

４　床面積入力

４月末 ５月末 ６月末 ７月末 ８月末 ９月末 １０月末 １１月末 １２月末 １月末 ２月末 ３月末

ｍ２ 13,958.20 13,958.20 13,958.20 13,958.20 13,958.20 13,958.20 13,958.20 13,958.20 14,603.20 14,603.20 14,603.20 14,603.20 14,603.20 14,603.20 14,173.20

４月末 ５月末 ６月末 ７月末 ８月末 ９月末 １０月末 １１月末 １２月末 １月末 ２月末 ３月末

工場棟 建築確認書類 ｍ
２ 2,815.20 変更なし 2,815.20 2,815.20

製品検査室棟 建築確認書類 ｍ２ 1,395.60 変更なし 1,395.60 1,395.60

倉庫 建築確認書類 ｍ
２ 9,268.40 変更なし 9,268.40 9,268.40

守衛室 登記簿 ｍ２ 92.00 変更なし 92.00 92.00

ボイラー室 登記簿 ｍ２ 387.00 変更なし 387.00 387.00

社員食堂 建築確認書類 ｍ
２ 0.00 右記のとおり変更 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 645.00 645.00 645.00 645.00 645.00 645.00 215.00

ｍ
２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ
２ 0.00 0.00

ｍ
２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ
２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ
２ 0.00 0.00

ｍ
２ 0.00 0.00

ｍ
２ 0.00 0.00

ｍ
２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

ｍ
２ 0.00 0.00

ｍ
２ 0.00 0.00

ｍ
２ 0.00 0.00

ｍ２ 0.00 0.00

　※　翌月適用平均　…　床面積の増減について、変更があった日を含む月の翌月から変更後の床面積になったものとして、月を単位として年度の平均をとった面積

参考（把握方法が「その他」である場合、その他特殊な事情についての参考情報）

事業所番号

令和７年度

合　　計

建物名称 把握方法 単位
床面積

前年度末

年度内における

変更の有無

床面積
年度末 翌月適用平均

※

床面積
年度末 翌月適用平均

※建物名称 把握方法 単位
床面積

前年度末

年度内における

変更の有無

行が足りない場合は４６行目以降に記入してください。

その場合、ページレイアウトタブて印刷範囲を調整してくたざい。

建物名称
 事業所内で通用している
 名称をそのまま記入

把握方法（根拠資料）
① 「建築確認書類」を優先して選択する。

② 建築確認の書類がなく、
不動産登記されている場合は、
「登記簿」を選択します。

③ それ以外の方法で確認する場合は、

「その他」を選択し、参考欄に詳細を記入。 

前年度末の値を入力

面積の変更の有無
① 「変更なし」を選択した場合は、空欄。

② 「右記のとおり変更」を選択した場合は、各月末の床面積を根拠資料等から転記する。
前年度末時点で撤去された床面積については、記入しないでください。 

例 1：当該年度の 10 月に社員食堂（床面積：645m2）を新築した場合
⇒  4 月末〜9 月末には「0」を記入、10 月末〜3 月末には「645」を記入

例 2：当該年度の 10 月に社員食堂（床面積：645m2）を撤去した場合
⇒ 4 月末〜9 月末には「645」を記入、10 月末〜3 月末には「0」を記入。 
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再エネ電気・
熱シート

70

事業所境界と
監視点図面

シート

事業所概要_
算定体制

シート

その他ガス
シート

監視点一覧
シート

燃料
シート

非化石燃料
シート

証書_森林吸
収量シート

参考シート
エネルギーと
目標設定ガス

シート

電気・熱・
都市ガス

シート

床面積
シート

手順① 算定資料の作成（B,C事業所）

各事業所の前年度の実績から算定資料を作成します。 算定資料は事業所ごとに作成します。
（例：県内に１か所のB事業所、２か所のC事業所がある場合 → ３つの算定資料を作成する） 

算定資料
ファイル

C事業所

算定資料
ファイル

B事業所
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B,C事業所算定資料５ー１ 事業所番号

令和７年度

使用量

種類 検定 4月分 5月分 6月分 7月分 8月分 9月分 10月分 11月分 12月分 1月分 2月分 3月分
保守的算定

（乗率）

①　事業所内へ供給される燃料使用量

②　算定対象から除く燃料使用量

排出係数

[t-C/GJ]
記入単位

CO２排出量

[t-CO2]

使用量

(年度計)

[記入単位]

熱量

[GJ]

単位発熱量

[GJ/固有単位]

計量器

５ー１　燃料使用量

監視点番号 排出活動の種類 種類 把握方法

＜燃料＞

内容
報告対象年度（実績年度）における燃料の

使用量等のデータを月ごとに入力します。

注意点

当該シートには、事業所の範囲における燃料
の使用量を記入してください。
都市ガスは「電気・熱_都市ガス」シートに記入し、
非化石燃料は「非化石燃料」シートに記入してく
ださい。

監視点番号は「事業所境界と監視点図面」
シート及び「監視点一覧」シートに記入した番号
と統一してください。

燃料使用量を特定計量器以外で実測する
場合、保守的算定を行ってください。

① 排出量に算定するもの
⇒ 実測値に1.05倍

② 排出量から除外するもの
⇒ 実測値に0.95倍

記入方法の詳細は次ページへ
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B,C事業所算定資料５ー１ 事業所番号

令和７年度

使用量

種類 検定 4月分 5月分 6月分 7月分 8月分 9月分 10月分 11月分 12月分 1月分 2月分 3月分
保守的算定

（乗率）

①　事業所内へ供給される燃料使用量

②　算定対象から除く燃料使用量

排出係数

[t-C/GJ]
記入単位

CO２排出量

[t-CO2]

使用量

(年度計)

[記入単位]

熱量

[GJ]

単位発熱量

[GJ/固有単位]

計量器

５ー１　燃料使用量

監視点番号 排出活動の種類 種類 把握方法

手順① 算定資料の作成（B,C事業所）
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B,C事業所算定資料５ー１ 事業所番号

令和７年度

使用量

種類 検定 4月分 5月分 6月分 7月分 8月分 9月分 10月分 11月分 12月分 1月分 2月分 3月分
保守的算定

（乗率）

①　事業所内へ供給される燃料使用量

3 燃料の使用 液化石油ガス_LPG_プロパン・ブタン混合 購買伝票等 m3 1,134.0 1,289.0 1,065.0 1,120.0 1,189.0 1,192.0 1,020.0 1,011.0 1,195.0 1,122.0 1,205.0 - 12,542.0 50.1 1,372.0 0.0163 82.0

排出係数

[t-C/GJ]
記入単位

CO２排出量

[t-CO2]

使用量

(年度計)

[記入単位]

熱量

[GJ]

単位発熱量

[GJ/固有単位]

計量器

５ー１　燃料使用量

監視点番号 排出活動の種類 種類 把握方法

監視点番号
 監視点一覧シートと統一

把握方法を選択

使用量について
① 使用量がない月は「0」を記入してください。
② 年度途中で監視点を新設（撤去）した場合、使用開始前（撤去後）については、

「−（ハイフン）」を記入してください。

 例 1：当該年度の 10 月に危険物貯蔵所を新設した場合
 ⇒ 4 月分〜9 月分には「−」を記入、

10 月分〜3 月分には「購買伝票に記載されている値」を記入。
 例 2：当該年度の 10 月に危険物貯蔵所を撤去した場合
 ⇒ 4 月分〜9 月分には「購買伝票に記載されている値」を記入、

10 月分〜3 月分には「−」を記入。

燃料種類を選択

事業所外供給について
事業所外への供給を行っている場合等、算定から除くものがある場合、「②算定対象から除く燃料使用量」に記入します。
（例：事業所内の給油所からナンバープレートのある自動車に給油した場合）

なお、燃料を元に熱・電気を発生させ、他事業所へ供給する場合は、電気・熱_都市ガスシートの「⑫ 算定対象から除く電気・
熱・都市ガスの使用量」欄に記入します。

計量器の種類を入力
把握方法で計量器を選択した

場合、種類、検定の有無を入力。

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課

保守的算定
把握方法で計量器の実測値を選択し、
検定「無」を選択した場合、乗率を選択



再エネ電気・
熱シート

73

事業所境界と
監視点図面

シート

事業所概要_
算定体制

シート

その他ガス
シート

監視点一覧
シート

燃料
シート

非化石燃料
シート

証書_森林吸
収量シート

参考シート
エネルギーと
目標設定ガス

シート

電気・熱・
都市ガス

シート

床面積
シート

手順① 算定資料の作成（B,C事業所）

各事業所の前年度の実績から算定資料を作成します。 算定資料は事業所ごとに作成します。
（例：県内に１か所のB事業所、２か所のC事業所がある場合 → ３つの算定資料を作成する） 

算定資料
ファイル

C事業所

算定資料
ファイル

B事業所
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＜電気・熱_都市ガス＞

内容
報告対象年度（実績年度）における電気・熱、

都市ガスの使用量等のデータを月ごとに入力。

注意点

当該シートには、事業所の範囲における電気・
熱、都市ガスの使用量を記入してください。

再生可能エネルギーの使用量は「再エネ電気
・熱」シートに記入し、非化石燃料は「非化石燃
料」シートに記入してください。

監視点番号は「事業所境界と監視点図面」
シート及び「監視点一覧」シートに記入した番号
と統一してください。

電気・熱、都市ガス使用量を特定計量器以外
で実測する場合、保守的算定を行ってください。

① 排出量に算定するもの
⇒ 実測値に1.05倍

② 排出量から除外するもの
⇒ 実測値に0.95倍

記入方法の詳細は次ページへ

B,C事業所算定資料５ー２

電気・熱 使用量

供給会社等

選択または入力可能

メニュー

有無

メニュー別

契約名称
メータ種

単位発熱量

[MJ/Nm
3
]

単位発熱量

[MJ/m
3

(SATP)]

一次エネルギー

換算係数

[GJ/固有単位]

設定根拠 種類 検定 4月分 5月分 6月分 7月分 8月分 9月分 10月分 11月分 12月分 1月分 2月分 3月分

保守的

算定

（乗率）

①　事業所内へ供給される電気・熱・都市ガスの使用量

1-1-① 電気の使用_一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電 電気_電気事業者からの買電 A0269:東京電力エナジーパートナー(株) 有 メニューM 8.64 国公表値 0.452 t-CO2/千kWh 購買伝票等 千kWh 756.0 654.6 799.8 - - - - - - - - - 2,210.4 19,097.9 999.1

1-1-② 電気の使用_一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電 電気_電気事業者からの買電 A0064:東京ガス(株) 有 メニューF 8.64 国公表値 0.368 t-CO2/千kWh 購買伝票等 千kWh - - - 864.0 900.2 862.8 811.4 7,778.3 717.0 712.1 690.8 764.6 14,101.2 121,834.4 5,189.2

1-3 電気の使用_一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電 電気_電気事業者からの買電 A0269:東京電力エナジーパートナー(株) 有 メニューM 8.64 国公表値 0.452 t-CO2/千kWh 購買伝票等 kWh 1,254.0 998.0 1,547.0 1,887.0 1,925.0 1,749.0 1,560.0 1,198.0 1,224.0 1,201.0 1,185.0 1,238.0 16,966.0 146.6 7.7

2-1 都市ガスの使用 都市ガス A0020:東京ガス(株)_13A 有 残差 中間圧以上用 45.00 40.00 国公表値 2.05 t-CO2/千m3(SATP) 購買伝票等 千m
3 140.1 130.5 152.6 186.8 220.4 208.5 165.9 152.5 160.1 162.9 145.5 137.0 1,962.8 83,110.0 4,259.4

2-2 都市ガスの使用 都市ガス A0020:東京ガス(株)_13A 有 残差 低圧用 45.00 40.00 国公表値 2.05 t-CO2/千m3(SATP) 購買伝票等 m3 5,801.0 5,182.0 5,724.0 6,431.0 7,212.0 6,788.0 6,235.0 5,707.0 6,096.0 5,847.0 5,841.0 5,884.0 72,748.0 3,111.0 159.4

②　算定対象から除く電気・熱・都市ガスの使用量

1-2 住宅用途への供給 電気_電気事業者からの買電 A0269:東京電力エナジーパートナー(株) 有 メニューM 8.64 国公表値 0.452 t-CO2/千kWh 計量器の実測値 積算電力計 無 kWh 7,578.8 6,671.6 8,020.2 - - - - - - - - - 0.95 21,157.1 182.8 9.6

1-2 住宅用途への供給 電気_電気事業者からの買電 A0064:東京ガス(株) 有 メニューF 8.64 国公表値 0.368 t-CO2/千kWh 計量器の実測値 積算電力計 無 kWh - - - 8,666.5 9,028.0 8,651.7 8,136.6 7,801.4 7,187.2 7,137.2 6,923.9 7,663.7 0.95 67,636.4 584.4 24.9

事業所番号

CO２排出量

[t-CO2]

５－２　再生可能エネルギー以外の電気・熱の使用量及び都市ガスの使用量 令和７年度

都市ガス 排出係数

排出係数

[t-CO2/固有単位]

監視点番号 排出活動の種類 種類

計量器

把握方法

契約情報

単位

使用量

（年度計）

[記入単位]

熱量

[GJ]
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B,C事業所算定資料５ー２

電気・熱 使用量

供給会社等

選択または入力可能

メニュー

有無

メニュー別

契約名称
メータ種

単位発熱量

[MJ/Nm3]

単位発熱量

[MJ/m3

(SATP)]

一次エネルギー

換算係数

[GJ/固有単位]

設定根拠 種類 検定 4月分 5月分 6月分 7月分 8月分 9月分 10月分 11月分 12月分 1月分 2月分 3月分

保守的

算定

（乗率）

①　事業所内へ供給される電気・熱・都市ガスの使用量

1-1-① 電気の使用_一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電 電気_電気事業者からの買電 A0269:東京電力エナジーパートナー(株) 有 メニューM 8.64 国公表値 0.452 t-CO2/千kWh 購買伝票等 千kWh 756.0 654.6 799.8 - - - - - - - - - 2,210.4 19,097.9 999.1

1-1-② 電気の使用_一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電 電気_電気事業者からの買電 A0064:東京ガス(株) 有 メニューF 8.64 国公表値 0.368 t-CO2/千kWh 購買伝票等 千kWh - - - 864.0 900.2 862.8 811.4 7,778.3 717.0 712.1 690.8 764.6 14,101.2 121,834.4 5,189.2

1-3 電気の使用_一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電 電気_電気事業者からの買電 A0269:東京電力エナジーパートナー(株) 有 メニューM 8.64 国公表値 0.452 t-CO2/千kWh 購買伝票等 kWh 1,254.0 998.0 1,547.0 1,887.0 1,925.0 1,749.0 1,560.0 1,198.0 1,224.0 1,201.0 1,185.0 1,238.0 16,966.0 146.6 7.7

2-1 都市ガスの使用 都市ガス A0020:東京ガス(株)_13A 有 残差 中間圧以上用 45.00 40.00 国公表値 2.05 t-CO2/千m3(SATP) 購買伝票等 千m3 140.1 130.5 152.6 186.8 220.4 208.5 165.9 152.5 160.1 162.9 145.5 137.0 1,962.8 83,110.0 4,259.4

2-2 都市ガスの使用 都市ガス A0020:東京ガス(株)_13A 有 残差 低圧用 45.00 40.00 国公表値 2.05 t-CO2/千m3(SATP) 購買伝票等 m3 5,801.0 5,182.0 5,724.0 6,431.0 7,212.0 6,788.0 6,235.0 5,707.0 6,096.0 5,847.0 5,841.0 5,884.0 72,748.0 3,111.0 159.4

事業所番号

CO２排出量

[t-CO2]

５－２　再生可能エネルギー以外の電気・熱の使用量及び都市ガスの使用量 令和７年度

都市ガス 排出係数

排出係数

[t-CO2/固有単位]

監視点番号 排出活動の種類 種類

計量器

把握方法

契約情報

単位

使用量

（年度計）

[記入単位]

熱量

[GJ]

手順① 算定資料の作成（B,C事業所）

75

監視点番号
 監視点一覧シートと統一

 排出活動の種類を選択

 「排出活動の種類」を選択することで、詳細な「種類」を選択
することができるようになります。

電気の使用_一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電

・ 電気事業者からの買電
・ 自己託送_非燃料由来の非化石電気以外

⇒ 第４計画期間からは昼夜の区別はなし

電気の使用_一般送配電事業者の電線路以外

・ 「オンサイト型PPA、自家発電、非燃料由来の非化石電気」 以外
からの買電

熱の使用

・ 産業用蒸気
・ 産業用以外の蒸気
・ 温水
・ 冷水

都市ガスの使用

・ 都市ガス

第３計画期間から変更なし

第４計画期間から「燃料の使用」と
分けて報告するように変更

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課
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B,C事業所算定資料５ー２

電気・熱 使用量

供給会社等

選択または入力可能

メニュー

有無

メニュー別

契約名称
メータ種

単位発熱量

[MJ/Nm3]

単位発熱量

[MJ/m3

(SATP)]

一次エネルギー

換算係数

[GJ/固有単位]

設定根拠 種類 検定 4月分 5月分 6月分 7月分 8月分 9月分 10月分 11月分 12月分 1月分 2月分 3月分

保守的

算定

（乗率）

①　事業所内へ供給される電気・熱・都市ガスの使用量

1-1-① 電気の使用_一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電 電気_電気事業者からの買電 A0269:東京電力エナジーパートナー(株) 有 メニューM 8.64 国公表値 0.452 t-CO2/千kWh 購買伝票等 千kWh 756.0 654.6 799.8 - - - - - - - - - 2,210.4 19,097.9 999.1

1-1-② 電気の使用_一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電 電気_電気事業者からの買電 A0064:東京ガス(株) 有 メニューF 8.64 国公表値 0.368 t-CO2/千kWh 購買伝票等 千kWh - - - 864.0 900.2 862.8 811.4 7,778.3 717.0 712.1 690.8 764.6 14,101.2 121,834.4 5,189.2

1-3 電気の使用_一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電 電気_電気事業者からの買電 A0269:東京電力エナジーパートナー(株) 有 メニューM 8.64 国公表値 0.452 t-CO2/千kWh 購買伝票等 kWh 1,254.0 998.0 1,547.0 1,887.0 1,925.0 1,749.0 1,560.0 1,198.0 1,224.0 1,201.0 1,185.0 1,238.0 16,966.0 146.6 7.7

2-1 都市ガスの使用 都市ガス A0020:東京ガス(株)_13A 有 残差 中間圧以上用 45.00 40.00 国公表値 2.05 t-CO2/千m3(SATP) 購買伝票等 千m3 140.1 130.5 152.6 186.8 220.4 208.5 165.9 152.5 160.1 162.9 145.5 137.0 1,962.8 83,110.0 4,259.4

2-2 都市ガスの使用 都市ガス A0020:東京ガス(株)_13A 有 残差 低圧用 45.00 40.00 国公表値 2.05 t-CO2/千m3(SATP) 購買伝票等 m3 5,801.0 5,182.0 5,724.0 6,431.0 7,212.0 6,788.0 6,235.0 5,707.0 6,096.0 5,847.0 5,841.0 5,884.0 72,748.0 3,111.0 159.4

事業所番号

CO２排出量

[t-CO2]

５－２　再生可能エネルギー以外の電気・熱の使用量及び都市ガスの使用量 令和７年度

都市ガス 排出係数

排出係数

[t-CO2/固有単位]

監視点番号 排出活動の種類 種類

計量器

把握方法

契約情報

単位

使用量

（年度計）

[記入単位]

熱量

[GJ]

契約情報（供給会社、メニュー有無、メニュー別契約名称）
供給会社等

契約している供給会社等を選択して下さい。選択肢にない場合は直接入力して下さい。

メニュー有無

国が公表する事業者別の排出係数一覧において、該当するメニューがある場合
（残差のメニューを含む）は「有」を、ない場合は「無」を選択。
どのメニューに該当するかは、供給業者に確認してください。

メニュー別契約名称

契約しているメニューがある場合、選択する。選択肢にない場合は空欄として下さい。

都市ガス
メーター種

「中間圧以上用」、「低圧用」のいずれかを選択してください。 

単位発熱量 [MJ/Nm3]

自動入力されます。

単位発熱量 [MJ/Nm3(SATP)]

都市ガスを選択した場合、自動で「40.00」の数値が記入されます。
標準環境状態（25℃、1bar）における単位発熱量の数値が把握
できる場合は、「40.00」をその数値で上書きしてください。
把握できない場合は「40.00」のままにしてください。

一次エネルギー換算係数
選択した「電気・熱、都市ガス」の
種類によって自動入力されます。

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課
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 排出係数について

 「設定根拠」を選択することで、「供給会社等」と「メニュー別契約名称」に応じた
排出係数が自動で入力されます。

国公表値

メニュー有無で「有」を選択した場合は「国公表値」を選択してください。
選択した 「供給会社等」と「メニュー別契約名称」に応じて、国が公表する事業者別排出係数
の一覧を基に排出係数が自動で入力されます。

国代替値

メニュー有無で「無」を選択し、国が公表する事業者別排出係数一覧にない小売電気事業者
（小売事業者）から供給を受けている場合等、対象年度の事業者等ごとの排出係数が把握
できない場合は、国が公表する代替値を選択します。排出係数が自動で入力されます。

自己作成値

上記２つ以外の場合で、小売電気事業者（小売事業者）以外の者から供給を受けた電気・熱
については排出係数を作成して使用することができます。
その場合、算定した数値については、検証機関による第三者検証を受ける必要があります。

設定根拠

国公表値 0.452 t-CO2/千kWh

国代替値 0.416 t-CO2/千kWh

自己作成値 要記入 t-CO2/千kWh

自己作成値 0.352 t-CO2/千kWh

排出係数

排出係数

[t-CO2/固有単位]

※ 国が公表する排出係数は毎年度更新されるため、必ず報告する年度に対応した算定資料を使用してください。
※ 審査終了後に翌年度提出用の排出係数に更新したファイルを返却しますので、それを使用してください。
※ ただし、排出係数の公表時期の都合により、電気の排出係数については暫定値、熱・都市ガスについては

※前年度提出用の排出係数が組み込まれています。
※ 県の審査時に、提出された算定資料中の電気・熱・都市ガスの排出係数を更新します。

（電気は確定値に、熱・都市ガスは提出年度の排出係数に更新）
※ その場合、再計算により使用量、排出量等が提出時から変化する場合があります。

自動入力されるセルを上書きした場合、
セルの背景色が橙色になり、自動入力が
できなくなります。
元に戻す場合は県にご連絡ください。

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課
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電気・熱 使用量

供給会社等

選択または入力可能

メニュー

有無

メニュー別

契約名称
メータ種

単位発熱量

[MJ/Nm3]

単位発熱量

[MJ/m3

(SATP)]

一次エネルギー

換算係数

[GJ/固有単位]

設定根拠 種類 検定 4月分 5月分 6月分 7月分 8月分 9月分 10月分 11月分 12月分 1月分 2月分 3月分

保守的

算定

（乗率）

①　事業所内へ供給される電気・熱・都市ガスの使用量

1-1-① 電気の使用_一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電 電気_電気事業者からの買電 A0269:東京電力エナジーパートナー(株) 有 メニューM 8.64 国公表値 0.452 t-CO2/千kWh 購買伝票等 千kWh 756.0 654.6 799.8 - - - - - - - - - 2,210.4 19,097.9 999.1

1-1-② 電気の使用_一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電 電気_電気事業者からの買電 A0064:東京ガス(株) 有 メニューF 8.64 国公表値 0.368 t-CO2/千kWh 購買伝票等 千kWh - - - 864.0 900.2 862.8 811.4 7,778.3 717.0 712.1 690.8 764.6 14,101.2 121,834.4 5,189.2

1-3 電気の使用_一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電 電気_電気事業者からの買電 A0269:東京電力エナジーパートナー(株) 有 メニューM 8.64 国公表値 0.452 t-CO2/千kWh 購買伝票等 kWh 1,254.0 998.0 1,547.0 1,887.0 1,925.0 1,749.0 1,560.0 1,198.0 1,224.0 1,201.0 1,185.0 1,238.0 16,966.0 146.6 7.7

2-1 都市ガスの使用 都市ガス A0020:東京ガス(株)_13A 有 残差 中間圧以上用 45.00 40.00 国公表値 2.05 t-CO2/千m3(SATP) 購買伝票等 千m3 140.1 130.5 152.6 186.8 220.4 208.5 165.9 152.5 160.1 162.9 145.5 137.0 1,962.8 83,110.0 4,259.4

2-2 都市ガスの使用 都市ガス A0020:東京ガス(株)_13A 有 残差 低圧用 45.00 40.00 国公表値 2.05 t-CO2/千m3(SATP) 購買伝票等 m3 5,801.0 5,182.0 5,724.0 6,431.0 7,212.0 6,788.0 6,235.0 5,707.0 6,096.0 5,847.0 5,841.0 5,884.0 72,748.0 3,111.0 159.4

事業所番号

CO２排出量

[t-CO2]

５－２　再生可能エネルギー以外の電気・熱の使用量及び都市ガスの使用量 令和７年度

都市ガス 排出係数

排出係数

[t-CO2/固有単位]

監視点番号 排出活動の種類 種類

計量器

把握方法

契約情報

単位

使用量

（年度計）

[記入単位]

熱量

[GJ]
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計量器の種類を入力
把握方法で計量器を選択した

場合、種類、検定の有無を入力。

把握方法を選択

使用量について
① 購買伝票等に書かれた使用量をそのまま記入してください。（四捨五入や端数処理等は行わず、小数点以下全ての値を正確に記入してください。） 

第４計画期間からは、保守的な算定をする場合、乗率の選択によって行います。使用量の欄には実測値を記入してください。
② 使用量がない月は「0」を記入してください。
③ 年度途中で監視点を新設（撤去）した場合、使用開始前（撤去後）については、「−（ハイフン）」を記入してください。

 例 1：当該年度の 10 月に電力計を新設した場合
 ⇒ 4 月分〜9 月分には「−」を記入、10 月分〜3 月分には「購買伝票に記載されている値」を記入。

 例 2：当該年度の 10 月に電力計を撤去した場合
 ⇒ 4 月分〜9 月分には「購買伝票に記載されている値」を記入、10 月分〜3 月分には「−」を記入。

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課

保守的算定
把握方法で計量器の実測値を選択し、
検定「無」を選択した場合、乗率を選択
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算定対象から除く電気・熱・都市ガスの使用量について
事業所外への供給を行っている場合等、算定から除くものがある場合、「②算定対象から除く電気・熱・都市ガスの使用量」に記入します。
（例：社宅などの住宅用途の建屋への供給、事業所内の充電器からナンバープレートのある電気自動車に充電した場合）

なお、「他事業所への熱や電気の供給」は、自らの事業所で発電や熱製造を行い、それを他事業所へ供給している場合に選択します。
（排出係数欄に自己作成値を設定する必要があります）
熱供給事業者及び電気供給事業者など、本来業務として供給している場合の外部供給は、 この項目に該当しません。
算定対象活動として排出量を算定してください。

電気・熱 使用量

供給会社等

選択または入力可能

メニュー

有無

メニュー別

契約名称
メータ種

単位発熱量

[MJ/Nm
3
]

単位発熱量

[MJ/m
3

(SATP)]

一次エネルギー

換算係数

[GJ/固有単位]

設定根拠 種類 検定 4月分 5月分 6月分 7月分 8月分 9月分 10月分 11月分 12月分 1月分 2月分 3月分

保守的

算定

（乗率）

②　算定対象から除く電気・熱・都市ガスの使用量

1-2 住宅用途への供給 電気_電気事業者からの買電 A0269:東京電力エナジーパートナー(株) 有 メニューM 8.64 国公表値 0.452 t-CO2/千kWh 計量器の実測値 積算電力計 無 kWh 7,578.8 6,671.6 8,020.2 - - - - - - - - - 0.95 21,157.1 182.8 9.6

1-2 住宅用途への供給 電気_電気事業者からの買電 A0064:東京ガス(株) 有 メニューF 8.64 国公表値 0.368 t-CO2/千kWh 計量器の実測値 積算電力計 無 kWh - - - 8,666.5 9,028.0 8,651.7 8,136.6 7,801.4 7,187.2 7,137.2 6,923.9 7,663.7 0.95 67,636.4 584.4 24.9

CO２排出量

[t-CO2]

都市ガス 排出係数

排出係数

[t-CO2/固有単位]

監視点番号 排出活動の種類 種類

計量器

把握方法

契約情報

単位

使用量

（年度計）

[記入単位]

熱量

[GJ]

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課

電気・熱 使用量

供給会社等

選択または入力可能

メニュー

有無

メニュー別

契約名称
メータ種

単位発熱量

[MJ/Nm
3
]

単位発熱量

[MJ/m
3

(SATP)]

一次エネルギー

換算係数

[GJ/固有単位]

設定根拠 種類 検定 4月分 5月分 6月分 7月分 8月分 9月分 10月分 11月分 12月分 1月分 2月分 3月分

保守的

算定

（乗率）

②　算定対象から除く電気・熱・都市ガスの使用量

1-2 住宅用途への供給 電気_電気事業者からの買電 A0269:東京電力エナジーパートナー(株) 有 メニューM 8.64 国公表値 0.452 t-CO2/千kWh 計量器の実測値 積算電力計 無 kWh 7,578.8 6,671.6 8,020.2 - - - - - - - - - 0.95 21,157.1 182.8 9.6

1-2 住宅用途への供給 電気_電気事業者からの買電 A0064:東京ガス(株) 有 メニューF 8.64 国公表値 0.368 t-CO2/千kWh 計量器の実測値 積算電力計 無 kWh - - - 8,666.5 9,028.0 8,651.7 8,136.6 7,801.4 7,187.2 7,137.2 6,923.9 7,663.7 0.95 67,636.4 584.4 24.9

CO２排出量

[t-CO2]

都市ガス 排出係数

排出係数

[t-CO2/固有単位]

監視点番号 排出活動の種類 種類

計量器

把握方法

契約情報

単位

使用量

（年度計）

[記入単位]

熱量

[GJ]

-①

-②
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手順① 算定資料の作成（B,C事業所）

各事業所の前年度の実績から算定資料を作成します。 算定資料は事業所ごとに作成します。
（例：県内に１か所のB事業所、２か所のC事業所がある場合 → ３つの算定資料を作成する） 

算定資料
ファイル

C事業所

算定資料
ファイル

B事業所
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＜再エネ電気・熱＞

内容
報告対象年度（実績年度）における再生可能

エネルギー由来の電気・熱の使用量等のデータ
を月ごとに入力します。

注意点

当該シートには、事業所の範囲における
再生可能エネルギー由来の電気・熱の使用量
を記入してください。

電気や温水、冷水及び蒸気を発生させずに
バイオマスを使用した場合は、「非化石燃料」
シートに記入してください。

監視点番号は「事業所境界と監視点図面」
シート及び「監視点一覧」シートに記入した番号
と統一してください。

再生可能エネルギー由来の電気・熱の使用量
を特定計量器以外で実測する場合、保守的算
定を行ってください。
（電気・熱・都市ガス使用量の考え方と同様）

記入方法の詳細は次ページへ

B,C事業所算定資料５ー３

使用量

再エネの種類 (バイオマス燃料種）
(バイオマス燃料の持

続可能性の有無）
設定根拠

排出係数

t-CO2/固有単位
種類 検定 4月分 5月分 6月分 7月分 8月分 9月分 10月分 11月分 12月分 1月分 2月分 3月分

保守的算定

（乗率）

①　事業所等で再生可能エネルギー等により発電した電気及び発生させた熱の自家消費

4 電気の使用_一般送配電事業者の電線路以外 電気_オンサイト型PPA 太陽光 有 3.6 目標設定ガスの算定対象外 0 計量器の実測値 積算電力計 無 kWh 1,198.0 1,240.0 1,150.0 1,362.0 1,358.0 1,310.0 1,201.0 1,152.0 1,045.0 1,002.0 998.0 1,175.0 1.05 14,900.6 53.6 0.0

②　事業所外から供給される再生可能エネルギー等により発電した電気及び発生させた熱

③　算定対象から除く再生可能エネルギー由来の電気・熱

把握方法
環境価値

の有無

再エネの種類

単位種類
CO２排出量

[t-CO2]

５－3　再生可能エネルギー由来の電気・熱の使用量

熱量

[GJ]

令和７年度

事業所番号

使用量

（年度計）

[記入単位]

監視点番号 排出活動の種類

一次エネルギー

換算係数

[GJ/固有単位]

排出係数 計量器
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B,C事業所算定資料５ー３

再エネの種類 (バイオマス燃料種）
(バイオマス燃料の持

続可能性の有無）

①　事業所等で再生可能エネルギー等により発電した電気及び発生させた熱の自家消費

②　事業所外から供給される再生可能エネルギー等により発電した電気及び発生させた熱

③　算定対象から除く再生可能エネルギー由来の電気・熱

環境価値

の有無

再エネの種類

種類

５－3　再生可能エネルギー由来の電気・熱の使用量

監視点番号 排出活動の種類

再エネ由来の電気・熱使用量の記載方法

 再エネ由来の電気・熱の供給方法等によって、記載する項目が
異なります。

① 事業所等で再生可能エネルギー等により発電した電気及び発生させた
熱の自家消費

事業所内で再生可能エネルギー等により発生させた電気・熱について
記入します。

例１ ： オンサイト型PPAによる電力供給をしている場合
例２ ： 自家発電により電力供給をしている場合

② 事業所外から供給される再生可能エネルギー等により発電した電気
及び発生させた熱

事業所外から再生可能エネルギー等により発生させた電気・熱を受け
入れた場合に記入します。

例 ： オフサイト型PPAによる電力供給を受けている場合

③ 算定対象から除く再生可能エネルギー由来の電気・熱

事業所外供給を行っている場合等、算定から除くものがある場合に記入
します。

例 ： 事業所内の充電器からﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄのある電気自動車に充電した場合

①

②

③
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B,C事業所算定資料５ー３

再エネの種類 (バイオマス燃料種）
(バイオマス燃料の持

続可能性の有無）

①　事業所等で再生可能エネルギー等により発電した電気及び発生させた熱の自家消費

4 電気の使用_一般送配電事業者の電線路以外 電気_オンサイト型PPA 太陽光

電気の使用_一般送配電事業者の電線路以外 電気_自家発電 風力

電気の使用_一般送配電事業者の電線路以外 電気_非燃料由来の非化石電気 バイオマス バイオエタノール 有

熱の使用 熱_産業用蒸気 太陽光

熱の使用 熱_産業用以外の蒸気

熱の使用 熱_温水 地熱

熱の使用 熱_冷水

②　事業所外から供給される再生可能エネルギー等により発電した電気及び発生させた熱

電気の使用_一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電 電気_オフサイト型PPA

電気の使用_一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電 電気_自己託送_非燃料由来の非化石電気

電気の使用_一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電 電気_自己託送_非燃料由来の非化石電気以外

電気の使用_一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電 電気_仮想電力購入契約

熱の使用 熱_産業用蒸気

熱の使用 熱_産業用以外の蒸気

熱の使用 熱_温水

熱の使用 熱_冷水

再エネの種類

種類

５－3　再生可能エネルギー由来の電気・熱の使用量

監視点番号 排出活動の種類

排出活動の種類を選択

 「排出活動の種類」を選択することで、詳細な「種類」を選択することができます。

① 事業所等で再生可能エネルギー等により発電した電気及び発生させた熱の自家消費

電気の使用_一般送配電事業者の電線路以外

・ オンサイト型PPA
・ 自家発電（太陽光・風力・ 地熱・水力）
・ 非燃料由来の非化石電気

熱の使用

・ 産業用蒸気
・ 産業用以外の蒸気
・ 温水
・ 冷水

② 事業所外から供給される再生可能エネルギー等により発電した電気及び発生させた熱

電気の使用_一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電

・ オフサイト型PPA
・ 自己託送_非燃料由来の非化石電気
・ 自己託送_非燃料由来の非化石電気以外
・ 仮想電力購入契約

熱の使用

①と同様
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B,C事業所算定資料５ー３

再エネの種類 (バイオマス燃料種）
(バイオマス燃料の持

続可能性の有無）
設定根拠

排出係数

t-CO2/固有単位

①　事業所等で再生可能エネルギー等により発電した電気及び発生させた熱の自家消費

4 電気の使用_一般送配電事業者の電線路以外 電気_オンサイト型PPA 太陽光 有 3.6 目標設定ガスの算定対象外 0

電気の使用_一般送配電事業者の電線路以外 電気_自家発電 太陽光 無 3.6 国代替値 0.416

電気の使用_一般送配電事業者の電線路以外 電気_非燃料由来の非化石電気 バイオマス バイオエタノール 有 有 3.6 目標設定ガスの算定対象外 0

熱の使用 熱_産業用蒸気 バイオマス バイオエタノール 無 無 1.17 国代替値 0.0532

環境価値

の有無

再エネの種類

種類

５－3　再生可能エネルギー由来の電気・熱の使用量

監視点番号 排出活動の種類

一次エネルギー

換算係数

[GJ/固有単位]

排出係数

再エネの種類

再エネの種類

電気・熱の由来となる再生可能エネルギーを選択してください。

バイオマス燃料種

「再エネの種類」で「バイオマス」を選択した場合は、その燃料種を選択してください。

バイオマス燃料の持続可能性の有無

「再エネの種類」で「バイオマス」を選択した場合は、バイオマス燃料の持続可能性の有
無を選択してください。

持続可能性の有無は資源エネルギー庁が公表する「事業計画策定ガイドライン（バイオ
マス発電）」に準じて判断してください。

環境価値の有無
環境価値を保有している（移転していない）場合は「有」を選択し、

保有していない（移転している）場合は「無」を選択してください。
なお、バイオマス燃料の持続可能性が「無」の場合は、環境価値は

「無」となります。

排出係数（設定根拠、排出係数）
設定根拠

「環境価値の有無」で「有」を選択した場合は、「目標設定ガスの算定
対象外」を選択。「無」 を選択した場合、「国代替値」を選択。

排出係数
自動入力されます。
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使用量について
① 購買伝票等に書かれた使用量をそのまま記入してください。（四捨五入や端数処理等は行わず、小数点以下全ての値を正確に記入してください。） 

第４計画期間からは、保守的な算定をする場合、乗率の選択によって行います。使用量の欄には実測値を記入し てください。
② 使用量がない月は「0」を記入してください。
③ 年度途中で監視点を新設（撤去）した場合、使用開始前（撤去後）については、「−（ハイフン）」を記入してください。

 例 1：当該年度の 10 月に電力計を新設した場合
 ⇒ 4 月分〜9 月分には「−」を記入、10 月分〜3 月分には「購買伝票に記載されている値」を記入。

 例 2：当該年度の 10 月に電力計を撤去した場合
 ⇒ 4 月分〜9 月分には「購買伝票に記載されている値」を記入、10 月分〜3 月分には「−」を記入。

使用量

設定根拠
排出係数

t-CO2/固有単位
種類 検定 4月分 5月分 6月分 7月分 8月分 9月分 10月分 11月分 12月分 1月分 2月分 3月分

保守的算定

（乗率）

目標設定ガスの算定対象外 0 計量器の実測値 積算電力計 無 kWh 1,198.0 1,240.0 1,150.0 1,362.0 1,358.0 1,310.0 1,201.0 1,152.0 1,045.0 1,002.0 998.0 1,175.0 1.05 14,900.6 53.6 0.0

把握方法 単位
CO２排出量

[t-CO2]

熱量

[GJ]

令和７年度

事業所番号

使用量

（年度計）

[記入単位]

排出係数 計量器

計量器の種類を入力
把握方法で計量器を選択した

場合、種類、検定の有無を入力。

把握方法を入力
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環境価値「無」を選択、かつ把握方法で
計量器の実測値を選択し、検定「無」を

選択した場合、乗率を選択
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事業所境界と
監視点図面

シート

事業所概要_
算定体制

シート

その他ガス
シート

監視点一覧
シート

燃料
シート

非化石燃料
シート

証書_森林吸
収量シート

参考シート
エネルギーと
目標設定ガス

シート

電気・熱・
都市ガス

シート

床面積
シート

手順① 算定資料の作成（B,C事業所）

各事業所の前年度の実績から算定資料を作成します。 算定資料は事業所ごとに作成します。
（例：県内に１か所のB事業所、２か所のC事業所がある場合 → ３つの算定資料を作成する） 

算定資料
ファイル

C事業所

算定資料
ファイル

B事業所
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＜非化石燃料＞

内容
報告対象年度（実績年度）における非化石燃

料の年間における使用量等のデータを入力。

注意点

当該シートには、事業所の範囲における
非化石燃料の使用量を記入してください。

バイオマス燃料を電気や温水、冷水及び蒸気
に変換して使用した場合は、「再エネ電気・熱
シー ト」に記入してください。 

使用量については、原則として、購買伝票等
により把握し、算定対象年度の４月～３月分の
購買伝票等の合計値を使用量としてください。

区分の欄に該当する非化石燃料がない場合、
その燃料名を記入してください。

燃料名を記入した場合は、その単位発熱量、
温室効果ガス排出係数を記入してください。

B,C事業所算定資料５ー４

５－４　非化石燃料使用量

kg 18.00 GJ/t 1.07 t-CO2/t

kg 26.90 GJ/t 1.64 t-CO2/t

kg 33.20 GJ/t 1.64 t-CO2/t

kg 29.30 GJ/t 2.76 t-CO2/t

kg 29.30 GJ/t 2.57 t-CO2/t

L 40.20 GJ/kL 2.64 t-CO2/kL

L 38.00 GJ/kL 2.62 t-CO2/kL

m3 21.20 GJ/千m3

kg 17.10 GJ/t

kg GJ/kg t-CO2/kg

kg GJ/kg t-CO2/kg

kg 13.60 GJ/t

kg 13.20 GJ/t

kg 17.10 GJ/t

L 23.40 GJ/kL

L 35.60 GJ/kL

m3 21.20 GJ/千m3

kg 13.20 GJ/t

L GJ/L

kg GJ/kg

kg 142.00 GJ/t

kg 22.50 GJ/t

kg GJ/kg

kg GJ/kg

令和７年度

事業所番号

日本産業規格Ａ列４番

ア ン モ ニ ア

水 素

木 材

木 質 廃 材

バ イ オ エ タ ノ ー ル

バ イ オ デ ィ ー ゼ ル

バ イ オ ガ ス

非化石燃料の種類 区  分 単  位

非

化

石

燃

料

使

用

量

ご み 固 形 燃 料 （ RDF ）

ご み 固 形 燃 料 （ RPF ）

廃 タ イ ヤ

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 （ 一 般 廃 棄 物 ）

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 （ 産 業 廃 棄 物 ）

廃油（植物性のもの及び動物性のものを除

く。）、廃油（植物性のもの及び動物性のも

のを除く。）から製造された燃料炭化水素油

廃プラスチック類から製造された燃料炭化水

素 油

廃 棄 物 ガ ス

廃 棄 物 原 燃 料

（燃料とし て使

用する廃棄 物及

び廃棄物由 来の

燃 料 ）

上記以外の 非化

石 燃 料

バイオマス燃料

そ の 他 バ イ オ マ ス

混 合 廃 材

黒 液

使用量

(年度計）
単位発熱量

温室効果ガス

排出係数
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事業所境界と
監視点図面

シート

事業所概要_
算定体制

シート

その他ガス
シート

監視点一覧
シート

燃料
シート

非化石燃料
シート

証書_森林吸
収量シート

参考シート
エネルギーと
目標設定ガス

シート

電気・熱・
都市ガス

シート

床面積
シート

手順① 算定資料の作成（B,C事業所）

各事業所の前年度の実績から算定資料を作成します。 算定資料は事業所ごとに作成します。
（例：県内に１か所のB事業所、２か所のC事業所がある場合 → ３つの算定資料を作成する） 

算定資料
ファイル

C事業所

算定資料
ファイル

B事業所
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＜証書_森林吸収量＞

内容
証書等を利用している場合に証書等の利用量

等を入力します。

注意点

C事業所では本シートに記入する他、別途「再
生可能エネルギー等由来の証書等の利用届」
を提出する必要があります。 

自身で証書等を調達し、年度排出量の算定に
使用する場合のみ、記載が必要になります。

証書が既に充てられている電力メニュー等を
使用する場合、当該シートの記載は不要です。 

県制度で利用可能な証書等は種類が決まって
います。使用可能な証書等であるかは、算定ガ
イドラインを参照の上、判断してください。

県制度に利用できる証書は、環境価値を使用
する事業所等が明確なものに限ります。

使用する事業所等が明確になっていない証書
の場合、利用できません。

記入方法の詳細は次ページへ

B,C事業所算定資料５ー５ 事業所番号

５－５　再生可能エネルギー等由来の証書等の利用 令和７年度

証書等の種類 単位 使用量
排出係数

t-CO2/固有単位

証書等による削減量

t-CO2

日本産業規格Ａ列４番
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証書等の利用について

B,C事業所算定資料５ー５ 事業所番号

５－５　再生可能エネルギー等由来の証書等の利用 令和７年度

証書等の種類 単位 使用量
排出係数

t-CO2/固有単位

証書等による削減量

t-CO2

グリーン電力証書 千kWh 1,000 0.423 423

FIT非化石証書 千kWh 500 0.423 212

非FIT非化石証書_再生可能エネルギー指定 千kWh 800 0.423 338

森林吸収量_埼玉県森林CO2吸収量認証制度 削減量を入力

森林吸収量_Jクレジット制度 600

グリーン熱証書 GJ 1,000 0.0532 53

証書等の種類

利用する証書等の種類を選択します。
電気・熱_都市ガスシートで電気又は熱についての使用が記載されて
いない場合、該当する排出活動に関連する証書は選択できません。 

単位

証書に記載された発電量等の単位を選択します。 
「証書等の種類」で「森林吸収量_埼玉県森林CO2吸収量認証制度」、
「森林吸収量_Jクレジット制度」を選択 した場合は選択できません。

使用量

証書に記載された発電量等の内、当該事業所で使用する量を記入します。
利用する証書等の種類を選択します。
「森林吸収量_埼玉県森林CO2吸収量認証制度」、「森林吸収量_Jクレジット制度」を
選択 した場合は選択できません。

証書等による削減量

 「証書等の種類」で証書を選択し、「単位」、「使用量」を記入した場合は、自動で表示
されるため、入力不要です。

「証書等の種類」で「森林吸収量_埼玉県森林CO2吸収量認証制度」、「森林吸収量_J
クレジット制度」を選択した場合は、当該事業所で使用する削減量を記入します

自動入力されるセルを上書きし
た場合、セルの背景色が橙色に
なり、自動入力ができなくなります。

元に戻す場合は県にご連絡くだ
さい。

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課
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事業所境界と
監視点図面

シート

事業所概要_
算定体制

シート

その他ガス
シート

監視点一覧
シート

燃料
シート

非化石燃料
シート

証書_森林吸
収量シート

参考シート
エネルギーと
目標設定ガス

シート

電気・熱・
都市ガス

シート

床面積
シート

手順① 算定資料の作成（B,C事業所）

各事業所の前年度の実績から算定資料を作成します。 算定資料は事業所ごとに作成します。
（例：県内に１か所のB事業所、２か所のC事業所がある場合 → ３つの算定資料を作成する） 

算定資料
ファイル

C事業所

算定資料
ファイル

B事業所

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課
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＜エネルギーと目標設定ガス＞

内容
年度ごとの燃料等使用量、エネルギー使用量、

CO2排出量を、これまでの算定資料ファイルの
入力結果から自動計算します。

注意点

燃料シート、電気・熱_都市ガスシート、再エネ
電気・熱シート、非化石燃料シートを記入する
ことにより、原油換算エネルギー使用量、規模
判定エネルギー使用量、目標設定ガス排出量、
排出係数改善及び証書等利用による削減量等
が自動計算されます。

本シートに入力や修正はできません。

B,C事業所算定資料６ 事業所番号

令和７年度

熱　量

原油換算

エネルギー

使用量

規模判定

エネルギー

使用量

二酸化炭素

排　出　量

GJ kL kL t-CO2

kL

kL

kL

kL

kL

kL

kL

kL

t

t

27 t 1,372 35 35 82

千ｍ3 (SATP)

t

千ｍ3 (SATP)

t

t

t

t

t

t

t

t

千ｍ3 (SATP)

千ｍ3 (SATP)

千ｍ3 (SATP)

千ｍ3 (SATP)

kL

2,156 千ｍ3 (SATP) 86,221 2,225 2,225 4,419

87,593 2,260 2,260 4,501

0 GJ 0 0 0 0

GJ

GJ

GJ

自 家 消 費 量 GJ

事 業 所 外 か ら の 供 給 量 GJ

自 家 消 費 量 GJ

事 業 所 外 か ら の 供 給 量 GJ

GJ

0 0 0 0

再エネ

以外
16,240 千kWh 140,312 3,620 3,620 6,162

自 家 消 費 量 15 千kWh 54 1 0

事 業 所 外 か ら の 供 給 量 千kWh

自 家 消 費 量 千kWh

事 業 所 外 か ら の 供 給 量 千kWh

千kWh

千kWh

140,365 3,621 3,620 6,162

日本産業規格Ａ列４番

６．燃料等使用量及び目標設定ガス排出量（自動計算）続き

熱　量

原油換算

エネルギー

使用量

規模判定

エネルギー

使用量

二酸化炭素

排　出　量

GJ kL kL t-CO2

GJ

千kWh

227,958 5,881 5,880 10,662

熱　量

原油換算

エネルギー

使用量

GJ kL

ｔ

ｔ

ｔ

ｔ

ｔ

kL

kL

千m3

t

kg

kg

t

t

t

kL

kL

千m3

t

L

kg

t

t

kg

kg

5,881 kL

5,880 kL

10,662 t-CO2

1,832 t-CO2

日本産業規格Ａ列４番

種類

使　用　量

（端数処理後）

外

部

供

給

持 続 可 能 性 を 確 認 で き な い

バ イ オ マ ス 燃 料 に よ る も の

仮 想 電 力 契 約 に よ り

環 境 価 値 を 取 引 し た も の

廃 棄 物 原 燃 料

（ 燃 料 と し て

使 用 す る

廃 棄 物 及 び

廃 棄 物 由 来 の

燃 料 ）

廃 棄 物 原 燃 料 自 由 記 入 1

廃 棄 物 原 燃 料 自 由 記 入 2

再

エ

ネ

小 計

証

書

等

目標設定ガス排出量　合計

排出係数改善及び証書等利用による削減量

合 計

原油換算エネルギー使用量　合計

バ イ オ ガ ス

非 化 石 燃 料 自 由 記 入 2

そ の 他 の 燃 料

水 素

そ の 他 の 非 化 石 燃 料 自 由 記 入 2

バイオマス燃料

黒 液

木 材

木 質 廃 材

バ イ オ エ タ ノ ー ル

規模判定エネルギー使用量　合計

そ の 他 の 非 化 石 燃 料 自 由 記 入 1

そ の 他 バ イ オ マ ス

非 化 石 燃 料 自 由 記 入 1

非

化

石

燃

料

使

用

量

ご み 固 形 燃 料 （ RDF ）

ご み 固 形 燃 料 （ RPF ）

廃 タ イ ヤ

バ イ オ エ タ ノ ー ル デ ィ ー ゼ ル

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 か ら 製 造 さ れ た

燃 料 炭 化 水 素 油

廃 棄 物 ガ ス

混 合 廃 材

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 （ 一 般 廃 棄 物 ）

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 （ 産 業 廃 棄 物 ）

廃油（植物性のもの及び動物性のものを除く。）、廃油（植物性のもの及び動物

性 の も の を 除 く 。 ） か ら 製 造 さ れ た 燃 料 炭 化 水 素 油

ア ン モ ニ ア

非化石燃料の種類 区  分

使　用　量

（端数処理後）

グ リ ー ン 電 力 証 書

グ リ ー ン 熱 証 書

FIT 非 化 石 証 書

非 FIT 非 化 石 証 書 （ 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 指 定 ）

目

標

設

定

ガ

ス

合 計

埼 玉 県 森 林 CO2 吸 収 量 認 証 制 度

に お い て 認 証 さ れ た CO2 吸 収 量

小 計

自 ら 生 成 し た 熱 の 供 給

自 ら 生 成 し た 電 力 の 供 給

J- ク レ ジ ッ ト 制 度 に お い て 認 証 ・ 発 行 さ れ た

ク レ ジ ッ ト （ ① 森 林 経 営 活 動 、

② 植 林 活 動 、 ③ 再 造 林 活 動 ）

高 炉 ガ ス （ 発 電 用 以 外 ）

発 電 用 高 炉 ガ ス

転 炉 ガ ス

小 計

産 業 用 蒸 気

産 業 用 以 外 の 蒸 気

冷 水

再

エ

ネ

環 境 価 値 を

有 す る 熱

環 境 価 値 を 移 転 し た 熱

石 油 コ ー ク ス

石 油 ガ ス

6 燃料等使用量及び目標設定ガス排出量

小 計

コ ー ル タ ー ル

ジ ェ ッ ト 燃 料 油

都 市 ガ ス

液 化 石 油 ガ ス （ Ｌ Ｐ Ｇ ）

石 油 系 炭 化 水 素 ガ ス

可 燃 性 天 然 ガ ス

液 化 天 然 ガ ス （ Ｌ Ｎ Ｇ ）

そ の 他 可 燃 性 天 然 ガ ス

原

料

炭

輸 入 原 料 炭

コ ー ク ス 炉 用 原 料 炭

吹 込 用 原 料 炭

温 水

環 境 価 値 を 有 す る 電 気

環 境 価 値 を 移 転 し た 電 気

小 計

その他燃料

その他燃料①

その他燃料②

コ ー ク ス 炉 ガ ス

種類

使　用　量

（端数処理後）

Ｂ ・ Ｃ 重 油

石 油 ア ス フ ァ ル ト

目

標

設

定

ガ

ス

燃

料

原 油 （ コ ン デ ン セ ー ト を 除 く ）

原 油 の う ち コ ン デ ン セ ー ト （ Ｎ Ｇ Ｌ ）

揮 発 油 （ ガ ソ リ ン ）

ナ フ サ

灯 油

軽 油

Ａ 重 油

一

般

炭

輸 入 一 般 炭

国 産 一 般 炭

輸 入 無 煙 炭

石 炭 コ ー ク ス

電

気

一般送配電事業者の電線路および自営線を介して供給された電気

持 続 可 能 性 を 確 認 で き な い

バ イ オ マ ス 燃 料 に よ る も の

熱

再

エ

ネ

以

外

B,C事業所算定資料６ 事業所番号

令和７年度

熱　量

原油換算

エネルギー

使用量

規模判定

エネルギー

使用量

二酸化炭素

排　出　量

GJ kL kL t-CO2

kL

kL

kL

kL

kL

kL

kL

kL

t

t

27 t 1,372 35 35 82

千ｍ3 (SATP)

t

千ｍ3 (SATP)

t

t

t

t

t

t

t

t

千ｍ3 (SATP)

千ｍ3 (SATP)

千ｍ3 (SATP)

千ｍ3 (SATP)

kL

2,156 千ｍ3 (SATP) 86,221 2,225 2,225 4,419

87,593 2,260 2,260 4,501

0 GJ 0 0 0 0

GJ

GJ

GJ

自 家 消 費 量 GJ

事 業 所 外 か ら の 供 給 量 GJ

自 家 消 費 量 GJ

事 業 所 外 か ら の 供 給 量 GJ

GJ

0 0 0 0

再エネ

以外
16,240 千kWh 140,312 3,620 3,620 6,162

自 家 消 費 量 15 千kWh 54 1 0

事 業 所 外 か ら の 供 給 量 千kWh

自 家 消 費 量 千kWh

事 業 所 外 か ら の 供 給 量 千kWh

千kWh

千kWh

140,365 3,621 3,620 6,162

日本産業規格Ａ列４番

６．燃料等使用量及び目標設定ガス排出量（自動計算）続き

熱　量

原油換算

エネルギー

使用量

規模判定

エネルギー

使用量

二酸化炭素

排　出　量

GJ kL kL t-CO2

GJ

千kWh

227,958 5,881 5,880 10,662

熱　量

原油換算

エネルギー

使用量

GJ kL

ｔ

ｔ

ｔ

ｔ

ｔ

kL

kL

千m3

t

kg

kg

t

t

t

kL

kL

千m3

t

L

kg

t

t

kg

kg

5,881 kL

5,880 kL

10,662 t-CO2

1,832 t-CO2

日本産業規格Ａ列４番

種類

使　用　量

（端数処理後）

外

部

供

給

持 続 可 能 性 を 確 認 で き な い

バ イ オ マ ス 燃 料 に よ る も の

仮 想 電 力 契 約 に よ り

環 境 価 値 を 取 引 し た も の

廃 棄 物 原 燃 料

（ 燃 料 と し て

使 用 す る

廃 棄 物 及 び

廃 棄 物 由 来 の

燃 料 ）

廃 棄 物 原 燃 料 自 由 記 入 1

廃 棄 物 原 燃 料 自 由 記 入 2

再

エ

ネ

小 計

証

書

等

目標設定ガス排出量　合計

排出係数改善及び証書等利用による削減量

合 計

原油換算エネルギー使用量　合計

バ イ オ ガ ス

非 化 石 燃 料 自 由 記 入 2

そ の 他 の 燃 料

水 素

そ の 他 の 非 化 石 燃 料 自 由 記 入 2

バイオマス燃料

黒 液

木 材

木 質 廃 材

バ イ オ エ タ ノ ー ル

規模判定エネルギー使用量　合計

そ の 他 の 非 化 石 燃 料 自 由 記 入 1

そ の 他 バ イ オ マ ス

非 化 石 燃 料 自 由 記 入 1

非

化

石

燃

料

使

用

量

ご み 固 形 燃 料 （ RDF ）

ご み 固 形 燃 料 （ RPF ）

廃 タ イ ヤ

バ イ オ エ タ ノ ー ル デ ィ ー ゼ ル

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 か ら 製 造 さ れ た

燃 料 炭 化 水 素 油

廃 棄 物 ガ ス

混 合 廃 材

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 （ 一 般 廃 棄 物 ）

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 （ 産 業 廃 棄 物 ）

廃油（植物性のもの及び動物性のものを除く。）、廃油（植物性のもの及び動物

性 の も の を 除 く 。 ） か ら 製 造 さ れ た 燃 料 炭 化 水 素 油

ア ン モ ニ ア

非化石燃料の種類 区  分

使　用　量

（端数処理後）

グ リ ー ン 電 力 証 書

グ リ ー ン 熱 証 書

FIT 非 化 石 証 書

非 FIT 非 化 石 証 書 （ 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 指 定 ）

目

標

設

定

ガ

ス

合 計

埼 玉 県 森 林 CO2 吸 収 量 認 証 制 度

に お い て 認 証 さ れ た CO2 吸 収 量

小 計

自 ら 生 成 し た 熱 の 供 給

自 ら 生 成 し た 電 力 の 供 給

J- ク レ ジ ッ ト 制 度 に お い て 認 証 ・ 発 行 さ れ た

ク レ ジ ッ ト （ ① 森 林 経 営 活 動 、

② 植 林 活 動 、 ③ 再 造 林 活 動 ）

高 炉 ガ ス （ 発 電 用 以 外 ）

発 電 用 高 炉 ガ ス

転 炉 ガ ス

小 計

産 業 用 蒸 気

産 業 用 以 外 の 蒸 気

冷 水

再

エ

ネ

環 境 価 値 を

有 す る 熱

環 境 価 値 を 移 転 し た 熱

石 油 コ ー ク ス

石 油 ガ ス

6 燃料等使用量及び目標設定ガス排出量

小 計

コ ー ル タ ー ル

ジ ェ ッ ト 燃 料 油

都 市 ガ ス

液 化 石 油 ガ ス （ Ｌ Ｐ Ｇ ）

石 油 系 炭 化 水 素 ガ ス

可 燃 性 天 然 ガ ス

液 化 天 然 ガ ス （ Ｌ Ｎ Ｇ ）

そ の 他 可 燃 性 天 然 ガ ス

原

料

炭

輸 入 原 料 炭

コ ー ク ス 炉 用 原 料 炭

吹 込 用 原 料 炭

温 水

環 境 価 値 を 有 す る 電 気

環 境 価 値 を 移 転 し た 電 気

小 計

その他燃料

その他燃料①

その他燃料②

コ ー ク ス 炉 ガ ス

種類

使　用　量

（端数処理後）

Ｂ ・ Ｃ 重 油

石 油 ア ス フ ァ ル ト

目

標

設

定

ガ

ス

燃

料

原 油 （ コ ン デ ン セ ー ト を 除 く ）

原 油 の う ち コ ン デ ン セ ー ト （ Ｎ Ｇ Ｌ ）

揮 発 油 （ ガ ソ リ ン ）

ナ フ サ

灯 油

軽 油

Ａ 重 油

一

般

炭

輸 入 一 般 炭

国 産 一 般 炭

輸 入 無 煙 炭

石 炭 コ ー ク ス

電

気

一般送配電事業者の電線路および自営線を介して供給された電気

持 続 可 能 性 を 確 認 で き な い

バ イ オ マ ス 燃 料 に よ る も の

熱

再

エ

ネ

以

外

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課
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事業所境界と
監視点図面

シート

事業所概要_
算定体制

シート

その他ガス
シート

監視点一覧
シート

燃料
シート

非化石燃料
シート

証書_森林吸
収量シート

参考シート
エネルギーと
目標設定ガス

シート

電気・熱・
都市ガス

シート

床面積
シート

手順① 算定資料の作成（B,C事業所）

各事業所の前年度の実績から算定資料を作成します。 算定資料は事業所ごとに作成します。
（例：県内に１か所のB事業所、２か所のC事業所がある場合 → ３つの算定資料を作成する） 

算定資料
ファイル

C事業所

算定資料
ファイル

B事業所

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課
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＜その他ガスシート＞

内容

事業所内で焼却したプラスチック等の量やセメ
ント製造量、メタン、一酸化二窒素等の排出量

などを入力します。

注意点

当該シートには、事業所範囲におけるその他
ガスの排出量（焼却量・製造量等）を記入してく
ださい。

報告対象の事業者及びその他ガスの種類は、
以下のとおりです。

 ① 県内の全ての事業所の合計排出量がCO2

換算で 3,000 t 以上となる種類のその他ガス
がある事業者にあっては、当該その他ガス

 ② 県内の事業所で廃棄物原燃料を使用する
事業者にあっては、当該活動によるCO2

廃棄物原燃料の利用については、非化石燃
料シートに記入してください。

その他ガスの算定方法等については、その他
ガス排出量算定ガイドラインを参照してください。

B,C事業所算定資料７ 事業所番号

７その他の温室効果ガス排出量 令和７年度

t-CO2

kg 2.93 t-CO2/t

kg 1.02 t-CO2/t

kg 2.31 t-CO2/t

kg 1.64 t-CO2/t

kg 2.56 t-CO2/t

kg 2.27 t-CO2/t

kg 2.76 t-CO2/t

kg 0.144 t-CO2/t

kg 1.22 t-CO2/t

kg 1.07 t-CO2/t

kg 1.64 t-CO2/t

kg 1.64 t-CO2/t

kg 2.76 t-CO2/t

kg 2.57 t-CO2/t

L 2.64 t-CO2/kL

L 2.62 t-CO2/kL

kg t-CO2/kg

kg t-CO2/kg

kg 0.515 t-CO2/t

kg 0.428 t-CO2/t

kg 0.449 t-CO2/t

kg 0.440 t-CO2/t

kg 0.471 t-CO2/t

kg 0.413 t-CO2/t

kg 0.415 t-CO2/t

kg 0.22 t-CO2/t

kg 0.32 t-CO2/t

kg 0.30 t-CO2/t

kg 0.60 t-CO2/t

kg 1 t-CO2/t

kg 0.440 t-CO2/t

kg 0.471 t-CO2/t

kg 0.413 t-CO2/t

kg 0.415 t-CO2/t

kg 2.33 t-CO2/t

kg 3.06 t-CO2/t

L 2.27 t-CO2/kL

kg 2.79 t-CO2/t

m3 1.96 t-CO2/千m
3

kg 2.3 t-CO2/t

kg 0.76 t-CO2/t

kg 1.09 t-CO2/t

kg 1.43 t-CO2/t

kg 1.34 t-CO2/t

日本産業規格Ａ列４番

t-CO2

kg 1.56 t-CO2/t

kg 2.06 t-CO2/t

kg 0.86 t-CO2/t

kg 0.94 t-CO2/t

kg 0.96 t-CO2/t

kg 1.56 t-CO2/t

kg 0.065 t-CO2/t

kg 0.33 t-CO2/t

kg 0.73 t-CO2/t

kg 2.1 t-CO2/t

kg 0.37 t-CO2/t

kg 1.1 t-CO2/t

Nm3 0.00085 t-CO2/Nm3

kg 3.38 t-CO2/t

kg 3.667 t-CO2/t

kg 0.440 t-CO2/t

kg 0.471 t-CO2/t

m3 0.313 t-CO2/千m3

m3 1.16 t-CO2/千m3

L 0.587 t-CO2/kL

kg 0.150 t-CO2/t

kg 0.598 t-CO2/t

kg 2.35 t-CO2/t

kg 1 t-CO2/t

kg 1 t-CO2/t

kg 1 t-CO2/t

kg 1 t-CO2/t

kg t-CO2/kg

kg t-CO2/kg

kg t-CO2/kg

t-CH4 28 t-CO2/t-CH4

t-N2O 265 t-CO2/t-N2O

t- t-CO2/t-

t- t-CO2/t-

t- t-CO2/t-

t- t-CO2/t-

t-SF6 23500 t-CO2/t-SF6

t-NF3 16100 t-CO2/t-NF3

日本産業規格Ａ列４番

廃 油 （ 植 物 性 の も の 及 び 動 物 性 の も の を 除

く。）、廃油（植物性のもの及び動物性のもの

を 除 く 。 ） か ら 製 造 さ れ た 燃 料 炭 化 水 素 油

廃プラスチック類から製造された燃料炭化

水 素 油

セ メ ン ト ク リ ン カ ー の 製 造

生 石 灰 の 製 造
石 灰 石

ド ロ マ イ ト

廃 棄 原 燃 料

の 利 用

排出活動の種類 区  分 単  位

排出係数

（その他の温室効果ガス欄は

地球温暖化係数）

温室効果ガス排出量
使用量

目

標

設

定

ガ

ス

以

外

の

C

O

2

廃 棄 物 の 焼 却

廃油（植物性のもの及び動物性のもの並びに特定有

害 産 業 廃 棄 物 を 除 く ）

廃 油 （ 特 定 有 害 産 業 廃 棄 物 に 限 る 。 ）

合 成 繊 維

廃 タ イ ヤ

合 成 繊 維 及 び 廃 ﾀ ｲ ﾔ 以 外 の 廃 ﾌ ﾟ ﾗ ｽ ﾁ ｯ ｸ 類

（ 産 業 廃 棄 物 ）

ポ リ エ チ レ ン テ レ フ タ レ ー ト 製 の 容 器

廃プラスチック類（合成繊維、廃タイヤ、

廃プラスチック類（産業廃棄物であるもの

に限る。）及びポリエチレンテレフタレー

ト 製 の 容 器 を 除 く 。 ）

紙 く ず

紙 お む つ

ご み 固 形 燃 料 （ RDF ）

ご み 固 形 燃 料 （ RPF ）

廃 タ イ ヤ

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 （ 一 般 廃 棄 物 ）

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 （ 産 業 廃 棄 物 ）

ソ ー ダ 石 灰 ガ ラ ス

の 製 造

石 灰 石

ド ロ マ イ ト

ソ ー ダ 灰 （ 国 内 産 ）

ソ ー ダ 灰 （ 輸 入 ）

炭 酸 バ リ ウ ム

炭 酸 カ リ ウ ム

炭 酸 ス ト ロ ン チ ウ ム

炭 酸 リ チ ウ ム

ソ ー ダ 灰 の 製 造

そ の 他用 途・ プロ

セ ス での 炭酸 塩の

使 用

石 灰 石

ド ロ マ イ ト

ソ ー ダ 灰 （ 国 内 産 ）

ソ ー ダ 灰 （ 輸 入 ）

炭 化 け い 素 の 製 造

炭 化 カル シウ ムの

製 造

製造された生石灰を炭化カルシウムの原料

と し て 使 用 し た 場 合 の 生 石 灰 の 製 造

炭 化 カ ル シ ウ ム の 製 造

二 酸 化チ タン の製

造

二酸化チタンをルチルから分離させる方法

塩化チタンと酸素を化 学反 応さ せる 方法

ア ン モニ アの 製造

石 炭

石 油 コ ー ク ス

ナ フ サ

液 化 天 然 ガ ス （ LNG)

天 然 ガ ス

（ 液 化 天 然 ガ ス （ LNG) を 除 く ）

温室効果ガス排出量

目

標

設

定

ガ

ス

以

外

の

C

O

2

エ チ レン 等の 製造

エ チ レ ン （ ナ フ サ か ら の 製 造 ）

エ チ レ ン （ 軽 油 か ら の 製 造 ）

エ チ レ ン （ エ タ ン か ら の 製 造 ）

エ チ レ ン （ プ ロ パ ン か ら の 製 造 ）

エ チ レ ン （ ブ タ ン か ら の 製 造 ）

エ チ レ ン （ そ の 他 原 料 か ら の 製 造 ）

排出活動の種類 区  分 単  位

排出係数

（その他の温室効果ガス欄は

地球温暖化係数）

水 素

カ ル シ ウ ム カ ー バ イ ド を 原 料 と し た ア セ チ レ ン の 使 用

電 気 炉 に お け る 炭 素 電 極 の 使 用

鉄 鋼 の製 造に おけ

る 鉱 物 の 使 用

石 灰 石

ド ロ マ イ ト

ク ロ ロ エ チ レ ン

酸 化 エ チ レ ン

ア ク リ ロ ニ ト リ ル

カ ー ボ ン ブ ラ ッ ク

無 水 フ タ ル 酸

無 水 マ レ イ ン 酸

非 メ タ ン 揮 発 性 有 機 化 合 物 （ NMVOC) を 含 む 溶 剤 の 焼 却

ド ラ イ ア イ ス の 製 造

ド ラ イ ア イ ス の 使 用

炭 酸 ガ ス の ボ ン ベ へ の 封 入

炭 酸 ガ ス の 使 用 に 伴 い 排 出 さ れ た CO2 の 量

三 ふ っ 化 窒 素

小 計

鉄 鋼 の製 造に おい

て 生 じる ガス の燃

焼 （ フ レ ア リ ン

グ ）

高 炉 ガ ス

転 炉 ガ ス

潤 滑 油 等 の 使 用

潤 滑 油

グ リ ー ス

パ ラ フ ィ ン ろ う

使用量

合 計

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

小 計

そ

の

他

の

温

室

効

果

ガ

ス

メ タ ン

一 酸 化 二 窒 素

ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン

六 ふ っ 化 硫 黄

B,C事業所算定資料７ 事業所番号

７その他の温室効果ガス排出量 令和７年度

t-CO2

kg 2.93 t-CO2/t

kg 1.02 t-CO2/t

kg 2.31 t-CO2/t

kg 1.64 t-CO2/t

kg 2.56 t-CO2/t

kg 2.27 t-CO2/t

kg 2.76 t-CO2/t

kg 0.144 t-CO2/t

kg 1.22 t-CO2/t

kg 1.07 t-CO2/t

kg 1.64 t-CO2/t

kg 1.64 t-CO2/t

kg 2.76 t-CO2/t

kg 2.57 t-CO2/t

L 2.64 t-CO2/kL

L 2.62 t-CO2/kL

kg t-CO2/kg

kg t-CO2/kg

kg 0.515 t-CO2/t

kg 0.428 t-CO2/t

kg 0.449 t-CO2/t

kg 0.440 t-CO2/t

kg 0.471 t-CO2/t

kg 0.413 t-CO2/t

kg 0.415 t-CO2/t

kg 0.22 t-CO2/t

kg 0.32 t-CO2/t

kg 0.30 t-CO2/t

kg 0.60 t-CO2/t

kg 1 t-CO2/t

kg 0.440 t-CO2/t

kg 0.471 t-CO2/t

kg 0.413 t-CO2/t

kg 0.415 t-CO2/t

kg 2.33 t-CO2/t

kg 3.06 t-CO2/t

L 2.27 t-CO2/kL

kg 2.79 t-CO2/t

m3 1.96 t-CO2/千m
3

kg 2.3 t-CO2/t

kg 0.76 t-CO2/t

kg 1.09 t-CO2/t

kg 1.43 t-CO2/t

kg 1.34 t-CO2/t

日本産業規格Ａ列４番

t-CO2

kg 1.56 t-CO2/t

kg 2.06 t-CO2/t

kg 0.86 t-CO2/t

kg 0.94 t-CO2/t

kg 0.96 t-CO2/t

kg 1.56 t-CO2/t

kg 0.065 t-CO2/t

kg 0.33 t-CO2/t

kg 0.73 t-CO2/t

kg 2.1 t-CO2/t

kg 0.37 t-CO2/t

kg 1.1 t-CO2/t

Nm3 0.00085 t-CO2/Nm3

kg 3.38 t-CO2/t

kg 3.667 t-CO2/t

kg 0.440 t-CO2/t

kg 0.471 t-CO2/t

m3 0.313 t-CO2/千m3

m3 1.16 t-CO2/千m3

L 0.587 t-CO2/kL

kg 0.150 t-CO2/t

kg 0.598 t-CO2/t

kg 2.35 t-CO2/t

kg 1 t-CO2/t

kg 1 t-CO2/t

kg 1 t-CO2/t

kg 1 t-CO2/t

kg t-CO2/kg

kg t-CO2/kg

kg t-CO2/kg

t-CH4 28 t-CO2/t-CH4

t-N2O 265 t-CO2/t-N2O

t- t-CO2/t-

t- t-CO2/t-

t- t-CO2/t-

t- t-CO2/t-

t-SF6 23500 t-CO2/t-SF6

t-NF3 16100 t-CO2/t-NF3

日本産業規格Ａ列４番

廃 油 （ 植 物 性 の も の 及 び 動 物 性 の も の を 除

く。）、廃油（植物性のもの及び動物性のもの

を 除 く 。 ） か ら 製 造 さ れ た 燃 料 炭 化 水 素 油

廃プラスチック類から製造された燃料炭化

水 素 油

セ メ ン ト ク リ ン カ ー の 製 造

生 石 灰 の 製 造
石 灰 石

ド ロ マ イ ト

廃 棄 原 燃 料

の 利 用

排出活動の種類 区  分 単  位

排出係数

（その他の温室効果ガス欄は

地球温暖化係数）

温室効果ガス排出量
使用量

目

標

設

定

ガ

ス

以

外

の

C

O

2

廃 棄 物 の 焼 却

廃油（植物性のもの及び動物性のもの並びに特定有

害 産 業 廃 棄 物 を 除 く ）

廃 油 （ 特 定 有 害 産 業 廃 棄 物 に 限 る 。 ）

合 成 繊 維

廃 タ イ ヤ

合 成 繊 維 及 び 廃 ﾀ ｲ ﾔ 以 外 の 廃 ﾌ ﾟ ﾗ ｽ ﾁ ｯ ｸ 類

（ 産 業 廃 棄 物 ）

ポ リ エ チ レ ン テ レ フ タ レ ー ト 製 の 容 器

廃プラスチック類（合成繊維、廃タイヤ、

廃プラスチック類（産業廃棄物であるもの

に限る。）及びポリエチレンテレフタレー

ト 製 の 容 器 を 除 く 。 ）

紙 く ず

紙 お む つ

ご み 固 形 燃 料 （ RDF ）

ご み 固 形 燃 料 （ RPF ）

廃 タ イ ヤ

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 （ 一 般 廃 棄 物 ）

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 （ 産 業 廃 棄 物 ）

ソ ー ダ 石 灰 ガ ラ ス

の 製 造

石 灰 石

ド ロ マ イ ト

ソ ー ダ 灰 （ 国 内 産 ）

ソ ー ダ 灰 （ 輸 入 ）

炭 酸 バ リ ウ ム

炭 酸 カ リ ウ ム

炭 酸 ス ト ロ ン チ ウ ム

炭 酸 リ チ ウ ム

ソ ー ダ 灰 の 製 造

そ の 他用 途・ プロ

セ ス での 炭酸 塩の

使 用

石 灰 石

ド ロ マ イ ト

ソ ー ダ 灰 （ 国 内 産 ）

ソ ー ダ 灰 （ 輸 入 ）

炭 化 け い 素 の 製 造

炭 化 カル シウ ムの

製 造

製造された生石灰を炭化カルシウムの原料

と し て 使 用 し た 場 合 の 生 石 灰 の 製 造

炭 化 カ ル シ ウ ム の 製 造

二 酸 化チ タン の製

造

二酸化チタンをルチルから分離させる方法

塩化チタンと酸素を化 学反 応さ せる 方法

ア ン モニ アの 製造

石 炭

石 油 コ ー ク ス

ナ フ サ

液 化 天 然 ガ ス （ LNG)

天 然 ガ ス

（ 液 化 天 然 ガ ス （ LNG) を 除 く ）

温室効果ガス排出量

目

標

設

定

ガ

ス

以

外

の

C

O

2

エ チ レン 等の 製造

エ チ レ ン （ ナ フ サ か ら の 製 造 ）

エ チ レ ン （ 軽 油 か ら の 製 造 ）

エ チ レ ン （ エ タ ン か ら の 製 造 ）

エ チ レ ン （ プ ロ パ ン か ら の 製 造 ）

エ チ レ ン （ ブ タ ン か ら の 製 造 ）

エ チ レ ン （ そ の 他 原 料 か ら の 製 造 ）

排出活動の種類 区  分 単  位

排出係数

（その他の温室効果ガス欄は

地球温暖化係数）

水 素

カ ル シ ウ ム カ ー バ イ ド を 原 料 と し た ア セ チ レ ン の 使 用

電 気 炉 に お け る 炭 素 電 極 の 使 用

鉄 鋼 の製 造に おけ

る 鉱 物 の 使 用

石 灰 石

ド ロ マ イ ト

ク ロ ロ エ チ レ ン

酸 化 エ チ レ ン

ア ク リ ロ ニ ト リ ル

カ ー ボ ン ブ ラ ッ ク

無 水 フ タ ル 酸

無 水 マ レ イ ン 酸

非 メ タ ン 揮 発 性 有 機 化 合 物 （ NMVOC) を 含 む 溶 剤 の 焼 却

ド ラ イ ア イ ス の 製 造

ド ラ イ ア イ ス の 使 用

炭 酸 ガ ス の ボ ン ベ へ の 封 入

炭 酸 ガ ス の 使 用 に 伴 い 排 出 さ れ た CO2 の 量

三 ふ っ 化 窒 素

小 計

鉄 鋼 の製 造に おい

て 生 じる ガス の燃

焼 （ フ レ ア リ ン

グ ）

高 炉 ガ ス

転 炉 ガ ス

潤 滑 油 等 の 使 用

潤 滑 油

グ リ ー ス

パ ラ フ ィ ン ろ う

使用量

合 計

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

小 計

そ

の

他

の

温

室

効

果

ガ

ス

メ タ ン

一 酸 化 二 窒 素

ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン

六 ふ っ 化 硫 黄
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再エネ電気・
熱シート

95

事業所境界と
監視点図面

シート

事業所概要_
算定体制

シート

その他ガス
シート

監視点一覧
シート

燃料
シート

非化石燃料
シート

証書_森林吸
収量シート

参考シート
エネルギーと
目標設定ガス

シート

電気・熱・
都市ガス

シート

床面積
シート

手順① 算定資料の作成（B,C事業所）

各事業所の前年度の実績から算定資料を作成します。 算定資料は事業所ごとに作成します。
（例：県内に１か所のB事業所、２か所のC事業所がある場合 → ３つの算定資料を作成する） 

算定資料
ファイル

C事業所

算定資料
ファイル

B事業所

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課



手順① 算定資料の作成（B,C事業所）
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＜参考＞

内容
年度ごとの燃料等使用量、エネルギー使用量、

CO2排出量を、これまでの算定資料ファイルの入力
結果から第３計画期間の係数で自動計算します。

注意点

燃料シート、電気・熱_都市ガスシート、再エネ
電気・熱シート、非化石燃料シートを記入すること
により、第２計画期間の排出係数により算出した
目標設定ガス排出量が自動計算されます。

本シートに入力や修正はできません。

(参考） 事業所番号

令和７年度

熱量
二酸化炭素

排　出　量

GJ t-CO2

kL

kL

kL

kL

kL

kL

kL

kL

t

t

27 t 1,391 82

千Nｍ3

t

千Nｍ3

t

t

t

t

t

千Nｍ3

千Nｍ3

千Nｍ3

kL

1,949 千Nｍ3 87,703 4,373

89,094 4,456

0 GJ 0

GJ

GJ

GJ

自 家 消 費 量 GJ

事 業 所 外 か ら の 供 給 量 GJ

自 家 消 費 量 GJ

事 業 所 外 か ら の 供 給 量 GJ

GJ

0

再エネ

以外
16,240 千kWh 8,039

自 家 消 費 量 15 千kWh 0

事 業 所 外 か ら の 供 給 量 千kWh

自 家 消 費 量 千kWh

事 業 所 外 か ら の 供 給 量 千kWh

千kWh

千kWh

8,039

日本産業規格Ａ列４番

６．燃料等使用量及び目標設定ガス排出量（自動計算）続き

熱　量
二酸化炭素

排　出　量

GJ t-CO2

GJ

千kWh

12,494

灯 油

軽 油

Ａ 重 油

Ｂ ・ Ｃ 重 油

石 油 ア ス フ ァ ル ト

石 油 コ ー ク ス

第3計画期間の排出係数で算定した目標設定ガス排出量（基準排出量用）

種類

使　用　量

（端数処理後）

目

標

設

定

ガ

ス

燃

料

原 油 （ コ ン デ ン セ ー ト を 除 く ）

原 油 の う ち コ ン デ ン セ ー ト （ Ｎ Ｇ Ｌ ）

揮 発 油 （ ガ ソ リ ン ）

ナ フ サ

石 炭

原 料 炭

一 般 炭

無 煙 炭

石 油 ガ ス

液 化 石 油 ガ ス （ Ｌ Ｐ Ｇ ）

石 油 系 炭 化 水 素 ガ ス

可 燃 性 天 然 ガ ス

液 化 天 然 ガ ス （ Ｌ Ｎ Ｇ ）

そ の 他 可 燃 性 天 然 ガ ス

ジ ェ ッ ト 燃 料 油

都 市 ガ ス

その他燃料

その他燃料①

その他燃料②

石 炭 コ ー ク ス

コ ー ル タ ー ル

コ ー ク ス 炉 ガ ス

高 炉 ガ ス

転 炉 ガ ス

小 計

熱

再

エ

ネ

以

外

産 業 用 蒸 気

産 業 用 以 外 の 蒸 気

温 水

冷 水

再

エ

ネ

環 境 価 値 を

有 す る 熱

環 境 価 値 を 移 転 し た 熱

持 続 可 能 性 を 確 認 で き な い

バ イ オ マ ス 燃 料 に よ る も の

小 計

電

気

一般送配電事業者の電線路および自営線を介して供給された電気

再

エ

ネ

環 境 価 値 を 有 す る 電 気

環 境 価 値 を 移 転 し た 電 気

持 続 可 能 性 を 確 認 で き な い

バ イ オ マ ス 燃 料 に よ る も の

仮 想 電 力 契 約 に よ り

環 境 価 値 を 取 引 し た も の

小 計

合 計

目

標

設

定

ガ

ス

種類

使　用　量

（端数処理後）

外

部

供

給

自 ら 生 成 し た 熱 の 供 給

自 ら 生 成 し た 電 力 の 供 給

小 計

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課



手順① 算定資料の作成（B,C事業所）
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監視点について、開閉栓年月の記載をお願いいたします。

床面積について、過年度の記載ミスや根拠資料の変更など、実質の増減がない場合は、
Excelシート上で数値上の調整（修正）を行うことはできません。提出前に県に相談してください。

電気・熱_都市ガス、再エネ電気・熱シートにおける排出係数について、基本的には設定根拠に基づいて、
自動入力が行われます。特殊な場合を除いて、自己作成値を使用することはありません。
自動入力されるセルを上書きした場合、セルの背景色が橙色になり、自動入力ができなくなります。
元に戻す場合は県にご連絡ください。

使用量の入力について、左側から順に入力してください。

燃料等使用量は、必ず購買伝票等の単位と数値をそのまま記載してください。
単位の変更（ L を kL に変換）や、数値の端数の四捨五入や切り上げ等はしないでください。
また、保守的算定の入力方法が変わっておりますので気をつけてください。

燃料等の種類の「液化石油ガス_LPG」は、プロパン、ブタン、混合、その他の４種類があります。
LPG＝プロパンガスとは限りませんので、購買伝票で成分を確認してから選択してください。

＜注意点＞

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課



作成手順
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手順 ① 算定資料ファイルの作成
事業所ごとに算定資料ファイル、
再生可能エネルギー等由来の証書等の利用届出を作成
（「A,Bﾃﾅﾝﾄ事業所」「B,C事業所」で様式が異なる）

手順 ② 事業所シートの作成
手順①の計算結果を計画書の事業所シートに手動転記し、
事業所ごとの削減目標や対策等も入力
（「A,Bﾃﾅﾝﾄ事業所」「B,C事業所」で様式が異なる）

手順 ③ 事業者シートの作成
事業者としての推進体制や基本方針等を入力
（手順②の内容は自動転記）

手順 ④ 様式第１号、第３号の作成
鏡作成（手順③の内容が自動転記）

算定資料
ファイル

A事業所
＆Bﾃﾅﾝﾄ

算定資料
ファイル

C事業所

算定資料
ファイル

B事業所

計画書
様式第１号

実績報告書
様式第３号

計
画
書
フ
ァ
イ
ル

A,Bﾃﾅﾝﾄ
事業所
シート

B,C事業所
シート

事業者
シート

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課



手順② 事業所シートの作成（B,C事業所）
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＜事業所シート（B,C）の構成＞
１ 事業所の概要

（１）事業所種別
（２）事業所及び事業内容

２ 事業所の温室効果ガス排出量の削減目標
（１）第4計画期間の削減目標
（２）第5計画期間の削減目標

３-１ 事業所の温室効果ガス排出量
（１）計画期間のエネルギー使用量の推移
（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移
（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（目標設定ガス）
（４）目標設定ガス排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

３-２ 温室効果ガス削減目標に係る状況
（１）基準排出量
（２）基準排出量の変更
（３）目標削減率
（４）削減計画期間
（５）年度ごとの状況

４ 温室効果ガス排出の抑制等に関する措置の計画
及び実施状況

５ 事業者として実施した対策の内容
及び対策実施状況に関する自己評価

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

（１）第４計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

8 事業者番号 事業所番号

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

事 業 所 種 別

事 業 所 名

事 業 所 所 在 地
市 区 町 村

字 ・ 地 番

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ）

分 類 番 号 （ 中 分 類 ）

事 業 活 動 の 概 要 事 業 内 容

削 減 目 標 量

（ 計 画 期 間 合 計 ）
ｔ-CO2 事 業 所 区 分

（２）第５計画期間の削減目標

削

減

目

標

目標設定ガス

（必須）

その他ガス

目 標 設 定 ガ スの

削 減 目 標 の 概要

排 出 可 能 上 限 量

（ 計 画 期 間 合 計 ）
ｔ-CO2

削

減

目

標

目標設定ガス

（必須）

その他ガス

計 画 期 間 12 年 度 ～ 16 年度

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

３－1　事業所の温室効果ガス排出量

（１）計画期間のエネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（目標設定ガス）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号

原油換算エネルギー使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ７ 年 度

(2025 年 度 )

令 和 ８ 年 度

(2026 年 度 )

令 和 ９ 年 度

(2027 年 度 )

令 和 10 年 度

(2028 年 度 )

令 和 11 年 度

(2029 年 度 )

計 画 期 間

令 和 ７ 年 度

(2025 年 度 )

令 和 ８ 年 度

(2026 年 度 )

令 和 ９ 年 度

(2027 年 度 )

令 和 10 年 度

(2028 年 度 )

令 和 11 年 度

(2029 年 度 )

規模判定エネルギー使用量(kL)

前 年 度 か ら の 増 減 （ ％ ） －

目 標 設 定 ガ ス

メ タ ン

そ

の

他

ガ

ス

目 標 設 定 ガ ス 以 外 の CO2

一 酸 化 二 窒 素

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン

三 ふ っ 化 窒 素

六 ふ っ 化 硫 黄

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

令 和 ７ 年 度

(2025 年 度 )

令 和 ８ 年 度

(2026 年 度 )

令 和 ９ 年 度

(2027 年 度 )

令 和 10 年 度

(2028 年 度 )

令 和 11 年 度

(2029 年 度 )

温 室 効 果 ガ ス の 合 計

前 年 度 か ら の 増 減 （ ％ ） －

目 標 設 定 ガ ス 排 出 量 原 単 位

活 動 規 模 の 指 標 単 位

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

（４）目標設定ガス排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号

令 和 ７ 年 度

(2025 年 度 )

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減

面積・用

途・設備で

「有」の場

合その内容

排出量

増減の

要因

令 和 ８ 年 度

(2026 年 度 )

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減

面積・用

途・設備で

「有」の場

合その内容

排出量

増減の

要因

面積・用

途・設備で

「有」の場

合その内容

排出量

増減の

要因

令 和 ９ 年 度

(2027 年 度 )

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減

面積・用

途・設備で

「有」の場

合その内容

面積・用

途・設備で

「有」の場

合その内容

排出量

増減の

要因

令 和 11 年度

(2029 年 度 )

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減

令 和 10 年度

(2028 年 度 )

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減

排出量

増減の

要因

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

３－２　温室効果ガス削減目標に係る状況

（１）　基準排出量

（２）　基準排出量の変更

（３）目標削減率

（４）削減計画期間

（５）年度ごとの状況 （排出量等の単位：t-CO2）

日本産業規格Ａ列４番

基 準 排 出 量 t-CO2/年

基 準 排 出 量 の 検 証

事業所番号

2

3

変 更 年 度 変 更 量 （ t-CO2/ 年 ）

1

目 標 削 減 率 の 区 分

7 年 度 か ら 11 年 度 ま で

4

5

削 減 期 間

合 計

基

準

排

出

量

等

基 準 排 出 量 (A)

目 標 削 減 率 の

緩 和 措 置

令 和 7 年 度

(2025 年 度 )

令 和 8 年 度

(2026 年 度 )

令 和 9 年 度

(2027 年 度 )

令 和 10 年度

(2028 年 度 )

令 和 11 年度

(2029 年 度 )

排 出 上 限 量

（ C ＝ ∑ A-D ）

目 標 削 減 率 (B)

トップレベル認定

目 標 設 定 ガ ス 排

出 量 (E)

排 出 削 減 目 標 量

(D ＝ ∑ (A × B))

各 年 度 の 排 出 量 の 検 証

実

 

績 排 出 削 減 量

（ G ＝ A - E ）

削 減 率

（ F ＝ （ A - E ） /A ）
－

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

大 区 分 中 区 分

1

事業所番号

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要

実施

予定

年度

実施

した

年度

推計

削減量(t)

 (１年度

  当たり）

区 分

番 号

区 分 名 称

2

3

4

6

5

8

7

10

9

12

11

14

13

15

※　「業務部門」は11から18番台、「産業部門」は31から49番台から選択してください。

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号

（※希望者のみ記載）

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

（１）第４計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

8 事業者番号 事業所番号

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

事 業 所 種 別

事 業 所 名

事 業 所 所 在 地
市 区 町 村

字 ・ 地 番

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ）

分 類 番 号 （ 中 分 類 ）

事 業 活 動 の 概 要 事 業 内 容

削 減 目 標 量

（ 計 画 期 間 合 計 ）
ｔ-CO2 事 業 所 区 分

（２）第５計画期間の削減目標

削

減

目

標

目標設定ガス

（必須）

その他ガス

目 標 設 定 ガ スの

削 減 目 標 の 概要

排 出 可 能 上 限 量

（ 計 画 期 間 合 計 ）
ｔ-CO2

削

減

目

標

目標設定ガス

（必須）

その他ガス

計 画 期 間 12 年 度 ～ 16 年度

手順② 事業所シートの作成（B,C事業所）
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＜１ 事業所の概要＞

内容
事業所名、所在地などの基本情報と
温室効果ガス排出量の削減目標を入力します。

注意点

事業所概要について、事業所数及び事業活動の
概要（従業員数等）は毎年度更新をお願いします。

第４計画期間（R7～R11）の削減目標は入力必須
です。

基準となる排出量又は原単位の記入漏れに注意
してください。

事業所種別

事業所番号

事業所概要

＜２ 事業所の温室効果ガス
排出量の削減目標＞

第５期間（R12～16）の
削減目標

第４期間（R7～11）の削減目標
前年度の記載内容に同じ

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

（１）第４計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

8 事業者番号 事業所番号

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

事 業 所 種 別

事 業 所 名

事 業 所 所 在 地
市 区 町 村

字 ・ 地 番

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ）

分 類 番 号 （ 中 分 類 ）

事 業 活 動 の 概 要 事 業 内 容

削 減 目 標 量

（ 計 画 期 間 合 計 ）
ｔ-CO2 事 業 所 区 分

（２）第５計画期間の削減目標

削

減

目

標

目標設定ガス

（必須）

その他ガス

目 標 設 定 ガ スの

削 減 目 標 の 概要

排 出 可 能 上 限 量

（ 計 画 期 間 合 計 ）
ｔ-CO2

削

減

目

標

目標設定ガス

（必須）

その他ガス

計 画 期 間 12 年 度 ～ 16 年度

手順② 事業所シートの作成（B,C事業所）
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（例）B事業所
・ 令和６年度の排出量(3,760t-CO2)を基準として、省エネによる削減を毎年2%とするとともに、電気の排出係数改善による削減を16%と見込み、

令和11年度の排出量を26%削減します。
・ 令和９年度からは、C事業所になる見込みであるため、令和６年度を当面の基準として、令和９年度の排出量を22％以上削減します。

（例）原単位
・ 基準排出量に対し、削減計画期間の平均削減率を48％以上とする。（必要に応じて排出量取引を活用する）

目標の記載例

第４計画期間の削減目標の記載について

目標設定の基準となる年度（基準年度）の
CO2排出量又はCO2排出原単位（基準排出
量）に対する削減の量（○ｔ）や割合（○％）
として設定してください。

該当する場合

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

３－1　事業所の温室効果ガス排出量

（１）計画期間のエネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（目標設定ガス）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号

原油換算エネルギー使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ７ 年 度

(2025 年 度 )

令 和 ８ 年 度

(2026 年 度 )

令 和 ９ 年 度

(2027 年 度 )

令 和 10 年 度

(2028 年 度 )

令 和 11 年 度

(2029 年 度 )

計 画 期 間

令 和 ７ 年 度

(2025 年 度 )

令 和 ８ 年 度

(2026 年 度 )

令 和 ９ 年 度

(2027 年 度 )

令 和 10 年 度

(2028 年 度 )

令 和 11 年 度

(2029 年 度 )

規模判定エネルギー使用量(kL)

前 年 度 か ら の 増 減 （ ％ ） －

目 標 設 定 ガ ス

メ タ ン

そ

の

他

ガ

ス

目 標 設 定 ガ ス 以 外 の CO2

一 酸 化 二 窒 素

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン

三 ふ っ 化 窒 素

六 ふ っ 化 硫 黄

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

令 和 ７ 年 度

(2025 年 度 )

令 和 ８ 年 度

(2026 年 度 )

令 和 ９ 年 度

(2027 年 度 )

令 和 10 年 度

(2028 年 度 )

令 和 11 年 度

(2029 年 度 )

温 室 効 果 ガ ス の 合 計

前 年 度 か ら の 増 減 （ ％ ） －

目 標 設 定 ガ ス 排 出 量 原 単 位

活 動 規 模 の 指 標 単 位

手順② 事業所シートの作成（B,C事業所）
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＜３-1 事業所の温室効果ガス排出量＞

内容
削減計画期間のエネルギー使用量、温室効果ガス

排出量及び排出量原単位の実績値を入力します。

注意点

算定資料ファイルで算出したエネルギー使用量、
温室効果ガス排出量を手動で転記します。

次年度以降は、各年度の欄に入力されているこれ
までの実績に、対象年度の実績を追加してください。 

指標・単位
原単位の状況

その他ガス排出量

エネ起ＣＯ２排出量

エネルギー使用量

算定資料
ファイルから
手動で転記

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

（４）目標設定ガス排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号

令 和 ７ 年 度

(2025 年 度 )

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減

面積・用

途・設備で

「有」の場

合その内容

排出量

増減の

要因

令 和 ８ 年 度

(2026 年 度 )

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減

面積・用

途・設備で

「有」の場

合その内容

排出量

増減の

要因

面積・用

途・設備で

「有」の場

合その内容

排出量

増減の

要因

令 和 ９ 年 度

(2027 年 度 )

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減

面積・用

途・設備で

「有」の場

合その内容

面積・用

途・設備で

「有」の場

合その内容

排出量

増減の

要因

令 和 11 年度

(2029 年 度 )

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減

令 和 10 年度

(2028 年 度 )

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減

排出量

増減の

要因

内容
目標設定ガス排出量の増減に影響を及ぼしていると

考えられる要因の分析を記入します。 

注意点

建物の床面積、建物の用途、設備の増減有無を選択
してください（基準排出量変更の要件にかかわらず、
増減がある場合は有）。

記入漏れが多いので、必ず記入してください。

増減が「有」の場合、基準排出量変更の要件（基準排
出量の±６％以上）に当たるかどうかを判断し、その旨
を記載してください。

要因分析は上記変更有無に関する具体的な内容と、
その他にCO2排出量の増減に影響を及ぼしているもの
を分析し、記載してください。

公表されるため、非公表事項は記載しないでください。

手順② 事業所シートの作成（B,C事業所）
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＜３-1 事業所の温室効果ガス排出量＞
（4）目標設定ガス排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

記入漏れ注意
必ず記入

記入方法の詳細は次ページへ

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課



手順② 事業所シートの作成（B,C事業所）
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要因分析の記載について

建物の床面積の増減、建物の用途変更、
設備の増減がある場合、記載が必要です。

増減がある場合、変更協議の要否が
わかる程度にその内容について具体的に
記入してください。

ただし、計画書として公表されるため、
非公表事項は記載しないでください。

記入例１

事業所に隣接する他事業者の土地を買い取り、３階建ての
事務所棟 (延べ床面積 300m2 ) を新設した。

記入例２

工場棟 (延べ床面積 800m2 ) を用途変更し、倉庫に改築。
生産に使用する○○設備（出力〇kW）を〇台撤去した。

記入例１

生産（営業）時間が昨年度と比較し 10％増加したため、温室効
果ガス排出量が○○ t-CO2 （前年度比で〇％）増加した。

記入例２

空調設備の運用対策（温湿度の緩和）を実施し、温室効果ガス
排出量が○○ t-CO2 （前年度比で〇％）減少した。

排出量増減の要因 記載例面積・用途・設備の増減について 記載例

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

３－２　温室効果ガス削減目標に係る状況

（１）　基準排出量

（２）　基準排出量の変更

（３）目標削減率

（４）削減計画期間

（５）年度ごとの状況 （排出量等の単位：t-CO2）

日本産業規格Ａ列４番

基 準 排 出 量 t-CO2/年

基 準 排 出 量 の 検 証

事業所番号

2

3

変 更 年 度 変 更 量 （ t-CO2/ 年 ）

1

目 標 削 減 率 の 区 分

7 年 度 か ら 11 年 度 ま で

4

5

削 減 期 間

合 計

基

準

排

出

量

等

基 準 排 出 量 (A)

目 標 削 減 率 の

緩 和 措 置

令 和 7 年 度

(2025 年 度 )

令 和 8 年 度

(2026 年 度 )

令 和 9 年 度

(2027 年 度 )

令 和 10 年度

(2028 年 度 )

令 和 11 年度

(2029 年 度 )

排 出 上 限 量

（ C ＝ ∑ A-D ）

目 標 削 減 率 (B)

トップレベル認定

目 標 設 定 ガ ス 排

出 量 (E)

排 出 削 減 目 標 量

(D ＝ ∑ (A × B))

各 年 度 の 排 出 量 の 検 証

実

 

績 排 出 削 減 量

（ G ＝ A - E ）

削 減 率

（ F ＝ （ A - E ） /A ）
－

内容

基準排出量や目標削減率など、
削減目標の達成状況を入力します。

C事業所のみ作成が必要です。

注意点

「１事業所の概要」の「（１）事業所種別」で、
「Ｂ」を選択するとグレーに変わります。
グレーのセルは入力不要です。

手順② 事業所シートの作成（B,C事業所）
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＜３-２ 温室効果ガス削減目標に係る状況＞

基準排出量の変更
（第４削減計画期間内

のもののみ記入）

基準排出量
（第４削減計画期間当初

の数値を記入）

目標削減率の区分
（協議書に記載された

区分を選択）
基準排出量

（削減計画期間の途中で基準
排出量の変更等を行った場合

は修正してください）

削減率の緩和措置
（緩和措置を受けている場合、

選択します）

目標削減率

検証の有無
第三者検証が完了して

いる場合、実施済を選択

（参考）

第４計画期間の大規模事業所（C事業所）の目標削減率

・ 工場等（第 2 区分） ：CO2 排出量を 48％ 削減

・ オフィス等（第 1 区分） ：CO2 排出量を 50％ 削減

※１ 平成 24 年度以降に大規模事業所となった事業所には、
対象となった年度から４年度目までは 22％（工場等）又は
24％（オフィス等）、５年度目から９年度目までは 29％
（工場等）又は 31％（オフィス等）、10 年度目から 14 年度
目までは 36％（工場等）又は 38％（オフィス等）の目標削
減率が適用されます。

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

大 区 分 中 区 分

1

事業所番号

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要

実施

予定

年度

実施

した

年度

推計

削減量(t)

 (１年度

  当たり）

区 分

番 号

区 分 名 称

2

3

4

6

5

8

7

10

9

12

11

14

13

15

※　「業務部門」は11から18番台、「産業部門」は31から49番台から選択してください。

内容

事業所で実施又は計画した温室効果ガスの削減
対策を入力します。

過年度の計画書で記入した対策の予定は、実施後の
計画書提出時に実施年度を記入します。

注意点

対策の区分は、「削減対策に係る点検表」から選択
してください。
(http://www.pref.saitama.lg.jp/a0502/ontaikeikakusyo.html)

対策が所定の行に収まるように、実施から年数が
経ったものの削除や規模が小さな対策の統合を行って
ください。

実施した年度の記入を忘れないでください。

手順② 事業所シートの作成（B,C事業所）
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＜４ 温室効果ガス排出の抑制等に
関する措置の計画及び実施状況＞

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課
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事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号

（※希望者のみ記載）

内容

計画書に記載する事項以外の対策内容等で対外的
に公表を希望する事項を入力します。

アピールしたい事項は積極的に記入してください。

注意点

公表されるため、非公表事項は記入しないようにして
ください。

目標設定ガス排出量原単位以外の排出量原単位
（非エネルギー起源CO2排出量原単位、温室効果ガス
全体に対する排出量原単位等）を削減目標として設定
する場合には、その算定方法等をこのシートに記入して
ください。この際、シート「B、C事業所(1)」の削減目標と
整合するよう、注意してください。

手順② 事業所シートの作成（B,C事業所）
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＜５ 事業者として実施した対策の内容
及び対策実施状況に関する自己評価＞

自由記述欄

これまでに事業所内外で事業者として実施した
地球温暖化対策や環境対策、温室効果ガス排出量

の少ない製品の開発、森林・みどりの
保全対策等について、その内容と実施状況に

関する自己評価を記入してください。
（例：環境報告書、CSRレポートの公表内容

HPアドレスなどが考えられます）
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「排出量等推移」ページの、活動規模の指標名、単位、数値は必ず入力してください。

「排出量増減影響分析」ページの要因分析は必ず行ってください。
特に、「面積増減」「用途変更」「設備増減」の有無は必ず選択し、その内容を記載してください。

「面積増減」「用途変更」「設備増減」の変更に伴う排出量の増減が、
従前の基準排出量の６％以上に該当する場合、変更協議の要件に該当いたします。
（６％に満たない場合は累積して６％に達した時点で協議を行う必要が生じます）

また、要因分析は報告対象年度（R７）とその前年度（R６）の差を分析してください。
面積増減等の具体的な内容のほか、削減対策の効果、生産量の増減などを具体的に分析して
記載してください。

「削減対策」ページの対策概要は、具体的に、かつ必ず記載してください。

また、前年度に実施予定年度令和７年度として報告した対策は、実施した年度欄等を更新してください。

＜注意点＞
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手順 ① 算定資料ファイルの作成
事業所ごとに算定資料ファイル、
再生可能エネルギー等由来の証書等の利用届出を作成
（「A,Bﾃﾅﾝﾄ事業所」「B,C事業所」で様式が異なる）

手順 ② 事業所シートの作成
手順①の計算結果を計画書の事業所シートに手動転記し、
事業所ごとの削減目標や対策等も入力
（「A,Bﾃﾅﾝﾄ事業所」「B,C事業所」で様式が異なる）

手順 ③ 事業者シートの作成
事業者としての推進体制や基本方針等を入力
（手順②の内容は自動転記）

手順 ④ 様式第１号、第３号の作成
鏡作成（手順③の内容が自動転記）

算定資料
ファイル

A事業所
＆Bﾃﾅﾝﾄ

算定資料
ファイル

C事業所

算定資料
ファイル

B事業所

事業者
シート

計画書
様式第１号

実績報告書
様式第３号

計
画
書
フ
ァ
イ
ル

B,C事業所
シート

A,Bﾃﾅﾝﾄ
事業所
シート
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地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号

（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の

概 要

事 業 内 容

区 分

百万円

従 業 員 数

産 業 分 類 名

（ 中 分 類 ）
分 類 番 号

（ 中 分 類 ）

所 在 地

事 業 者 番 号

燃 料 等 使 用 量 の

原 油 換 算 の 合 計 量

（ 前 年 度 ）

kL／年

8

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）

Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者

Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)

Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者

Ⅳ類　任意事業者

事 業 者 名

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

㎡

計 画 書 評 価 制 度 に

お け る 基 準 年 度

前

年

度

手順③ 事業者シートの作成
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＜事業者シートの構成＞

１ 地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の種別

（２）地球温暖化対策事業者

（３）県内に設置している事業所

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

２ 地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３ 地球温暖化対策における事業者の推進体制

４ 計画期間中における事業者の
温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

５ 各事業所の計画

地球温暖化対策推進者詳細

計画書作成担当者連絡先詳細

地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称

（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1

その他

閲 覧 場 所 １

所 在 地 １

閲 覧 可 能

時 間 １

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き

（複数可。書ききれない場合

　は別紙としてください）

所 在 地 ２

閲 覧 可 能

時 間 ２

Ａ、Ｂテナント等事業所

事業所

種別

事業所

番号
事 業 所 名

前年度の原油

換算エネル

ギー使用量

(ｋL)

前年度の規模

判定エネル

ギー使用量

(ｋL)

Ｂ、Ｃ事業所

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

合　　計

地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の

合 計

そ の 他 ガ ス

目 標 設 定 ガ ス

令和７年度

(2025年度)

令和８年度

(2026年度)

令和９年度

(2027年度)

令和10年度

(2028年度)

令和11年度

(2029年度)

事業者（４）

日本産業規格Ａ列４番

文書等送付・連絡先詳細

 事業者あて公文書の送付・連絡先担当者の連絡先詳細を記入すること。

連 絡 先

詳 細

担 当 者 所 属 事 業 者 名

担 当 者 所 属 部 署

※計画書作成担当者連絡先詳細の記載内容が転記されるので、必要に応じて修正。

電 話 番 号

電 話 番 号 （ 任 意 ）

Ｅ － ｍ ａ ｉ ｌ ア ド レ ス

担 当 者 氏 名

郵 便 番 号

所 在 地

担 当 者 職 名

※事業者全体を管理する者として、複数の地球温暖化対策推進者を選任している場合は、任意に作成した様式により

　提出してください。

計画書作成担当者連絡先詳細

 地球温暖化対策計画書の作成担当者の連絡先詳細を記入すること。

連 絡 先

詳 細

担 当 者 所 属 事 業 者 名

担 当 者 所 属 部 署

担 当 者 職 名

電 話 番 号

電 話 番 号 （ 任 意 ）

Ｅ － ｍ ａ ｉ ｌ ア ド レ ス

担 当 者 氏 名

郵 便 番 号

所 在 地

推 進 者

連 絡 先
（ 複 数 選 任 し

て い る 場 合 ）

推 進 者 所 属 部 署

推 進 者 職 名

推 進 者 氏 名

 現在選任している地球温暖化対策推進者の連絡先詳細を記入すること。

推 進 者

連 絡 先

推 進 者 所 属 部 署

推 進 者 職 名

推 進 者 氏 名

地球温暖化対策推進者詳細

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課



手順③ 事業者シートの作成

111

＜１ 地球温暖化対策事業者の概要＞

内容
事業者類別、事業者名、所在地、事業活動

の概要等の基本情報を入力します。

注意点

「事業者名」、「所在地」は、法人名や
登記上の本店所在地を記入してください。
（提出権限を委任している場合も同様）

計画書評価制度における基準排出量は、
評価基準となる年度を任意に選択してください。
初めて計画書を提出する事業者は空欄として
ください。 

「事業活動の概要」は、法人としての情報
（公表可能な情報）を記入してください。

「従業員数」の更新漏れに注意してください。

地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号

（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の

概 要

事 業 内 容

区 分

百万円

従 業 員 数

産 業 分 類 名

（ 中 分 類 ）
分 類 番 号

（ 中 分 類 ）

所 在 地

事 業 者 番 号

燃 料 等 使 用 量 の

原 油 換 算 の 合 計 量

（ 前 年 度 ）

kL／年

8

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）

Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者

Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)

Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者

Ⅳ類　任意事業者

事 業 者 名

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

㎡

計 画 書 評 価 制 度 に

お け る 基 準 年 度

前

年

度

事業所種別

提出年度
※様式第１号で
選択した年度が

自動転記されます。

事業活動の
概要

大規模小売店舗面積
大店立地法に規定する

大規模小売店舗の
店舗面積を記載

事業者情報

計画書
評価制度
における
基準年度
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地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

（６）（Ⅳ類（任意事業者）のみ記入）県による公表の可否

日本産業規格Ａ列４番

県による報告書の公表を希望

2

3

名 称

（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1

その他

閲 覧 場 所 １

所 在 地 １

閲 覧 可 能

時 間 １

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き

（複数可。書ききれない場合

　は別紙としてください）

所 在 地 ２

閲 覧 可 能

時 間 ２

Ａ、Ｂテナント等事業所

事業所

種別

事業所

番号
事 業 所 名

前年度の原油

換算エネル

ギー使用量

(ｋL)

前年度の規模

判定エネル

ギー使用量

(ｋL)

Ｂ、Ｃ事業所

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

合　　計

手順③ 事業者シートの作成
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内容
事業所名称・エネルギー使用量や公表に関する

情報を入力します。

注意点

事業所情報は各事業所シートから自動で転記され
ます。抜けがある場合は、事業所シートを確認・修正
してください。

「（４）公表方法」について、事業所での備え置きは、
なるべく埼玉県内事業所でお願いします。
ＨＰへ掲載している場合、HPへの記載更新漏れに
注意してください。

「連絡先メールアドレス」は、公表可能な情報を記入
してください。個人の氏名が入ったアドレスは避けて
ください。

Ⅳ類事業者のみ、県による公表の可否を選択して
ください。Ⅰ～Ⅲ類の事業者は条例の規定に基づき
必ず公表されます。

事業所情報
各事業所シートから

転記されます。

＜１ 地球温暖化対策事業者の概要＞

公表に係る情報

公表の可否
（Ⅳ類のみ表示）
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＜２ 地球温暖化対策推進における事業者の基本方針＞

＜３ 地球温暖化対策における事業者の推進体制＞

＜４ 計画期間中における事業者の
温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移＞

＜５ 各事業所の計画＞

内容

地球温暖化対策推進における事業者の基本方針
及び推進体制と計画期間中における温室効果ガス
排出量の推移を記入します。

「基本方針」や「推進体制」は「別紙のとおり」とし、
既存資料を添付してもかまいません。

「温室効果ガス排出量の推移」は各事業所シート
から自動で転記されます。

注意点
「推進体制」は地球温暖化対策推進者がどこに

位置付けられているかを明確に記載してください。

地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の

合 計

そ の 他 ガ ス

目 標 設 定 ガ ス

令和７年度

(2025年度)

令和８年度

(2026年度)

令和９年度

(2027年度)

令和10年度

(2028年度)

令和11年度

(2029年度)

基本方針

推進体制

事業者全体の
温室効果ガス

排出量

地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

（基本方針）
１基本理念
環境にやさしい工場づくりを目指し、企業の社会的責任を果たす。
２基本方針
基本理念に基づき、次の環境マネジメント活動を実施する。
①環境目的及び環境目標を定め、環境マネジメントシステムの継続的改善を推進す
る。
②事業活動に関連する法的要求等を遵守する。
③事業活動による環境付加を低減し、豊かな社会づくりに貢献する。

３０年度
（2018年度）

３１年度
（2019年度）

22,928 22,802 22,930 10,220 10,228

２７年度
（2015年度）

エネルギー起源CO2

２８年度
（2016年度）

２９年度
（2017年度）

22,928 22,802 22,930 10,220 10,228

その他ガス

温室効果ガスの合計

代表取締役

埼玉工場

（工務部）

彩の国黒豚○○ランド

（総務部）

ＣＳＲ推進室

（地球温暖化対策推進者：室長）
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事業者（４）

日本産業規格Ａ列４番

文書等送付・連絡先詳細

 事業者あて公文書の送付・連絡先担当者の連絡先詳細を記入すること。

連 絡 先

詳 細

担 当 者 所 属 事 業 者 名

担 当 者 所 属 部 署

※計画書作成担当者連絡先詳細の記載内容が転記されるので、必要に応じて修正。

電 話 番 号

電 話 番 号 （ 任 意 ）

Ｅ － ｍ ａ ｉ ｌ ア ド レ ス

担 当 者 氏 名

郵 便 番 号

所 在 地

担 当 者 職 名

※事業者全体を管理する者として、複数の地球温暖化対策推進者を選任している場合は、任意に作成した様式により

　提出してください。

計画書作成担当者連絡先詳細

 地球温暖化対策計画書の作成担当者の連絡先詳細を記入すること。

連 絡 先

詳 細

担 当 者 所 属 事 業 者 名

担 当 者 所 属 部 署

担 当 者 職 名

電 話 番 号

電 話 番 号 （ 任 意 ）

Ｅ － ｍ ａ ｉ ｌ ア ド レ ス

担 当 者 氏 名

郵 便 番 号

所 在 地

推 進 者

連 絡 先
（ 複 数 選 任 し

て い る 場 合 ）

推 進 者 所 属 部 署

推 進 者 職 名

推 進 者 氏 名

 現在選任している地球温暖化対策推進者の連絡先詳細を記入すること。

推 進 者

連 絡 先

推 進 者 所 属 部 署

推 進 者 職 名

推 進 者 氏 名

地球温暖化対策推進者詳細

手順③ 事業者シートの作成
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内容

地球温暖化対策推進者、計画書作成担当者、
事業者宛公文書等の送付先の情報を入力します。

「計画書作成担当者連絡先」の担当者に計画書
記載内容の問合せをさせていただきます。

注意点

地球温暖化対策推進者の変更がないか確認して
ください。

※ 推進者が変更になった場合、届出が必要です。

計画書作成
担当連絡先

＜地球温暖化対策推進者詳細＞

＜計画書作成担当者連絡先詳細＞ 推進者

文書送付先
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作成手順

115

手順 ① 算定資料ファイルの作成
事業所ごとに算定資料ファイル、
再生可能エネルギー等由来の証書等の利用届出を作成
（「A,Bﾃﾅﾝﾄ事業所」「B,C事業所」で様式が異なる）

手順 ② 事業所シートの作成
手順①の計算結果を計画書の事業所シートに手動転記し、
事業所ごとの削減目標や対策等も入力
（「A,Bﾃﾅﾝﾄ事業所」「B,C事業所」で様式が異なる）

手順 ③ 事業者シートの作成
事業者としての推進体制や基本方針等を入力
（手順②の内容は自動転記）

手順 ④ 様式第１号、第３号の作成
鏡作成（手順③の内容が自動転記）

算定資料
ファイル

A事業所
＆Bﾃﾅﾝﾄ

算定資料
ファイル

C事業所

算定資料
ファイル

B事業所

事業者
シート

計画書
様式第１号

実績報告書
様式第３号

計
画
書
フ
ァ
イ
ル

B,C事業所
シート

A,Bﾃﾅﾝﾄ
事業所
シート
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様式第１号（第３条、第５条関係）

報 告 書

提出日

　（宛先）

埼玉県知事

提出者 所在地　

名称　

代表者役職・氏名　 役職

（個人事業者にあっては、住所及び氏名）

電話番号　

令和 ８ 年度の地球温暖化対策計画を したので、埼玉県地球温暖化

対策推進条例 　の規定により、別添のとおり提出します。

番   号

kL/年 

㎡）

所 属 部 署

職 ・ 氏 名

電 話 番 号

※ 整 理 番 号

日本産業規格Ａ列４番

自 動 車 地 球 温 暖 化

対 策 計 画 等 と の 関 係
埼玉県地球温暖化対策推進条例第３７条第１項第　　　　号該当

連 絡 先 別紙のとおり

　　　２　「業種名」及び「番号」の欄には、日本標準産業分類に掲げる中分類の該当

        　するものを記載すること。

　　  ３　※印の欄には、記載しないこと。

※ 受 付 年 月 日  年　　月　　日

※　備　　考

注　　１　作成・変更の別及び提出の根拠となる条項については、○で囲むか、二重線

　　　　　で消すことにより特定すること。

（大規模小売店舗の場合は、店舗面積

変

更

の

場

合

変 更 年 月 日

変 更 の 理 由

氏名

地 球 温 暖 化 対 策 計 画 作　成 （義　務）

作　成

第 １ ２ 条 第 １ 項 前 段

業 種 名

燃 料 等 使 用 量

（ 店 舗 面 積 ）

前年度の燃料等使用量の原油換算の合計量

手順④ 様式第1号の作成
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内容 地球温暖化対策計画作成報告書の鏡です。

注意点

押印は不要です。

代表者（提出権限を委任している場合は、受任者を含む）
が前年度から変更されていないか確認してください。

（提出権限を委任している場合）
代表者又は受任者が変更になった場合、
再度委任状の提出が必要になります。

（Ｃ事業所の場合）
代表者が変更になった場合、
大規模事業者氏名等変更届出書を提出してください。

年度の更新を忘れずにしてください。

＜様式第１号 地球温暖化対策計画作成報告書＞

提出年度
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手順④ 様式第3号の作成
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内容

地球温暖化対策実施状況報告書の鏡です。
前年度に計画作成報告書（様式第１号）を提出した事業者
は提出義務があります。

初めて計画作成報告書を提出する事業者は、初年度は
様式第3号を提出する必要はありません。

注意点
押印は不要です。

各シートからの自動転記のため、原則記入不要です。

＜様式第３号 地球温暖化対策実施状況報告書＞
様式第３号（第６条関係）

（宛先）

埼玉県知事

名称　

代表者役職・氏名　 役職

（個人事業者にあっては、住所及び氏名）

電話番号　

　　　　　　令和 ７ 年度の地球温暖化対策計画に基づく措置の実施の状況について、埼玉県地球温暖化

番 号

kL／年

t-CO2／年

所 属 部 署

職 ・ 氏 名

電 話 番 号

※ 整 理 番 号

日本産業規格Ａ列４番

　　　２　燃料等使用量の原油換算合計量及び温室効果ガス（CO2換算）総排出量に係る

　　　　　算出資料を添付すること。

　　　３　※印の欄には、記載しないこと。

※ 受 付 年 月 日 　　　年　　月　　日

※　備　　考

注　　１　「業種名」及び「番号」の欄には、日本標準産業分類に掲げる中分類の該当

　　　　　するものを記載すること。

自 動 車 地 球 温 暖 化

対 策 実 施 状 況

報 告 書 と の 関 係

埼 玉 県 地 球 温 暖 化 対 策 推 進 条 例

第 ３ ７ 条 第 ２ 項 に 該 当 の 有 無
有・無

連 絡 先 別紙のとおり

燃 料 等 使 用 量 の

原 油 換 算 合 計 量

温 室 効 果 ガ ス

（ CO2 換 算 ） 総 排 出 量

温 室 効 果 ガ ス の 排

出 の 抑 制 等 に 関 す

る 措 置 の 実 施 状 況

別紙のとおり

対策推進条例第１４条の規定により、次のとおり提出します。

業 種 名

氏名

地球温暖化対策実施状況報告書

提出者　　　　　所在地
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作成手順
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手順 ① 算定資料ファイルの作成
事業所ごとに算定資料ファイル、
再生可能エネルギー等由来の証書等の利用届出を作成
（「A,Bﾃﾅﾝﾄ事業所」「B,C事業所」で様式が異なる）

手順 ② 事業所シートの作成
手順①の計算結果を計画書の事業所シートに手動転記し、
事業所ごとの削減目標や対策等も入力
（「A,Bﾃﾅﾝﾄ事業所」「B,C事業所」で様式が異なる）

手順 ③ 事業者シートの作成
事業者としての推進体制や基本方針等を入力
（手順②の内容は自動転記）

手順 ④ 様式第１号、第３号の作成
鏡作成（手順③の内容が自動転記）

算定資料
ファイル

A事業所
＆Bﾃﾅﾝﾄ

算定資料
ファイル

C事業所

算定資料
ファイル

B事業所

事業者
シート

計画書
様式第１号

実績報告書
様式第３号

計
画
書
フ
ァ
イ
ル

B,C事業所
シート

A,Bﾃﾅﾝﾄ
事業所
シート
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目次

119

「地球温暖化対策計画書」に係る提出書類について１

計画書の構造２

計画書の作成手順・作成方法３

計画書の提出先について４

お問い合わせ先５

令和８年度地球温暖化対策計画事業者説明会 埼玉県 環境部温暖化対策課



計画書の提出先について

120

＜提出先＞

埼玉県 温暖化対策課 計画制度・排出量取引担当

a3030-17@pref.saitama.lg.jp
※ 件名に「地球温暖化対策計画書提出」と記載してください。

＜提出方法＞

電子データをメールで提出
 計画書ファイル（Excel）、算定資料ファイル（Excel）、添付資料ファイル（別添資料がある場合のみ）

※ 計画書の提出は原則、電子データによる提出のみの受付です。

＜提出期限＞

毎年 ７月３１日 まで に提出が必要となります。
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次年度以降の計画書の提出について

121

県からお送りした最終版のファイルを使用してください。

前年度の計画書審査終了後、埼玉県から作成担当者あてに最終版のファイルをお送りしています。
（計画書ファイルは同じファイルに複数年度のデータを入力する様式になっています。）

計画書ファイル

県からお送りした最終版のファイルを使用し、時点修正してください。
（算定資料ファイルは１年ごとにデータ入力する様式になっています。）

算定資料ファイル

重要！

重要！

※ 国が公表する排出係数は毎年度更新されるため、必ず報告する年度に対応した算定資料を使用してください。
※ 審査終了後に翌年度提出用の排出係数に更新したファイルを返却しますので、それを使用してください。
※ ただし、排出係数の公表時期の都合により、電気の排出係数については暫定値、熱・都市ガスについては、

 前年度提出用の排出係数が組み込まれています。
※ 県の審査時に、提出された算定資料中の電気・熱・都市ガスの排出係数を更新します。

（電気は確定値に、熱・都市ガスは提出年度の排出係数に更新）
※ その場合、再計算により使用量、排出量等が提出時から変化する場合があります。
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「地球温暖化対策計画書」に係る提出書類について１

計画書の構造２
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計画書の提出先について４

お問い合わせ先５
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お問合せ先
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＜お問い合わせ窓口＞

 048-830-3044,3043,3049

 a3030-03@pref.saitama.lg.jp
※ お問合せの際は「事業者番号」をお伝えください。

＜Webページ＞
埼玉県地球温暖化計画制度のWebページ

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0502/keikaku.html

検索埼玉県 計画制度

参考：埼玉カーボンニュートラルポータルサイトのWebページ

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0503/saicn.html
埼玉県では、脱炭素社会（カーボンニュートラル）の実現を目指して取組を進めています。
事業者、県民向けの支援策や制度をまとめましたのでご活用ください。
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